
コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名 担当課室名

事業期間

始期 終期

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度のチェッ
ク（中間フォロー
アップ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の
見直し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置
づけ・意義」

備考

51401

○２０１０年までに、供給施設の安全対策等を
確立するとともに、燃料電池自動車について
は航続距離４００ｋｍ、耐久性３０００時間（５
年）、コスト５０００円／kWを達成する技術を確
立する。【総務省、経済産業省】

新技術・新
素材の活用
等に対応し
た安全対策
の確保

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

総務省消防庁 危険物保安室 18 18 － － －
水素供給施設の安全対策について
一定の結果を得た。

- - -
水素供給施設についての新たな技術開発など今後の動向につ
いて情報収集を行っていく必要がある。

- －

51406

◇燃料電池自動車については２０２０年まで
に、普及に対応した水素ガスの供給施設に係
わる安全対策技術を確立するとともに、航続
距離８００ｋｍ、耐久性５０００時間（１０年）、コ
スト４０００円／kWを達成させる技術開発を行
う。【総務省、経済産業省】

新技術・新
素材の活用
等に対応し
た安全対策
の確保

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

総務省消防
庁

危険物保安室 18 18 － － －
水素供給施設の安全対策について
一定の結果を得た。

- - -
水素供給施設についての新たな技術開発など今後の動向につ
いて情報収集を行っていく必要がある。

- －

53402
○２００７年までに、電子タグの活用により物
流効率化を実現する技術を確立する。【総務
省、経済産業省】

電子タグの
高度利活用
技術に関す
る研究開発

総務省 研究推進室 16 19 598 448 - 2007年度までに左記目標を達成 - - - - -



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名 担当課室名
Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック（中
間フォロー
アップ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の
見直し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置
づけ・意義」

備考

50201
○２００８年までに、高速増殖原型炉「もん
じゅ」の運転を再開する。【文部科学省、経済
産業省】

高速増殖原
型炉「もん
じゅ」

長期・安定
的にエネル
ギを供給
する高速
増殖炉
（FBR）サイ
クル技術

文部科学 原子力課 S55 － 22011 19100 18,054 △△

「もんじゅ」の改造工事を終了し、プ
ラント全体の機能を確認するプラン
ト確認試験を実施（平成21年1月末
現在141項目中133項目を終了）。
平成20年9月に確認された「もん
じゅ」屋外排気ダクトの腐食孔に対
する補修工事のため、運転再開時
期を2009年度以降に延期。

20377 23279

屋外廃棄ダクトの補修工事を平成21年5月
に完了し、平成21年8月にプラント確認試
験を完了。その後性能試験前準備・点検を
平成22年1月に完了し、2月に地元自治体
に性能試験再開の協議を申し入れるととも
に、性能試験（炉心確認試験）計画を公
表。

「もんじゅ」性能試験再開に係る地元自治体の
了解を得ること。

平成21年12月に仏国フェニック
ス炉が運転停止し、ＯＥＣＤ諸
国で唯一の高速増殖炉となった
ことを踏まえ、国際的な研究開
発拠点として、性能試験及び本
格運転を通じて研究開発成果
を蓄積するとともに、国際共同
プロジェクトを推進。

50202

○２０１０年までに、高速増殖炉サイクル実用
施設（炉･サイクル）に採用する革新技術をま
とめ、プラント全体の概念設計を構築する。ま
た、経済性の高いＭＯＸ燃料製造技術の小規
模実証を行うとともに、燃料の高燃焼度化（１
５万MWd/ｔ）の実証及び燃料サイクル技術の
工学的な実証を行う。【文部科学省、経済産
業省】

高速増殖炉
サイクル実
用化研究開
発
(高速増殖炉
サイクル技
術関連研究
開発等を含
む)

長期・安定
的にエネル
ギを供給
する高速
増殖炉
（FBR）サイ
クル技術

文部科学 原子力課 H11 － 5318.07 10260.9 11798.2

国の研究開発方針等を踏まえ、「実
用化戦略調査研究」（１９９９～２００
５年度）による調査研究段階から、
実証・実用化に向けた「高速増殖炉
サイクル実用化研究開発」（２００６
年度～）へと発展させ、文部科学省
と経済産業省が連携して研究開発
を加速。電気事業者、製造事業者、
原子力機構及び両省の関係五者で
構成される協議会により、その研究
開発の方向性を確認しつつ、実用
施設に採用する革新的な技術の成
立性評価のための要素技術開発、
並びに実証及び実用施設の概念設
計研究を実施。平成20年度までの
設計研究成果及びその技術的根拠
となるデータを中間的に取りまと
め、新たな課題対応のための修正
を図りつつ、概ね計画通り進捗して
いることを確認。

14349 12771

実用施設に採用する革新的な技術の成立
性評価のための要素技術開発及び実証・
実用施設の概念設計研究を進め、これま
での成果を中間的に取りまとめて公表。
平成22年度の革新的な技術の採否判断に
向け、採用可能性を評価。研究開発リスク
回避の観点から、代替概念を並行して検
討すべき技術と再度確認・評価すべき事項
を明らかにした。

引き続き産学官の連携を図り、個々の責務を果
たしていくことに加え、2010年に革新技術の採
用可否判断の評価を行い、2015年に革新技術
の成立性見通しを評価し実用施設及び実証施
設の概念設計を提示すべく、適切に計画に従い
研究開発を継続すること。

我が国が開発を進めている高
速増殖炉サイクル技術の国際
標準化を目指し、高速増殖実証
炉の早期実現と効率的な研究
開発を実施するため、特に、日
仏協力を強化して開発を進め
る。安全や核不拡散を含めた高
速増殖炉の基準等の国際化に
ついては日米仏協力を機軸とし
て進める。

50202

○２０１０年までに、高速増殖炉サイクル実用
施設（炉･サイクル）に採用する革新技術をま
とめ、プラント全体の概念設計を構築する。ま
た、経済性の高いＭＯＸ燃料製造技術の小規
模実証を行うとともに、燃料の高燃焼度化（１
５万MWd/ｔ）の実証及び燃料サイクル技術の
工学的な実証を行う。【文部科学省、経済産
業省】

高速実験炉
「常陽」

長期・安定
的にエネル
ギを供給
する高速
増殖炉
（FBR）サイ
クル技術

文部科学 原子力課 S45 － 2869.52 3199.49 2682

高速増殖炉の実用化に向け、燃
料・材料照射、マイナーアクチニド
含有燃料の照射試験等を実施。
平成19年11月に計測線付実験装置
との干渉による回転プラグ燃料交
換機能の一部阻害が確認され、当
初の起動予定（2008年12月）を延
期。

2007 1880

革新的な技術の採否判断に資する燃料・
材料照射、マイナーアクチニド含有燃料の
照射後試験を実施。
計測線付実験装置との干渉による回転プ
ラグ燃料交換機能の一部阻害により停止
中の「常陽」については、原因と対策に関
する法令報告を平成21年7月に提出。復旧
方策の具体的な検討を進めた。

「常陽」の具体的な復旧計画をまとめ、その計画
および一部試験の代替試験計画に基づき早期
に対応すること。

第４世代原子力システムのナト
リウム冷却炉に係るシステム枠
組の一つとして挙げられてい
る、国際アクチニドリサイクル実
証試験に資するとともに、高速
炉実用化燃料開発に関する国
際協力照射試験の実現に向け
国際的な検討・議論を進める。

50202

○２０１０年までに、高速増殖炉サイクル実用
施設（炉･サイクル）に採用する革新技術をま
とめ、プラント全体の概念設計を構築する。ま
た、経済性の高いＭＯＸ燃料製造技術の小規
模実証を行うとともに、燃料の高燃焼度化（１
５万MWd/ｔ）の実証及び燃料サイクル技術の
工学的な実証を行う。【文部科学省、経済産
業省】

ＭＯＸ燃料製
造技術開発

 長期・安
定的にエネ
ルギを供
給する高
速増殖炉
（FBR）サイ
クル技術

文部科学 原子力課 S42 － 4554.92 4438.23 4,185

「常陽」ＭＯＸ燃料の製造、ＦＢＲ実
用化に向けた簡素化ペレット法の燃
料製造技術開発試験並びに試験設
備の整備を行い、これを通して燃料
製造技術の開発を進めた。また、得
られた技術開発成果・知見につい
て、軽水炉用民間ＭＯＸ燃料加工事
業主体である日本原燃㈱への技術
協力を進めた。

4335 4165

ＦＢＲ実用化に向けた簡素化ペレット法等
の燃料製造技術開発試験並びに試験設備
の整備を行い、これらを通して燃料製造技
術の開発を進めた。また、これまでの経
験・実績を踏まえ、軽水炉用民間ＭＯＸ燃
料加工事業主体である日本原燃㈱への技
術協力を進めた。

燃料製造技術開発を着実に継続すること。ま
た、民間MOX加工事業者への技術協力を進め
ること。

特になし

50203

◇２０１５年頃までに、もんじゅについて発電プ
ラントとしての信頼性の実証、ナトリウム取扱
技術の確立等の所期の目的を達成すること
により、高速増殖炉システム設計技術を実証
する。また、将来の軽水炉と比肩する安全
性、経済性を有するとともに、資源有効利用、
環境負荷低減、高い核不拡散性等を有する
高速増殖炉サイクルの適切な実用化像と、実
用化に至るまでの研究開発計画を提示する。
【文部科学省、経済産業省】

高速増殖原
型炉「もん
じゅ」

長期・安定
的にエネル
ギを供給
する高速
増殖炉
（FBR）サイ
クル技術

文部科学 原子力課 S55 － 22011 19100 18,054 △△

「もんじゅ」の改造工事を終了し、プ
ラント全体の機能を確認するプラン
ト確認試験を実施（平成21年1月末
現在141項目中133項目を終了）。
平成20年9月に確認された「もん
じゅ」屋外排気ダクトの腐食孔に対
する補修工事のため、運転再開時
期を2009年度以降に延期。

20377 23279 50201に同じ 50201に同じ 50201に同じ

50203

◇２０１５年頃までに、もんじゅについて発電プ
ラントとしての信頼性の実証、ナトリウム取扱
技術の確立等の所期の目的を達成すること
により、高速増殖炉システム設計技術を実証
する。また、将来の軽水炉と比肩する安全
性、経済性を有するとともに、資源有効利用、
環境負荷低減、高い核不拡散性等を有する
高速増殖炉サイクルの適切な実用化像と、実
用化に至るまでの研究開発計画を提示する。
【文部科学省、経済産業省】

高速増殖炉
サイクル実
用化研究開
発
(高速増殖炉
サイクル技
術関連研究
開発等を含
む)

長期・安定
的にエネル
ギを供給
する高速
増殖炉
（FBR）サイ
クル技術

文部科学 原子力課 H11 － 5318.07 10260.9 11,798

国の研究開発方針等を踏まえ、「実
用化戦略調査研究」（１９９９～２００
５年度）による調査研究段階から、
実証・実用化に向けた「高速増殖炉
サイクル実用化研究開発」（２００６
年度～）へと発展させ、文部科学省
と経済産業省が連携して研究開発
を加速。電気事業者、製造事業者、
原子力機構及び両省の関係五者で
構成される協議会により、その研究
開発の方向性を確認しつつ、実用
施設に採用する革新的な技術の成
立性評価のための要素技術開発、
並びに実証及び実用施設の概念設
計研究を実施。平成20年度までの
設計研究成果及びその技術的根拠
となるデータを中間的に取りまと
め、新たな課題対応のための修正
を図りつつ、概ね計画通り進捗して
いることを確認。

14349 12771 50202に同じ 50202に同じ 50202に同じ

事業期間

始期 終期



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名 担当課室名
Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック（中
間フォロー
アップ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の
見直し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置
づけ・意義」

備考

事業期間

始期 終期

50203

◇２０１５年頃までに、もんじゅについて発電プ
ラントとしての信頼性の実証、ナトリウム取扱
技術の確立等の所期の目的を達成すること
により、高速増殖炉システム設計技術を実証
する。また、将来の軽水炉と比肩する安全
性、経済性を有するとともに、資源有効利用、
環境負荷低減、高い核不拡散性等を有する
高速増殖炉サイクルの適切な実用化像と、実
用化に至るまでの研究開発計画を提示する。
【文部科学省、経済産業省】

高速実験炉
「常陽」

長期・安定
的にエネル
ギを供給
する高速
増殖炉
（FBR）サイ
クル技術

文部科学 原子力課 S45 － 2869.52 3199.49 2,682

高速増殖炉の実用化に向け、燃
料・材料照射、マイナーアクチニド
含有燃料の照射試験等を実施。
平成19年11月に計測線付実験装置
との干渉による回転プラグ燃料交
換機能の一部阻害が確認され、当
初の起動予定（2008年12月）を延
期。

2007 1880 50202に同じ 50202に同じ 50202に同じ

50203

◇２０１５年頃までに、もんじゅについて発電プ
ラントとしての信頼性の実証、ナトリウム取扱
技術の確立等の所期の目的を達成すること
により、高速増殖炉システム設計技術を実証
する。また、将来の軽水炉と比肩する安全
性、経済性を有するとともに、資源有効利用、
環境負荷低減、高い核不拡散性等を有する
高速増殖炉サイクルの適切な実用化像と、実
用化に至るまでの研究開発計画を提示する。
【文部科学省、経済産業省】

ＭＯＸ燃料製
造技術開発

 長期・安
定的にエネ
ルギを供
給する高
速増殖炉
（FBR）サイ
クル技術

文部科学 原子力課 S42 － 4554.92 4438.23 4,185

「常陽」ＭＯＸ燃料の製造、ＦＢＲ実
用化に向けた簡素化ペレット法の燃
料製造技術開発試験並びに試験設
備の整備を行い、これを通して燃料
製造技術の開発を進めた。また、得
られた技術開発成果・知見につい
て、軽水炉用民間ＭＯＸ燃料加工事
業主体である日本原燃㈱への技術
協力を進めた。

4335 4165 50202に同じ 50202に同じ 50202に同じ

50401
○２０１０年までに高燃焼度の使用済燃料の
再処理試験を開始するための技術を確立す
る。【文部科学省、経済産業省】

使用済燃料
再処理技術
（軽水炉再
処理関係）

文部科学 原子力課 S52 - 11089 8669 5570 △

プルトニウム含有量の高いふげん
MOX燃料の再処理試験を実施。ま
た、高燃焼度使用済燃料の再処理
に係る臨界、遮へい等の安全性に
関する評価を実施しており、2010年
までにこれらの評価を完了する見
込み。

5388 5100

プルトニウム含有量の高いふげんMOX燃
料の再処理試験において、これまでに採取
したデータの取りまとめを実施。
なお、中間フォローアップ時点においては、
目標達成に対し「高燃焼度燃料再処理試
験を実施するための許認可の手続きは、
現在進めている東海再処理施設の耐震性
向上対策に係る許認可の完了後実施」と
いう課題について、施策進捗の遅れと判断
されたところであるが、H21年６月、原子力
安全・保安院により、東海再処理施設の耐
震性向上対策に係る許認可は不要とされ
た

高燃焼度使用済燃料の再処理に係る臨界、遮
へい等の安全性に関する評価を終え、再処理
事業変更許可申請手続きを進めること。

再処理技術は、核兵器開発と
関連する機微技術であるため、
公表されている技術情報が少
ない。現在も、再処理技術開発
を進めている国はフランス、イ
ギリス、ロシア等のごく限られた
国だけであり、将来において海
外から容易に技術導入できる
可能性は非常に低く、独自に技
術開発を行うことが必要。

50402
○２０１０年までに耐用年数の長い次世代ガラ
ス溶融炉の開発に資する技術的知見を蓄積
する。【文部科学省、経済産業省】

使用済燃料
再処理技術
（軽水炉再
処理関係）

文部科学 原子力課 S52 - 11089 8669 5570

改良型ガラス溶融炉の運転を通じ
て安定運転性や今後の高度化に資
するためのデータ採取を行うととも
に、長寿命化を目指した次世代ガラ
ス溶融炉に関する技術開発を実施
した。

5388 5100

改良型ガラス溶融炉の炉内観察を通じて
安定運転性や今後の高度化に資するため
のデータ採取を行うとともに、長寿命化を
目指した次世代ガラス溶融炉に関する技
術開発を実施した。

ガラス固化技術は長期にわたって改良・改善を
図っていく必要があり、民間事業者のニーズの
的確な把握とタイムリーな成果の技術移転が今
後とも必要。

LFCM法（ガラス固化）は国産技
術として開発を進めてきたもの
であり、現在、六ケ所再処理工
場においてアクティブ試験の最
終段階に到達している技術であ
る。国際的にもLFCM法の技
術、ノウハウは最先端であり、こ
の技術の産業化に向けた国及
び研究開発機関の継続的な貢
献は必要不可欠。

50403

◇２０１５年頃までに、民間再処理工場の安
全・安定操業に資するため、高燃焼度使用済
燃料等の再処理試験により培った技術的知
見を蓄積する。【文部科学省、経済産業省】

使用済燃料
再処理技術
（軽水炉再
処理関係）

文部科学 原子力課 S52 - 11088.9 8668.53 5570.48

プルトニウム含有量の高いふげん
MOX燃料の再処理試験を実施。ま
た、高燃焼度使用済燃料の再処理
に係る臨界、遮へい等の安全性に
関する評価を実施しており、2010年
までにこれらの評価を完了する見
込み。

5388 5100

プルトニウム含有量の高いふげんMOX燃
料の再処理試験において、これまでに採取
したデータの取りまとめを実施。

民間再処理工場の安全・安定運転に資するた
めの効果的な再処理試験とするために、六ヶ所
再処理工場の技術的ニーズを踏まえた試験計
画としていくこと。

再処理技術は、核兵器開発と
関連する機微技術であるため、
公表されている技術情報が少
ない。現在も、再処理技術開発
を進めている国はフランス、イ
ギリス、ロシア等のごく限られた
国だけであり、将来において海
外から容易に技術導入できる
可能性は非常に低く、独自に技
術開発を行うことが必要。

50404

◇２０３０年頃までに、民間ガラス固化施設の
安全・安定操業に資するため、ガラス固化技
術についての技術的知見及び運転保守技術
を開発する。【文部科学省、経済産業省】

使用済燃料
再処理技術
（軽水炉再
処理関係）

文部科学 原子力課 S52 - 11088.9 8668.53 5570.48

改良型ガラス溶融炉の運転を通じ
て安定運転性や今後の高度化に資
するためのデータ採取を行うととも
に、長寿命化を目指した次世代ガラ
ス溶融炉に関する技術開発を実施
した。

5388 5100

改良型ガラス溶融炉の炉内観察を通じて
安定運転性や今後の高度化に資するため
のデータ採取を行うとともに、長寿命化を
目指した次世代ガラス溶融炉に関する技
術開発を実施した。

ガラス固化技術は長期にわたって改良・改善を
図っていく必要があり、民間事業者のニーズの
的確な把握とタイムリーな成果の技術移転が今
後とも必要。

LFCM法（ガラス固化）は国産技
術として開発を進めてきたもの
であり、現在、六ケ所再処理工
場においてアクティブ試験の最
終段階に到達している技術であ
る。国際的にもLFCM法の技
術、ノウハウは最先端であり、こ
の技術の産業化に向けた国及
び研究開発機関の継続的な貢
献は必要不可欠。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名 担当課室名
Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック（中
間フォロー
アップ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の
見直し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置
づけ・意義」

備考

事業期間

始期 終期

50501

○２０１０年までに、幌延、瑞浪の２つの深地
層研究施設において中間深度までの調査研
究を行い、地層処分技術・安全評価に関する
研究成果とあわせて、処分事業や安全規制を
支える知識基盤として体系化する。【文部科
学省、経済産業省】

高レベル放
射性廃棄物
処分研究開
発

高レベル
放射性廃
棄物等の
処分実現
に不可欠
な地層処
分技術

文部科学 原子力課 S52 － 9000.11 8937.38 8718.18

幌延：深度250m，瑞浪：深度300m
まで研究坑道を掘削し，坑道掘削
時のデータの取得等を行った。実施
主体が行うべき概要調査等に資す
る技術基盤として、2007年度に深地
層研究施設計画の「地上からの調
査研究段階」の成果報告書を公
開，報告会を開催した。
人工バリアの長期挙動や核種の溶
解・移行等に関するモデルの高度
化とデータの拡充を進め、データ
ベースや解析ツールのHP上での公
開・更新を行った。
また、天然現象の10万年程度の将
来にわたる長期的な変化を予測す
るためのモデルの開発や地下深部
のマグマ・高温流体等の存在を検
出する技術開発を進めた。
これらの成果や国内外の最新の知
見を体系化し、知識基盤として適切
に管理・継承していくための知識管
理システムの設計を終了し、試作を
開始した。

8734 7909

・幌延：深度250m、瑞浪：深度460mまで坑
道を掘削しながらの調査研究を進めつつ、
地上からの調査技術やモデル化手法の妥
当性を評価し、実施主体が行う地上からの
精密調査や国による安全規制を支える技
術基盤の整備を図った。また、地下施設で
の調査研究を行うための水平坑道につい
ては、国民との相互理解促進の場としても
活用した。
・人工バリア等の長期挙動や核種の溶解・
移行等に関するモデルの高度化、基礎
データの拡充を進め、処分場の設計・安全
評価に必要となるデータベース・ツールとし
て整備・公開した。また、深地層の研究施
設等で得られた実際の地質環境データを
活用して、現実的な処分概念を踏まえた総
合的な性能評価手法の検討を進めた。幌
延では、世界で初めて低アルカリ性セメン
トを用いたコンクリートによる地下施設の本
格的な吹き付け施工に成功した。
・隆起・侵食/気候・海水準変動や断層活
動の履歴を解明するための調査技術及び
地下深部のマグマ等を検出するための手
法を整備するとともに、調査結果に基づい
て地質環境の将来変化を予測するための
モデルの開発を進めた。
・これらの成果や国内外の最新の知見を
体系化し、知識基盤として適切に管理・継
承していくための知識マネジメントシステム
を開発し、ウェブ上に展開する成果取りま
とめ報告書とあわせて、2009年度末に公
開した。

幌延，瑞浪の深地層の研究施設計画について
効率的な資源投入を図り、深地層環境の深度
（幌延：深度350m程度、瑞浪：深度500m程度）
までの調査研究を実施すること。主要なユー
ザーと想定される実施主体や安全規制のニー
ズを的確に把握しながら知識マネジメントシステ
ムを拡充していくこと。

原子力利用を進める世界の各
国が、日本と同様に、自国内で
の地層処分の実現に向けて、
地下研究施設を活用した研究
開発と処分地の選定作業に取
り組んでいる。フィンランドやス
ウェーデンでは処分予定地が
決定しているものの、各国とも
技術レベルとしては日本と同程
度である。

50503

◇２００８年～２０１２年（平成２０年代前半）を
目処とする精密調査地区選定から２０３３年～
２０３７年（平成４０年代後半）頃までにを目処
とする高レベル放射性廃棄物の最終処分開
始に至る処分事業や安全規制に必要な基盤
となる技術を整備する。【文部科学省、経済産
業省】

高レベル放
射性廃棄物
処分研究開
発

高レベル
放射性廃
棄物等の
処分実現
に不可欠
な地層処
分技術

文部科学 原子力課 50501に同じ 50501に同じ 50501に同じ 50501に同じ 50501に同じ 50501に同じ

50601
○２０１０年までに、合理的な廃止措置を行う
ための廃止措置統合エンジニアリングシステ
ムを開発する。【文部科学省】

原子力施設
の廃止措置
技術・放射
性廃棄物処
理処分技術

文部科学 原子力課 H17 H22 12584.3 11326.6 11478.7

廃止措置を進めている製錬転換施
設等を対象に、システムを用いて廃
止措置プロジェクト管理データの評
価を進めるとともに、運用試験に基
づきデータベースの改良を行った。
また、施設の物量データや廃止措
置プロジェクト管理に係る実績デー
タ等の収集整理を進めた。

10845 10590

システムの運用試験として、「ふげん」及び
製錬転換施設における作業人工数等の管
理データの事前評価を行った。実績データ
を分析し、評価モデルの改良･検証を行
い、改良モデルの妥当性を確認した。

廃止措置エンジニアリングシステム運用試験の
一環として、製錬転換等を対象にプロジェクト管
理データの評価及びシステムの性能評価を行
い、システム運用の見通しを得る。また、廃止措
置に関する施設情報データ及び廃止措置実績
データの収集整理を継続する。

英、仏等の原子力機関との研
究開発協力協定により、適宜、
研究成果の情報交換を行い相
互補完することにより廃止措置
計画について今後の合理的な
対応を図る。

50602

○２０１０年までに、廃棄体の放射能測定評価
技術、廃棄体化処理技術、除染技術を開発
し、放射性廃棄物処分場の設計・安全評価に
関するデータの取得等を確立する。【文部科
学省】

原子力施設
の廃止措置
技術・放射
性廃棄物処
理処分技術

文部科学 原子力課 H17 H22 12584.3 11326.6 11478.7

放射能測定技術評価技術について
は、実試料を用いて、簡易・迅速分
離法、回転電場偏向型共鳴電離質
量分析装置、多重γ線測定装置等
を用いる簡易・迅速分析法の妥当
性・有効性を検証し、分析指針を作
成した。廃棄体化処理技術につい
ては、低レベル放射性廃液中の硝
酸イオン分解除去技術としてフロー
方式の脱硝試験を実施し、その有
用性を確認するとともに脱硝性能に
及ぼす実験因子の影響などのプロ
セスデータを取得した。また、触媒
の耐久性の向上を目指した新規触
媒を作製し、硝酸イオンの分解効率
の時間変化や副生成物の発生率な
どの脱硝性能データを取得した。除
染技術としては、二酸化プルトニウ
ムを模擬した二酸化セリウムの溶
解試験データを取得した。

10845 10590

廃棄体の放射能測定評価に係る簡易・迅
速化技術の開発について、焼却灰及びセ
メント固化体試料の分析試験を実施し、分
析指針に反映した。I-129分析法に関して、
従来のAMS法に替わるICP質量分析装置
を用いた簡易分析法の実用化の目途を得
た。低レベル放射性廃液中の硝酸イオン
分解除去技術として、実機適用を考慮した
フロー方式の硝酸分解試験及び高性能触
媒の開発を実施し、データを取得した。反
応槽の改造により、フロー方式における硝
酸分解効率が向上した。また、触媒寿命を
３倍以上に延ばした触媒の開発に成功し
た。除染技術としては、臨界二酸化炭素中
に逆ミセルを生成し、これを利用して二酸
化セリウムを直接超臨界二酸化炭素中に
溶解する方法を確立するとともに、温度等
の因子と溶解速度との相関データを取得し
た。

放射性廃棄物処分場の設計・安全評価に関す
るデータ取得等を確立するために以下の技術に
ついて開発を継続実施する。放射能測定評価
技術については、焼却灰等の未検討試料につ
いて、分解・前処理法及び化学分離条件を検討
し、簡易・迅速分析法の適用を図る。廃棄体化
処理技術の開発については、硝酸塩廃液の脱
硝処理のための硝酸分解試験を継続するととも
に、高性能触媒を開発する。また、焼却灰等を
対象とし、セメント材料や水セメント比等の固化
条件をパラメータとした固化試験を実施する。除
染技術については、放射性廃棄物からプルトニ
ウムを取り除く超臨界二酸化炭素除染技術の
開発を継続する。

英、仏等の原子力機関との研
究開発協力協定により、適宜、
研究成果の情報交換を行い相
互補完することにより今後の合
理的な対応を図る。

50501に同じ 50501に同じ



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名 担当課室名
Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック（中
間フォロー
アップ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の
見直し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置
づけ・意義」

備考

事業期間

始期 終期

50701

○２０１０年度まで、２０１６年度中のＩＴＥＲ完
成・運転開始を目指して国際的に合意された
スケジュールに基づき、我が国が分担する装
置・機器を着実に開発及び製造製作する。
【文部科学省】

ＩＴＥＲ計画等
の推進

国際協力
で拓く核融
合エネル
ギ：ＩＴＥＲ
計画

文部科学
研究開発戦略官
付

18 － 1294 2810 4,672

2007（平成19）年10月にＩＴＥＲ協定
が発効し、ITER機構が発足した。
平成19年11月にトロイダル磁場コイ
ルの調達取決めをITER機構と国内
機関である日本原子力研究開発機
構が他国に先駆けて締結して以
来、国際的に合意されたスケジュー
ルに基づき、我が国が調達を担当
する機器の製作を進めている。

7,624 3,842

核融合エネルギーの科学的・技術的実現
可能性を実証するＩＴＥＲの建設・運転のた
めの取組を推進。平成21年度は超伝導コ
イルの超伝導素線、撚線、ジャケティング
装置の製作を推進。特にジャケティング装
置の製作では、治具とともにジャケティング
建屋が平成22年1月に竣工。ダイバータの
調達取決めを締結（平成21年6月）するとと
もに、実規模モックアップの製作に着手。
ITER機構への人的貢献として新たに日本
より5名（4名の専門職員採用と1名の採用
内定者）をＩＴＥＲ機構に派遣。また、ITER機
構の行う設計作業を支援するためITER機
構に2名のリエゾンを派遣。

ITER機器の製作を着実に推進するため、ITER
機構と国内機関（日本原子力研究開発機構）、
産業界や学術界との連携を深める。
また、ITER機構に積極的に人材を派遣する。

ＩＴＥＲ計画は世界で唯一の核融
合実験炉であり、日、欧、米、
露、中、韓、印の７極が協力し
推進するプロジェクト。我が国
は世界に先駆けてＩＴＥＲ機器の
製作に着手。我が国の超伝導
磁石、高熱負荷機器、プラズマ
加熱装置等の最先端機器製作
に関する技術力は、他極から高
い評価を受けており、ITER機構
からの依頼による機器調達を
行うなど、ITER計画を中心的に
進めている。

50702

○２０１０年度まで、ＩＴＥＲと並行して２００６年
度から補完的に実施するプロジェクト（幅広い
アプローチ）について、日欧間の合意に基づ
き施設整備を進め、順次研究開発を実施する
ことにより、ＩＴＥＲの効率的・効果的開発に寄
与するとともに、原型炉設計を進展させる。
【文部科学省】

ＩＴＥＲ計画等
の推進

国際協力
で拓く核融
合エネル
ギ：ＩＴＥＲ
計画

文部科学
研究開発戦略官
付

18 － 107 2572 5,625

2007（平成19）年6月に幅広いアプ
ローチ（BA)協定が発効した。
六ヶ所サイトにおいてサイト整備を
着実に進めており、2009（平成21）
年3月に管理研究棟が、2010（平成
22）年3月には全ての建屋が完成予
定。
欧州との合意に基づくスケジュール
に従い、我が国が担当する機器の
製作や研究開発を進めてきている。
実施にあたっては、大学等の共同
研究にも力を入れている。

5,964 6,064

ＩＴＥＲ計画を支援・補完するためにＢＡ活動
を推進。平成21年度は青森県六ヶ所村の
サイト整備が平成22年3月に完了。国際核
融合エネルギー研究センター事業につい
ては、原型炉共同設計に向けた共通基盤
の確立および高性能計算機選定のための
検討を推進。国際熱核融合材料照射施設
工学実証・工学設計活動事業については、
欧州との協議のもと、加速器系やターゲッ
ト系等の機器設計・製作等を進めた。茨城
県那珂市で進めるサテライト・トカマク計画
事業については、我が国が調達を分担す
る超伝導コイル、真空容器、ダイバータ等
主要機器の製作を欧州と合意したスケ
ジュールに沿って着実に進めた。

幅広いアプローチ活動の着実な推進のため、欧
州実施機関（F4E）と日本側実施機関（日本原子
力研究開発機構）、産業界や学術界との連携を
深める。

六ヶ所サイトは、核融合原型炉
に向けた世界最先端の核融合
研究開発を実施するとともに、
国際熱核融合材料照射施設の
建設に向けた研究開発を実施
する。サテライトトカマクは、ＩＴＥ
Ｒの予備的実験や原型炉に向
けた研究に必要な規模のプラ
ズマを生成できる世界最先端
の装置。

50703

◇２０３６年度頃までのＩＴＥＲの建設・運転等
を通じ、燃焼プラズマを実証するとともに、原
型炉建設に必要な炉心プラズマ技術（燃焼プ
ラズマの制御、高出力密度定常運転等）、核
融合工学技術（ブランケット開発、構造材料開
発等）の基盤を構築する。【文部科学省】

ＩＴＥＲ計画等
の推進

国際協力
で拓く核融
合エネル
ギ：ＩＴＥＲ
計画

文部科学
研究開発戦略官
付

18 －
1,401
【再掲】

5,382
【再掲】

10,297
【再掲】

ITERの準備段階として、臨界試験
装置JT-60による実験において、
ITERの高出力密度化をもたらす高
圧力プラズマを世界最長の28秒間
安定維持するなどの成果を挙げ、
ITERや原型炉につながる技術基盤
を蓄積してきた。
また、ITERの建設開始後は、核融
合炉の要となる超伝導コイル等の
製作を順調に進めている。

13,588【再掲】 9,906【再掲】

ITER計画においては、我が国が調達責任
を有する超伝導コイル等の製作を着実に
進めた。幅広いアプローチ活動において
は、原型炉ブランケットに向けた材料工学
研究やサテライトトカマクの機器製作等を
進めた。

今後のITERの建設・運転等を通じて原型炉建設
に必要な技術を蓄積するために、ITER機構と国
内機関（日本原子力研究開発機構）、産業界や
学術界との連携を一層深めるとともに、ITER計
画における準ホスト国として主導的に取り組む。

ITER計画と幅広いアプローチ活
動を有機的に結合することで、
我が国が原型炉に向けた研究
開発を主導し核融合研究で世
界を先導することで、原型炉の
早期実現を目指す。

50801

○２００７年までに、核燃料サイクル施設へ適
用する統合保障措置適用の効率化・合理化
のための技術、保障措置強化・効率化のため
の計量管理技術や極微量核物質同位体比測
定法を確立する。【文部科学省】

核不拡散技
術研究開発

　 文部科学 保障措置室 H8 － 434.647 413.289 409.563

核燃料サイクル施設へ適用する統
合保障措置適用の効率化・合理化
のための技術、保障措置強化・効
率化のための計量管理技術や極微
量核物質同位体比測定法を確立し
た。

162 300

もんじゅ（JNC-4）の統合保障措置移行の
ため、放射線検知装置の機能向上及び保
障措置システムの統合・リモートモニタ
リング化の技術開発を実施。高度環境分
析研究棟（CLEAR）を利用して、プルトニウ

ムを対象とする10-15g領域の同位体比測定
技術を確立した。また、プルトニウム含有
微小ウラン粒子の検出法及び同位体比測
定法を開発した。

2009年以降も、統合保障措置適用の効率化・合
理化のための技術、保障措置強化・効率化のた
めの計量管理技術の更なる向上と、極微量核
物質同位体測定法についてはUに引き続き
Pu/MOXの同位体比測定法の開発を進める。

統合保障措置の適用範囲拡大
は、国際機関の負担軽減とな
り、必要な資源を疑惑国調査に
振向ける事を可能とする。
CLEARはIAEAのネットワークラ
ボとして、国際的にも重要な役
割を果たしている。

50802

◇２０１５年頃までに、再処理の経済性の飛躍
的向上を目指す技術や、長寿命核種の短寿
命化等による放射性廃棄物処理処分の負担
を大幅に軽減させるための核不拡散抵抗性
を有する分離変換技術について、研究開発の
技術的可能性を検証する。【文部科学省】

原子力基礎
工学研究

　 文部科学 原子力課 S63 － 145 130 130

　分離技術では、MA/ランタノイド分
離用抽出剤、Sr- Cs分離用吸着剤
等の開発を進め、データを取得し
た。核変換に関する基盤技術では、
MA熱中性子捕獲断面積の測定等
を進めた。FBRを用いた核変換技術
では、「常陽」で照射したMA試料の
照射後試験解析を実施した。加速
器駆動システムを用いた核変換技
術では、設計検討と、鉛ビスマス冷
却材、核破砕ターゲット、MA窒化物
燃料及びその乾式処理技術等に関
する実験研究を進めた。分離変換
技術の導入効果については、発熱
性FPの分離とMA核種の核変換に
より処分場面積を1/4～1/100程度
まで削減できる可能性を示した。こ
れらの成果により、成立性の高い分
離変換技術の概念構築を図るため
の基盤を整備できた。

128 123

分離技術については、カラム試験によりマ
イナーアクチノイド（MA）、ランタノイド等の
プロセス特性を評価するとともに、発熱性
の核分裂生成物であるSr及びCsのカラム
吸着試験を実廃液及び模擬廃液を用いて
実施した。核変換技術については、加速器
駆動核変換システム（ADS）の構造材料に
関する腐食試験や不活性母材であるZrN
等を含有したMA窒化物燃料の熱物性デー
タの取得等を行った。なお、H20年度に原
子力委員会に分離変換技術検討会が設け
られ、研究開発の進捗と今後の進め方に
ついて検討がなされた。その結果に基づ
き、この技術を含む原子力発電システム体
系全体の特性を評価するための研究、基
礎データの充足、必要な施設に関する戦
略的な方針の検討等を進める。

分離技術では、分離用抽出剤および吸着剤等
の特性データの整備が必要である。核変換に関
する基盤技術であるMA熱中性子捕獲断面積
データおよび積分的実験データの取得が必要で
あるため、これらのデータベース整備を進める。

欧州におけるADSの研究開発
プロジェクトであるEUROTRANS
との情報交換、ベルギー原子力
研究センターでの材料の中性
子照射試験の準備、フランス
CEAでの核変換専用燃料の照
射試験、スイス・ポールシェラー
研究所との材料の陽子照射試
験に関する協力等、引き続き、
国際協力による効率的な研究
開発の推進に努めた。また、
OECD/NEAやIAEAにおける諸
活動を牽引し、本分野の国際的
な活性化に貢献した。このよう
に、我が国の当該分野の活動
は国際的にも重要な位置づけ
を有している。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名 担当課室名
Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック（中
間フォロー
アップ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の
見直し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置
づけ・意義」

備考

事業期間

始期 終期

50803

◇原子力基礎・基盤研究については、我が国
が原子力エネルギーの利用を開始した当初
から、原子力の研究、開発及び利用の維持・
向上を図る技術を開発してきており、今後とも
研究開発目標を高めつつ（材料の耐久性向
上、核データの整備範囲の拡大等）、技術開
発を行う。【文部科学省】

原子力基礎
工学研究

　 文部科学 原子力課 S31 － 1168 1016 1,016

MA及びLLFP核種について熱中性
子エネルギー領域の中性子捕獲断
面積データを取得するとともに、新
たなエネルギー領域での測手に備
え、J-PARCを用いた核データ測定
用ビームラインの整備を完了した。
材料研究では再処理用耐硝酸性超
高純度（EHP）合金の開発を行い、
EHP化することで優れた溶接性が
実現できることを実証した。また、照
射材の塑性変形挙動を真応力真歪
みで解析し、その変形特性を明らか
にした。アクチノイド研究のための
国内ネットワーク整備を実施し、MA
入り燃料（酸化物、窒化物、金属）
や乾式再処理を想定した溶融塩の
物性値データを取得した。

1007 1144

MA 及びLLFP の核データ整備について
は、高速中性子捕獲断面積測定手法の適
用範囲を拡大し、Tc-99の断面積データ等
を取得、発表するとともに、Np-237の結果
を論文にて公表した。J-PARC 物質生命科
学実験施設の第4 ビームライン(BL4)にお
いて、中性子核反応測定装置を完成させ、
測定エネルギー範囲を拡張した。また、新
たに合金設計したW‐Si系EHP合金のイオ
ン照射試験を実施し、高温での優れた耐ス
エリング性を明らかにした。我が国のアク
チノイド研究の推進のために「日本アクチノ
イドネットワーク」の活動の一環として、実
験試料の入手が困難な超ウラン元素の
キュリウムについて、原子力機構で精製し
たCm-244を京都大学に輸送して実験に供
給した。

MA及びLLFP核種については、完成したJ-
PARCに完成させた中性子核反応測定装置を用
いてデータ取得を行い、データベースを整備す
る。材料研究では、開発した超高純度合金の原
子力分野での多様な活用を図るとともに、照射
効果の研究およびシミュレーション技術を用いた
研究開発を進める。アクチノイド研究のための
国内ネットワーク整備を進めるとともに、MA入り
燃料や乾式再処理を想定した溶融塩の物性値
データを取得する。原子力用材料開発を進める
ため、再処理用耐硝酸性超高純度合金の開発
技術、照射効果の研究およびシミュレーション技
術を用いた研究開発を進める。アクチノイド研究
のための国内ネットワーク整備により、MA入り
燃料や乾式再処理を想定した溶融塩の物性値
データ取得を進める。

我が国は、国際的にも有数の
核データファイルであるJENDL
の開発を始め、国際放射線防
護委員会（ICRP）勧告の基盤と
なるデータの提供、医療被曝に
関して国際的に用いられている
MIRD出版物の編纂等の国際的
にも高い水準を保っている。ア
クチノイド研究に関する国内
ネットワークでは、これは国際
的にも欧州の同様のネットワー
クと並んで重要な機能を発揮す
ることが期待されている。

50804

◇核工学、炉工学、材料工学、原子力シミュ
レーション工学等の共通基盤研究を進め知見
を蓄積することにより、原子力材料の照射誘
起応力割れ（ＩＡＳＣＣ）機構の解明、核データ
ライブラリーＪＥＮＤＬ－４の完成、原子炉圧力
容器等の構造信頼性評価手法の確立等を行
う。【文部科学省】

原子力基礎
工学研究

　 文部科学 原子力課 S31 － 1168 1016 1,016

JENDL-4の完成に向けて高エネル
ギーファイル及びアクチノイド核種
核データファイルの整備などを着実
に進めるとともに、核熱設計コード
の計算精度評価に必要な実験デー
タを取得した。燃料プロセス研究に
関しては「再処理プロセス・化学ハ
ンドブック第２版」、再処理プロセス
シミュレーションコードPARCを完
成、公開するとともに、高性能抽出
剤の開発を行った。原子力材料の
研究では高温水中の過酸化水素の
影響を中心にIASCCメカニズムの理
解と挙動予測の研究を進め、また、
粒界挙動のシミュレーションの研究
を進めた。

1007 1144

汎用評価済核データライブラリJENDL-4 を
完成した。完成したJENDL-4は、水素から
フェルミウムまでの約400核種について核
反応データを収納する。現在、世界最大の
収納核種数である。また、核熱設計コード
に関しては、取得した実験データをもとに
検証用データベースの整備を計画通りに
完了した。
湿式再処理プロセス研究では、開発した
PARCコードを用いてシミュレーション解析
を行い、U/Pu分配工程におけるPuの抽出
挙動等を評価した。IASCC機構解明に関し
ては、粒界特性に及ぼす不純物の影響や
Cu析出物と転位との相互作用に関するミ
クロスケールの検討、3次元結晶塑性メソ・
マクロシミュレーションを実施した。

完成したJENDL-4の維持、JENDL-4の完成、核
熱設計コードの整備、再処理プロセスおよび粒
界挙動シミュレーションコード開発等のため基
礎・基盤技術の高度化が必要であるため、原子
核物理応用、シミュレーション技術の高度化等、
要素技術の研究開発を着実に進める。

原子力の基礎的・基盤的な研
究開発活動は、多くの国で原子
力利用を分野横断的に支え、そ
の技術基盤を高い水準に維持
したり、新しい知識や技術概念
を獲得・創出する目的で行われ
ている。我が国は、国際的にも
有数の核データファイルである
JENDLの開発を始め、国際放
射線防護委員会（ICRP）勧告の
基盤となるデータの提供、医療
被曝に関して国際的に用いられ
ているMIRD出版物の編纂等の
国際的にも高い水準を保ってい
る。アクチノイド研究に関する国
内ネットワークでは、これは国
際的にも欧州の同様のネット
ワークと並んで重要な機能を発
揮することが期待されている。

50901

○２０１０年までに高温工学試験研究炉
（HTTR)を用いて高温ガス炉の固有安全性の
実証、実用化に必要なデータの蓄積を行う。
また、高温ガス炉の利用形態の一候補とし
て、熱化学ＩＳプロセスによる３０㎥/h規模の
水素製造技術を確証する。【文部科学省】

高温ガス炉
などの革新
的原子力シ
ステム

　 文部科学 原子力課 H17 － 1549.99 1534.49 1,080

HTTRに関する研究では、850℃、30
日連続運転の達成、冷却材流低下
および制御棒以上引き抜き等に対
する安全性の実証試験を成功させ
た。熱化学IS法による水素製造で
は、30m3/h規模の技術確証として、
過酷な腐食環境で使用できる円筒
型SiCセラミクス製の熱交換型反応
器の試作、腐食性かつ複雑なプロ
セス溶液組成を計測するための放
射線密度計を用いた非接触計測技
術の開発に成功した。また、発展途
上国用の超小型の熱・電気併給高
温ガス炉の概念検討を実施した。

675 650

HTTRに関する研究では、50日間の高温連
続運転の達成により、高温ガス炉の実用
化に必要なデータを取得し、制限値内で設
計ができていたことを確認すると共に、解
析コードを検証した。熱化学IS法による水
素製造では、高温硫酸環境で使用するた
めに新たに開発したポンプの硫酸輸送性
能を確証した。

HTTRを用いたより過酷な条件下での安全性の
実証、また、熱利用系接続に向けての特性試験
を実施し、実用化に必要なデータを蓄積する。
水素製造技術開発については、金属、セラミック
ス等の実用材料を用いた機器の信頼性確証が
課題であり、課題解決に向けて着実に研究開発
を進める。

現在、日本の高温ガス炉技術
は世界最先端にあり、世界を
リードしている。米国のNGNP計
画（高温ガス炉建設計画）等に
おいて、これらの世界をリードし
ている日本の高温ガス炉技術
及び規格基準の国際標準化を
図ることにより、日本の企業の
活動範囲を拡大する。発展途
上国において、これら革新的科
学技術を用い地球環境問題の
解決に貢献する。

50902

○２０１０年までに、資源有効利用性やエネル
ギー効率に優れた革新的軽水炉、超臨界圧
軽水冷却炉等革新的な原子力システムに関
する、燃料集合体の開発、炉心解析等の枢要
要素技術を蓄積する。【文部科学省、経済産
業省】

革新的水冷
却炉技術開
発

　 文部科学 原子力課 H9 － 53.152 15.572 15.572

プルトニウム有効利用高転換型炉
心のTRUリサイクル性等について検
討し、NpやAmを2wt%程度リサイク
ル可能な炉心概念を構築した。

15 14

プルトニウム有効利用高転換型炉心の代
表炉心の設計改良を進めて性能向上を図
るとともに、TRUリサイクル炉心の詳細な
解析によりその炉心特性の特徴を明らか
にした。また、それらの成果をまとめ、公開
の報告書として発行した。

設計手法等の高度化による設計・解析精度の
向上と、それに必要な実験データ情報等の蓄積

プルトニウム有効利用高転換
型炉心は、最近フランス等でも
研究開発を進めており、軽水炉
でのPuの高度化利用として注
目されている。

50903
◇２０１５年頃を目途に、高温ガス炉及び熱化
学ＩＳプロセスによる水素製造技術の実用化
像を提示する。【文部科学省】

高温ガス炉
などの革新
的原子力シ
ステム

　 文部科学 原子力課
50901に
同じ

50901
に同じ

50901に
同じ

50901に
同じ

50901に
同じ

50901に同じ 50901に同じ 50901に同じ 50901に同じ

平成25年度に、HTTRを用いた原子力水素製造
試験計画への移行の可否について判断を受け
る。
実用化像の提示のためには、HTTRを用いたよ
り過酷な条件下での安全性の実証、また、熱利
用系接続に向けての特性試験による実用化に
必要なデータの蓄積、熱化学ISプロセス水素製
造技術開発については、金属、セラミックス等の
実用材料を用いた機器の信頼性確証並びに水
素製造効率の向上が課題である。この課題解
決に向けて着実に研究開発を進めるとともに、
国内外の研究機関、産業界との連携を密にする
ことにより、研究開発の効率化を図る。

現在、日本の高温ガス炉技術
及び熱化学ISプロセス水素製
造技術は世界最先端にあり、世
界をリードしている。米国の
NGNP計画（高温ガス炉建設計
画）等において、これらの世界
をリードしている日本の高温ガ
ス炉技術及び規格基準の国際
標準化を図ることにより、日本
の企業の活動範囲を拡大す
る。また、発展途上国において
は、高温ガス炉及び水素製造
の革新的技術を用い地球環境
問題の解決に貢献する
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50904

◇２０１５年頃を目途に、革新的な原子力シス
テムの技術的実現性などの観点から重要と
判断される技術成果を蓄積する。【文部科学
省、経済産業省】

原子力シス
テム研究開
発事業

　 文部科学 原子力課 H17 － 6267 5205 5,926

耐熱性・耐食性に優れ、かつ原子
炉照射にも強い被覆管材料（スー
パーＯＤＳ鋼）の開発や、再処理工
場の機器や原子炉の炉心構造物の
更新寿命を飛躍的に延長できる超
高純度ステンレス合金（EHP）の製
造技術の確立など、着実に研究開
発が進展

5769 4144

革新的原子力システムや革新的な技術及
びそれらの開発を支える共通基盤技術を
創出した研究開発のうち、実用化に向けた
有望な成果が見込まれる研究開発を対象
とする革新技術創出発展型研究開発につ
いて新規に募集を開始。また、もんじゅの
これまでの運転、性能試験の各データや運
転再開後の性能試験及びその後の本格運
転から得られるデータを活用した研究開発
について、新規に募集を行った。

革新的原子力システムの実現に資するため、大
学、研究機関、民間企業の様々なアイデアの中
から実効性のある優れた提案を見出すため、引
き続き、競争的資金制度を活用し研究開発を実
施する。
限られた予算を有効活用し、必要な研究開発を
実施するため、運用結果、社会的要請等を踏ま
えて、公募分野や対象を適切に見直しながら効
果的・効率的に事業を展開する

原子力技術は、外国起源のも
のは、その利用に制限が加えら
れるものがあり、自国の技術を
保有する必要性が高い分野で
ある。このため、本事業により
多様な原子力システムの研究
開発を行い技術的基盤を確保
することは、国際情勢や技術動
向の変化に的確に対応して国
際競争力を確保する上で重要
なものである

51001

◇高経年化対策をはじめとして、原子力安全
委員会が定める「原子力の重点安全研究計
画」等に沿って安全研究を実施し、効果的な
安全規制の実施及び安全基準や指針の整備
等に貢献する。【文部科学省、経済産業省】

安全研究 　 文部科学 原子力課 17 － 1892.84 1747 1712.01

原子炉施設分野では高燃焼度燃料
事故時挙動ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを圧力容器
構造信頼性評価のための確率論的
破壊力学解析コード整備を、核燃料
サイクル施設分野では核燃料施設
の事故影響評価のための基礎的
データ取得を、放射性廃棄物管理
分野では地層処分の安全評価のた
めの広域地下水流動評価モデル整
備を行うなど、着実に研究を進め
た。

1710 1494

原子炉施設分野では高燃焼度燃料事故時
挙動ﾃﾞｰﾀを拡充するとともに、多国間協力
によるOECD・ROSA第2期計画を主導し
PWRの事故時熱水力挙動解析コードの検
証用試験データを取得した。また圧力容器
及び配管の構造信頼性評価のための確率
論的破壊力学解析コードを開発した。核燃
料サイクル施設分野では核燃料施設の事
故影響評価手法の整備、放射性廃棄物管
理分野では地層処分の安全評価のための
広域地下水流動評価モデル整備を行うな
ど、着実に研究を進めた。

原子力安全委員会の定める「原子力の重点安
全研究計画(第2期）」等に沿って、関係機関間で
連携を図りつつ、安全研究を着実に実施し、指
針や基準の整備に貢献するなど、安全規制に
対する技術的支援を行なうとともに、国が行なう
事故・故障の原因究明等を支援する

事故時燃料挙動及び熱水力挙
動に関する試験データはOECD
における国際協力を通じて各国
に提供されており、原子炉安全
分野における国際協力に重要
な役割を果たしている。
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50101

○２００７年度までに、高い経済性・安全性等
を備え、世界市場にも通用する次世代炉技術
を選定し、開発のための中長期的研究開発
戦略を策定する。【経済産業省】

次世代軽水
炉開発戦略
調査事業

安全性・経
済性に優
れ世界に
普及する
次世代軽
水炉の実
用化技術

経済産業省
原子力政
策課

18 19 50 48 -

電気事業者・メーカー・学識経験者
等の参画を得て、官民一体となった
次世代軽水炉開発戦略調査を実施
し、世界標準を獲得し得る次世代軽
水炉の技術開発項目等を検討し
た。本調査結果を踏まえ、平成20年
度より官民一体となって本格開発に
着手した。

- - - - １９年度終了

50102

○２０１０年度までに、全炉心ＭＯＸ燃料原子
炉施設の設計、解析、設備の開発等を行い、
実機ベースでの特性確認試験を開始する。
【経済産業省】

全炉心混合
酸化物燃料
原子炉施設
技術開発費
補助金（資エ
庁）

経済産業省
原子力政
策課

8 23 3610 3400 3000

原子炉設備の設計・製作等に係る
開発及びフルMOX化に伴う技術開
発試験を実施した。具体的には、実
機プラントでの特性確認試験の実
施に向けた関連機器の設計、材料
手配及び制作を実施した。

3,000 2,376
特性確認試験の実施に向けた関連機器の設計、材料手配、
製作等を実施した。

実規摸での全炉心混合酸化物燃料原子炉施設の技術を確立す
るために必要な所要の開発及び試験を実施する。

既存の軽水炉に比べ約３倍のプルトニウムを
利用することができる世界初の軽水炉であ
り、プルサーマルによるプルトニウム利用の
柔軟性確保に寄与する。

50103

◇２０１１年度までに既存の軽水炉に比べ約３
倍のプルトニウムを装荷することができる、全
炉心ＭＯＸ燃料軽水炉技術を確立する。【経
済産業省】

全炉心混合
酸化物燃料
原子炉施設
技術開発費
補助金（資エ
庁）

経済産業省
原子力政
策課

8 23 3610 3400 3000

原子炉設備の設計・製作等に係る
開発及びフルMOX化に伴う技術開
発試験を実施した。具体的には、実
機プラントでの特性確認試験の実
施に向けた関連機器の設計、材料
手配及び制作を実施した。

3,000 2,376
特性確認試験の実施に向けた関連機器の設計、材料手配、
製作等を実施した。

実規摸での全炉心混合酸化物燃料原子炉施設の技術を確立す
るために必要な所要の開発及び試験を実施する。

既存の軽水炉に比べ約３倍のプルトニウムを
利用することができる世界初の軽水炉であ
り、プルサーマルによるプルトニウム利用の
柔軟性確保に寄与する。

50104

◇２０３０年前後から始まる国内既設原子力
発電所の大規模な代替需要を見据え、高い
安全性・経済性等を備えた次世代型軽水炉
技術を確立する。【経済産業省】

次世代軽水
炉等技術開
発費補助金

安全性・経
済性に優
れ世界に
普及する
次世代軽
水炉の実
用化技術

経済産業省
原子力政
策課

20 22 - - 1249.78

次世代軽水炉の実現に必要となる
要素技術開発等及びプラント概念
の成立性について見通しを得るた
めの概念設計検討を実施している。

1940 1,940
次世代軽水炉に必要な要素技術開発及びプラント概念の成
立性について見通しを得るための概念設計検討を行った。

平成２２年度上期までにそれまでの開発成果及び進捗状況等を
多面的かつ総合的に評価し、同年度以降の開発計画への反映・
見直しを判断する。

２０３０年前後に見込まれる既設軽水炉の大
規模な代替炉建設需要に対応するため、安
全性、経済性、信頼性等に優れ、世界標準を
獲得し得る次世代軽水炉の技術開発を行う。

50202

○２０１０年までに、高速増殖炉サイクル実用
施設（炉･サイクル）に採用する革新技術をま
とめ、プラント全体の概念設計を構築する。ま
た、経済性の高いＭＯＸ燃料製造技術の小規
模実証を行うとともに、燃料の高燃焼度化（１
５万MWd/ｔ）の実証及び燃料サイクル技術の
工学的な実証を行う。【文部科学省、経済産
業省】

発電用新型
炉技術開発
委託費

 長期・安
定的にエネ
ルギを供
給する高
速増殖炉
（FBR）サイ
クル技術

経済産業省
原子力政
策課

19 22 - 3240 4371.8

高速増殖実証炉等の概念検討及び
設計・建設段階において必要となる
実プラント技術として、格納容器設
計技術、耐震性評価技術、高温材
料設計技術、保守・補修技術、大型
構造物製作技術の試験等を実施し
た。

5,350 5,597

高速増殖実証炉の概念検討では、炉心、原子炉構造、安全・
制御、建屋・配置等の設計検討を進め75万kWeプラント概念
の詳細化を図るとともに出力を50万kWeとした場合の影響評
価を実施した。設計・建設段階において必要となる実プラント
技術を対象に、評価手法の整備や規格・基準策定に必要な技
術データの蓄積・整理を継続して実施した。

実証炉の出力規模等の暫定や革新技術の採否判断等を行う２０
１０年度頃までに、実証炉の概念設計へ反映することが可能とな
る技術的根拠を得るため、本事業の着実な実施を通じて所要の
試験データを取得する。

研究開発にあたっては、米国・仏国との国際
研究開発協力を戦略的かつ柔軟に推進する
ことにより、我が国の高速炉技術に対する国
際協力の要請に適切に対応しつつ、開発リス
クの低減や我が国の実用化技術の国際標準
化等を目指す。

50203

◇２０１５年頃までに、もんじゅについて発電プ
ラントとしての信頼性の実証、ナトリウム取扱
技術の確立等の所期の目的を達成すること
により、高速増殖炉システム設計技術を実証
する。また、将来の軽水炉と比肩する安全
性、経済性を有するとともに、資源有効利用、
環境負荷低減、高い核不拡散性等を有する
高速増殖炉サイクルの適切な実用化像と、実
用化に至るまでの研究開発計画を提示する。
【文部科学省、経済産業省】

発電用新型
炉技術開発
委託費

長期・安定
的にエネル
ギを供給
する高速
増殖炉
（FBR）サイ
クル技術

経済産業省
原子力政
策課

19 22 3240 4371.8

高速増殖実証炉等の概念検討及び
設計・建設段階において必要となる
実プラント技術として、格納容器設
計技術、耐震性評価技術、高温材
料設計技術、保守・補修技術、大型
構造物製作技術の試験等を実施し
た。

5,350 5,597

高速増殖実証炉の概念検討では、炉心、原子炉構造、安全・
制御、建屋・配置等の設計検討を進め75万kWeプラント概念
の詳細化を図るとともに出力を50万kWeとした場合の影響評
価を実施した。設計・建設段階において必要となる実プラント
技術を対象に、評価手法の整備や規格・基準策定に必要な技
術データの蓄積・整理を継続して実施した。

実証炉の出力規模等の確定や機器・構造実寸試作の要否・仕
様等の判断を行う２０１５年度頃までに、実証炉の基本設計へ反
映することが可能となる技術的根拠を得るため、所要の試験
データを取得する。

研究開発にあたっては、米国・仏国との国際
研究開発協力を戦略的かつ柔軟に推進する
ことにより、我が国の高速炉技術に対する国
際協力の要請に適切に対応しつつ、開発リス
クの低減や我が国の実用化技術の国際標準
化等を目指す。

50301

○２００７年度までに、２０１２年操業開始予定
の我が国初の軽水炉用MOX燃料加工工場の
運転開始と安定操業のため、粉末混合確証
試験の実施により、同工場に必要な技術を確
証し、運転条件を確立する。【経済産業省】

MOX燃料加
工事業推進
費補助金

経済産業省

原子力立
地・核燃料
サイクル産
業課

11 19 158 180 0

六ヶ所MOX燃料加工工場の円滑な
立ち上げや安定操業に必要となる
技術の確証として、同工場の粉末
混合工程に導入するMIMAS法につ
いて、小規模MOX確証試験におい
て国内MOX粉末への適合性確認を
行った。さらに、実規模MOX確証試
験において、要求仕様を満足するペ
レットを製造するための運転条件を
確証した。

0 0 平成19年度で事業終了。
一連の試験を通じて得られた知見は、六ヶ所MOX燃料加工工場
の運転条件に反映していく。

六ヶ所MOX燃料工場の安定操業及び製品品
質確保の観点から最も重要な工程である粉
末混合工程については、海外の量産実績の
あるMIMAS法を導入することとしているが、使
用する原料粉末が海外（仏国、ベルギーなど）
とは違い、核拡散抵抗性を高める我が国独自
の手法によるMOX粉末であることから、これら
の適合性を確証する必要があった。

50302

○２００９年度までに、最終仕様の遠心分離機
を多数台用いたカスケード試験の実施により
商用プラントとしての信頼性を確立し、運転要
領の策定を行い、国際的に比肩し得る経済性
と性能を有する新型遠心分離機を開発する。
【経済産業省】

遠心法ウラ
ン濃縮事業
推進費補助
金（資エ庁）

経済産業省

原子力立
地・核燃料
サイクル産
業課

14 21 2907 911 1100

2007年度からカスケード試験を実施
し、運転特性の把握や信頼性の確
立に係る知見・データの蓄積・分析
を行っており、分解性能などについ
てはほぼ所定の目標を満足してい
ることが確認された。

800 0
新型遠心分離機の分離流動性能試験、回転性能試験、長期
信頼性試験、高品質性試験、カスケード試験等を実施。なお、
本事業は平成21年度で終了。

本事業で開発された新型遠心分離機は、六ヶ所ウラン濃縮工場
に順次リプレース導入され、平成23年９月より新型遠心分離機に
よる濃縮ウランの生産が開始される予定。

　ウラン濃縮技術は核兵器開発と密接に関係
する機微技術であり、海外から技術導入した
場合には導入元の政治的干渉を受ける可能
性があること、また、国産技術や生産技術の
維持向上による濃縮ウラン供給に対する自主
性の確保、我が国の海外調達ウラン濃縮役
務の価格へのバーゲニングパワーの確保の
観点から新型遠心分離機を国産技術として開
発することが必要。

事業期間

始期 終期
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事業期間

始期 終期

50303
◇２０１５年度頃までに、再処理により回収さ
れる回収ウランの濃縮が可能な商用遠心分
離機の設計を確定する。【経済産業省】

回収ウラン
利用技術開
発委託費

経済産業省

原子力立
地・核燃料
サイクル産
業課

20 21 0 0 95  △

平成2１年度までに、回収ウランを
利用する上での前提条件を把握す
るとともに、採用利用な利用技術を
調査及び既存施設への影響把握、
転換プロセス概念の検討を行う。ま
た、確証試験を行い、転換プロセス
における不純物核種の挙動把握及
び除染程度等の評価、新型遠心分
離機における内面への不純物の付
着及び放射線劣化等を評価する。

86 0
国内外の回収ウラン取扱実績等、既存施設における回収ウラ
ンの受入条件、炉心特性に与える影響、国内外の転換プロセ
スについて、調査・検討を実施。

六ヶ所再処理工場の本格操業にあたり、回収ウラン利用への機
動的な対応可能性を確保しておくため、回収ウラン利用技術開
発を継続し、成果を確認する。

中国、インドにおける電力需要の急増、米国、
欧州における地球温暖化対策等から原子力
発電が推進されており、その結果、天然ウラ
ン価格が高騰し、中長期的な需給逼迫も懸念
され、国際的なウラン権益獲得競争が激化す
る中、天然ウランの調達が困難になるおそれ
がある。天然ウランの供給を海外に依存して
いる我が国においては、その代替として回収
ウランを利用することが不可避となる可能性
がある。

50304

◇２０１５年頃までに、湿式再処理技術（次世
代再処理技術）を念頭に、湿式再処理と調和
可能な回収ウランの転換前高除染プロセスの
確立を目指した基礎研究を行い、プロセスの
選定を行う。【経済産業省】

高速炉再処
理回収ウラ
ン等除染技
術開発委託
費
（H19年度名
称：回収ウラ
ン転換前高
除染プロセ
ス開発委託
費）

経済産業省

原子力立
地・核燃料
サイクル産
業課

H19～ H27 0 310 600

平成22年度（2010年度）までに軽水
炉サイクルから高速増殖炉サイク
ルへの詳細な移行シナリオを策定
するとともに、回収ウラン等除染プ
ロセスの候補技術の洗い出し及び
候補プロセス技術の基礎試験を終
了し、次世代再処理技術との整合
性の検証を行い、プロセス試験を実
施すべき除染プロセス技術を選定
する。これらの成果は2010年頃から
開始される第二再処理工場に関す
る国レベルの検討に資する。

540 293
除染プロセスの開発、軽水炉サイクルから高速増殖炉サイク
ルの移行シナリオの検討、再処理工学の枠組み構築を実施。

　2010年頃から開始される第二再処理工場に関する国レベルの
検討に間に合うよう、除染プロセス候補技術の検証等に必要な
試験を継続する。

次世代再処理工場で回収される回収ウラン等
（高線量の回収ウラン・高線量のMOX（ウラ
ン・プルトニウム混合酸化物））を既存の軽水
炉燃料サイクル施設での取扱いを可能とする
ため、次世代再処理技術と調和可能な回収
ウラン等の除染技術について調査、基礎試験
等を行い、商業的に利用可能な除染技術の
候補の検討等を実施。

50305

◇２０１２年頃までに、劣化ウランの取扱・管
理の容易さや貯蔵効率を向上させるための劣
化ウラン酸化固形化（再転換を含む）技術の
研究開発を行い、同技術に係る基礎プロセス
を確立する。【経済産業省】

回収ウラン
利用技術開
発委託費

経済産業省

原子力立
地・核燃料
サイクル産
業課

20 21 0 0 95 △

平成2１年度までに、回収ウランを
利用する上での前提条件を把握す
るとともに、採用利用な利用技術を
調査及び既存施設への影響把握、
転換プロセス概念の検討を行う。ま
た、確証試験を行い、転換プロセス
における不純物核種の挙動把握及
び除染程度等の評価、新型遠心分
離機における内面への不純物の付
着及び放射線劣化等を評価する。

86 0
国内外の回収ウラン取扱実績等、既存施設における回収ウラ
ンの受入条件、炉心特性に与える影響、国内外の転換プロセ
スについて、調査・検討を実施。

六ヶ所再処理工場の本格操業にあたり、回収ウラン利用への機
動的な対応可能性を確保しておくため、回収ウラン利用技術開
発を継続し、成果を確認する。

中国、インドにおける電力需要の急増、米国、
欧州における地球温暖化対策等から原子力
発電が推進されており、その結果、天然ウラ
ン価格が高騰し、中長期的な需給逼迫も懸念
され、国際的なウラン権益獲得競争が激化す
る中、天然ウランの調達が困難になるおそれ
がある。天然ウランの供給を海外に依存して
いる我が国においては、その代替として回収
ウランを利用することが不可避となる可能性
がある。

50404

◇２０３０年頃までに、民間ガラス固化施設の
安全・安定操業に資するため、ガラス固化技
術についての技術的知見及び運転保守技術
を開発する。【文部科学省、経済産業省】

使用済燃料
再処理事業
高度化補助
金【２１年度
新規】

経済産業省

原子力立
地・核燃料
サイクル産
業課

21 23 0 0 0 － － 1,596 1,796
新型ガラス素材の調査・検討、溶融炉底部試験装置の設計、
ガラス基礎物性試験等を実施。

より多くの白金族元素を含む高レベル廃液を溶融可能なガラス
及び溶融炉の開発等によって、より高品質のガラス固化体を製
造可能なガラス固化技術を開発する。

開発されたガラス固化技術は、更新が計画さ
れている日本原燃株式会社六カ所再処理工
場のガラス溶融炉及び同工場のガラス固化
施設の運転に反映される予定であり、再処理
工場の安定運転、ひいては我が国の核燃料
サイクルの安定性向上に寄与するもの。

50502

○２０１５年度頃までに実施される処分事業の
精密調査地区選定および地上からの精密調
査のための基盤的な技術を体系的に示すた
めに、地質環境を調査・評価するための技術
や、人工バリアの製作・施工等の品質や性能
を含む工学技術について要素技術の基本的
な体系と技術的な成立性を提示する。【経済
産業省】

地層処分技
術調査等事
業

高レベル
放射性廃
棄物等の
処分実現
に不可欠
な地層処
分技術

経済産業省
放射性廃
棄物等対
策室

10 23 3183 3376 3682

全体的に見れば、個々のテーマに
おける成果は多くの論文として公開
されており、国や研究開発機関、実
施主体等が公表してきたレポート等
にも反映され、設定された目標（処
分技術の信頼性を継続的に高めて
いく）に対して相応の成果が得られ
ていると判断できるとのコメントを受
けている。

3652 2949

　地質環境に関する研究では、沿岸域における物理探査によ
り、陸域から海域にかけて連続的した地下の地質構造を把握
した。
　処分場の工学技術については、オーバーパックの溶接技術
や緩衝材の搬送定置システムについて実規模で試験を行い、
品質を確保する方策を検証した。
　また、これまでの研究開発結果等を踏まえ、平成２０年５月
には、①処分技術の信頼性等のより一層の向上、②関係機
関間の連携の更なる強化、③地層処分研究開発に関する国
民との相互理解の観点などをから報告書を取りまとめ、今後
の方向性等を示した。

２０１０年度頃までに、地層処分事業に向けた実用化技術の提示
等のため、要素技術の開発と体系化を図る。

放射性廃棄物の処理処分は、諸外国共通の
課題であり、国際的な枠組みを利用した検討
や情報共有を通じて、研究開発を効率的に進
める必要がある。

50902

○２０１０年までに、資源有効利用性やエネル
ギー効率に優れた革新的軽水炉、超臨界圧
軽水冷却炉等革新的な原子力システムに関
する、燃料集合体の開発、炉心解析等の枢要
要素技術を蓄積する。【文部科学省、経済産
業省】

革新的実用
原子力技術
開発費補助
金

経済産業省
原子力政
策課

12 22 800

提案公募型事業分野では、平成１２
年度の制度創設以降、応募のあっ
た３３５件のうち５６件の優れた研究
開発テーマを採択。既に事業を終
了した４４件の研究開発テーマのう
ち２８件は、事業終了後も事業者が
独自に実用化に向けた研究開発を
継続しており、将来の原子力技術の
多様化に貢献。
　また、個別指標としては、論文数４
３９件など着実な成果をあげてい
る。

1,280 260

ＧＩＦ（第４世代原子力システムに関する国際フォーラム）等の
国際協力枠組みにおいて国際連携による研究開発が提案さ
れている技術分野や、近年希薄化が懸念される原子力を支え
る基盤技術分野について、産業界の参画やニーズ提示のも
と、実用化が見込まれる革新的技術開発を推進。

平成２０年度からは、基盤技術分野における大学での人材育成
や我が国の原子力利用技術の国際展開の拡大を図ることを主
目的とした国際協力等を通じた技術開発に重点化。今後は、ＧＩＦ
等の国際協力による研究開発計画の具体化や我が国の高度な
原子力技術に寄せられる国際的な期待を考慮して、国際協力技
術枠に対する重点化を図る。

核不拡散、原子力安全、核セキュリティを確
保しつつ原子力平和利用の拡大を進める上
で、原子力先進国である我が国の原子力利
用技術に対する期待は高まっており、信頼性
や核拡散抵抗性等を有する先進的な原子力
発電技術の開発を国際協力によって推進す
るための国際枠組みに、我が国として積極的
に貢献していく必要がある



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

50904

◇２０１５年頃を目途に、革新的な原子力シス
テムの技術的実現性などの観点から重要と
判断される技術成果を蓄積する。【文部科学
省、経済産業省】

革新的実用
原子力技術
開発費補助
金

経済産業省
原子力政
策課

12 22 800

提案公募型事業分野では、平成１２
年度の制度創設以降、応募のあっ
た３３５件のうち５６件の優れた研究
開発テーマを採択。既に事業を終
了した４４件の研究開発テーマのう
ち２８件は、事業終了後も事業者が
独自に実用化に向けた研究開発を
継続しており、将来の原子力技術の
多様化に貢献。
　また、個別指標としては、論文数４
３９件など着実な成果をあげてい
る。

1,280 260

ＧＩＦ（第４世代原子力システムに関する国際フォーラム）等の
国際協力枠組みにおいて国際連携による研究開発が提案さ
れている技術分野や、近年希薄化が懸念される原子力を支え
る基盤技術分野について、産業界の参画やニーズ提示のも
と、実用化が見込まれる革新的技術開発を推進。

平成２０年度からは、基盤技術分野における大学での人材育成
や我が国の原子力利用技術の国際展開の拡大を図ることを主
目的とした国際協力等を通じた技術開発に重点化。今後は、ＧＩＦ
等の国際協力による研究開発計画の具体化や我が国の高度な
原子力技術に寄せられる国際的な期待を考慮して、国際協力技
術枠に対する重点化を図る。

核不拡散、原子力安全、核セキュリティを確
保しつつ原子力平和利用の拡大を進める上
で、原子力先進国である我が国の原子力利
用技術に対する期待は高まっており、信頼性
や核拡散抵抗性等を有する先進的な原子力
発電技術の開発を国際協力によって推進す
るための国際枠組みに、我が国として積極的
に貢献していく必要がある

51001

◇高経年化対策をはじめとして、原子力安全
委員会が定める「原子力の重点安全研究計
画」等に沿って安全研究を実施し、効果的な
安全規制の実施及び安全基準や指針の整備
等に貢献する。【文部科学省、経済産業省】

高経年化対
策強化基盤
整備事業

経済産業省
原子力発
電検査課

18 22 840 1322 1430

原子力発電所の高経年化対策上重
要な各課題である応力腐食割れの
進展評価予測や、配管減肉モデル
の有効性等に関して新たな知見が
得られてきている。検査・補修技術
においても、実機適用性検証のた
め、実機模擬試験が進められてい
る。
また、得られた知見については産学
官の有機的連携により有効活用が
図られ、産学官全体の技術的知見
レベルの向上に寄与するとともに、
その成果が、産学官の役割・責任を
明確にした「高経年化対応技術戦
略マップ2008」（（独）原子力安全基
盤機構）に示される研究方針（目
標）の達成に寄与している。

1710 1400

原子力発電所の高経年化対策上、重要な課題である応力腐
食割れの進展評価予測技術やケーブル劣化の監視・診断技
術、配管減肉の評価手法等の高度化に関して必要な技術的
知見の蓄積・整備や、得られた知見を産学官における有機的
連携による産学官全体の技術的知見レベルの向上への寄与
を引き続き実施。

これまでの研究成果をふまえ、各課題ごとに各種規定等（国の
規定、学会規定等）への反映項目を検討及び整理し、課題の抽
出を行う。また、検査・補修技術については、実機適用に当たっ
ての具体的な課題と対策案を検討する。
得られた知見が産学官で有効活用されるよう、技術情報基盤を
整備する。

日本を含め国際的にも増加が見込まれる高
経年化プラントを的確に管理するためには、
経年劣化事象の発生時期や劣化の進展程度
を的確に予測し、適切な補修・取替等が必要
であり、実プラント環境下や加速試験等を実
施し必要な技術的知見を収集・整備すること
が重要。
また、本事業で得られた知見等は、
OECD/NEA、IAEAなど国際機関を通じて発
信、共有していく。

51101

○２０１０年度までに、太陽光発電及び太陽熱
利用の高効率化、低コスト化のための技術開
発、実証を行い、太陽光発電及び太陽熱利用
の経済性を向上させる。（発電コスト２０１０年
度約２３円／ｋＷｈ）【経済産業省】

新エネル
ギー技術研
究開発（太
陽光発電未
来技術研究
開発）

太陽光発
電を世界
に普及する
ための革
新的高効
率化・低コ
スト化技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

18 21 1966
4584の
内数

未来技術の中から、実用化を急ぐ
べき課題として、シリコンのスライス
技術などが上げられ、公募により実
用化促進事業（１／２助成）事業を
開始した。高効率3接合薄膜シリコ
ンにおいて、ガラスやTCOと高品質
裏面電極を含む光学電子制御構造
の適用を開発中。４m2超大面積薄
膜シリコン製膜技術の要素技術とし
て、微結晶Si薄膜製膜時の電極長
25％と幅5％広げて均一製膜を図
る。ＣＩＳ系薄膜太陽電池では、電圧
向上用光吸収層と電流向上用透明
導電膜を開発中。色素増感太陽電
池では高効率化、素子面積拡大、
耐久性向上といった3つの大きな課
題を解決すべく、セル・モジュール
構造の研究開発等を継続して行う。
発電量定格モードのアレイによる検
証を実施中。

9058の内数 13622の内数

結晶シリコン太陽電池では、目標とする厚み100μm、15cm角
の多結晶シリコン太陽電池において、変換効率18％を達成し
た。
薄膜シリコン太陽電池では、高効率化技術として超屈折率中
間層を開発、安定化効率16%を得る目途を得た。
CIS系薄膜太陽電池では、高効率化技術として、各ﾌﾟﾛｾｽの最
適化、透明導電膜の性能向上で10cm角ｻﾌﾞﾓｼﾞｭｰﾙで16.8%
（世界最高値）を達成。また軽量基板では Na導入法を開発、
他の技術と併用し、10cm角ｻﾌﾞﾓｼﾞｭｰﾙで15.2%（世界最高値）
を達成した。

高効率・低コストを実現するためには、材料の使用量が少ない薄
膜太陽電池において、高い安定化効率を実現する必要がある。
タンデムセルなど、複数のセルをスタックする必要があり、それぞ
れの要素技術開発は順調に進んでいる。本研究開発プロジェク
トは本年度（H21）で終了するが、最終目標に向けて次の開発プ
ロジェクトを進めてゆく。

結晶シリコン太陽電池の厚み100μm、変換
効率18％及び薄膜シリコン太陽電池の安定
化効率16%は世界トップクラス。
CIS系薄膜太陽電池の変換効率16.8%及び軽
量基板上での変換効率15.2%は世界最高値で
ある。

21年度終了

51102

◇２０３０年度までに、太陽光発電及び太陽熱
利用の高効率化、低コスト化のための技術開
発、実証を行い、太陽光発電及び太陽熱利用
の経済性を大幅に向上させる。（発電コスト約
７円／ｋＷｈ）【経済産業省】

新エネル
ギー技術研
究開発（太
陽光発電未
来技術研究
開発）

太陽光発
電を世界
に普及する
ための革
新的高効
率化・低コ
スト化技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

18 21 1966
4584の
内数

未来技術の中から、実用化を急ぐ
べき課題として、シリコンのスライス
技術などが上げられ、公募により実
用化促進事業（１／２助成）事業を
開始した。高効率3接合薄膜シリコ
ンにおいて、ガラスやTCOと高品質
裏面電極を含む光学電子制御構造
の適用を開発中。４m2超大面積薄
膜シリコン製膜技術の要素技術とし
て、微結晶Si薄膜製膜時の電極長
25％と幅5％広げて均一製膜を図
る。ＣＩＳ系薄膜太陽電池では、電圧
向上用光吸収層と電流向上用透明
導電膜を開発中。色素増感太陽電
池では高効率化、素子面積拡大、
耐久性向上といった3つの大きな課
題を解決すべく、セル・モジュール
構造の研究開発等を継続して行う。
発電量定格モードのアレイによる検
証を実施中。「革新的太陽光発電
技術研究開発（革新型太陽電池国
際研究拠点整備事業）」の委託先を
決定した。

9058の内数 13622の内数

次世代の低コストが期待される色素増感や有機薄膜太陽電
池では、高効率化技術、耐久性向上技術、モジュール化技術
の開発を行い、色素増感太陽電池ではセル変換効率11.5％
（5mm角）を達成、有機薄膜太陽電池でも低分子セルで変換
効率5.3％を得た。
また次世代技術の探索として、CIS太陽電池におけるスクリー
ン印刷／焼結法製造プロセスの開発や薄膜Si太陽電池にお
ける微結晶3C-SiC薄膜、フォトニックSi太陽電池の開発など
に成果を得た。

中長期目標に対しては、施策はおおむね順調に進捗。大幅な発
電コスト低減を掲げた長期目標を実現するために、２００８年度よ
り、新たに革新技術開発のための施策を開始した。本研究開発
プロジェクトは本年度（H21）で終了するが、課題を整理し、最終
目標に向けて次の開発プロジェクトを進めてゆく。

色素増感太陽電池でのセル変換効率11.5％
（5mm角）及び有機薄膜太陽電池、低分子系
での変換効率5.3％は共に世界最高水準であ
る。

21年度終了



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
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主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

新エネル
ギー技術研
究開発（太
陽光発電シ
ステム次世
代高性能技
術の開発）

太陽光発
電を世界
に普及する
ための革
新的高効
率化・低コ
スト化技術

0 13622の内数 - - - 22年度新規

51202

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

バイオマスエ
ネルギー等
高効率転換
技術開発

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

16 25 1100 875 2800

代表例「下水汚泥の高効率ガス変
換発電システムの開発」（MHI,NGK
他）H15-H17
　賦存量が多くかつ集約されている
下水汚泥をガス化し、発電するシス
テム開発。現状、下水汚泥は単純
焼却されることが多く、有効活用が
されていない。本システムは冷ガス
効率85％、発電端効率30％を目標
に開発された。本事業で開発された
技術は、本年度東京都下水道局で
採用されたシステムに反映されてい
る。

3,640 3,458

代表例「自己熱再生方式による革新的バイオマス乾燥技術の
研究開発」（委託先：東京大学、三菱重工業株式会社　実施
期間：H20-H22）
　乾燥により蒸発した高温の水蒸気から顕熱と潜熱の両方を
回収し、消費エネルギーを大幅に低減可能とするバイオマス
乾燥プロセスの要素技術開発を実施した。
今年度は、基本プロセス設計に基づく試験装置の設計・製造
を行い、ラボスケールでの乾燥試験を行った。この試験結果
に基づき、最適乾燥プロセスの検討を進めるとともに、実用化
に向けた基本設計を進めることが出来た。

左代表例に関する課題
・プラントコスト低減

　バイオマスの乾燥技術は、すべての利用技
術に適用可能な汎用技術であり、高効率な乾
燥技術はバイオマス利用をより促進できる。

51203

◇２０３０年度の導入目標達成のために、バイ
オマスエネルギー利用の経済性を大幅に向
上させるバイオマス利用の高効率転換、低コ
スト化のための技術の開発と実証を行う。【経
済産業省】

バイオマスエ
ネルギー等
高効率転換
技術開発

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

16 25 1100 875 2800

代表例「バイオマスガス化－触媒液
化による輸送用燃料（BTL)製造技
術の研究開発」（AIST）H18-H21
　バイオマスより高収率で燃料を製
造する技術。GTL技術をベースとし
ており、大規模生産が期待される。
現在、基礎研究段階を終了し、ベン
チ試験段階へ移行。2030年までに
実用化を目指す。

3640 3458

代表例「バイオマスガス化－触媒液化による輸送用燃料
（BTL)製造技術の研究開発」（AIST）H18-H21
　バイオマスより高収率で燃料を製造する技術。GTL技術を
ベースとしており、大規模生産が期待される。現在、基礎研究
段階を終了し、ベンチ試験段階へ移行。合成触媒の長寿命化
のため、ガス精製技術に焦点を絞って開発、目途をつけた。

左代表例に関する課題
・触媒寿命
・プラントコスト低減

海外では、BTLの大型実証プラントが動き出
すなど、非常に注目を集める技術であるが、
触媒効率等様々な問題を抱えている。本事業
における技術開発はそれらの解決につながる
重要な開発である。

戦略的次世
代バイオマ
スエネル
ギー利用技
術開発事業

新エネル
ギー対策
課

0 542 - - - 22年度新規

51301

○２０１０年度までに、風力発電、系統安定化
技術等の高性能化、低コスト化や未利用エネ
ルギーの有効利用のための技術開発、実証
を行い、経済性の向上を図る（風力発電１３４
万原油換算ｋｌ、未利用エネルギー５．０万原
油換算ｋｌ）。【経済産業省】

新エネル
ギー技術開
発（次世代
風力発電技
術研究開
発）

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

20 24
7700の
内数

基礎・応用技術研究開発及び自然
環境対応技術研究開発（落雷保
護、故障・事故調査）の３件につい
て委託先が決定。また、洋上風力
発電技術研究開発について、委託
先を公募した結果、９件の応募があ
り、外部有識者等による審査の結
果６件を採択しＦＳ調査を実施中。

9058の内数 13622の内数

複雑地形における風況観測、落雷計測・様相観測、洋上風力
発電に必要となる風況・海象状況の観測に必要な装置の設置
に着手。一部は観測等を開始。洋上風力に関する環境影響
評価手法の検討に着手。引き続き必要な設備設置及び観測
等を実施。

引き続き観測等を実施し、データ取得するとともに、新たな技術
や洋上風力の工事手法の低コスト化等に関する情報収集及び
検討が必要。

欧米の風車は一般的に平地に立地する状況
が多く、複雑地形による影響等に関する研究
は進んでいない。また、落雷についても我が
国の冬季雷のような高エネルギーの落雷が
発生する地域が少ない。我が国は国土全体
が複雑地形であり、従前よりそうした影響につ
いて検討しており、また、落雷に関する研究も
様々な分野で行われている。こうしたことか
ら、研究開発の成果を海外の複雑地形や落
雷頻発地域での反映が期待できる。洋上風
力発電についても、台風襲来地域での実証研
究の成果を同様の気候における洋上風力開
発に反映できる。

51302

◇２０３０年度までに、風力発電、系統安定化
技術、蓄電池技術等の高性能化、低コスト化
や未利用エネルギーの有効利用のための技
術開発、実証を行い、経済性を大幅に向上す
る。また、未利用エネルギーを含むその他の
再生可能エネルギーの実用化を実現する。
【経済産業省】

新エネル
ギー技術開
発（次世代
風力発電技
術研究開
発）

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

20 24
7700の
内数

基礎・応用技術研究開発及び自然
環境対応技術研究開発（落雷保
護、故障・事故調査）の３件につい
て委託先が決定。また、洋上風力
発電技術研究開発について、委託
先を公募した結果、９件の応募があ
り、外部有識者等による審査の結
果６件を採択しＦＳ調査を実施中。

9058の内数 13622の内数

複雑地形における風況観測、落雷計測・様相観測、洋上風力
発電に必要となる風況・海象状況の観測に必要な装置の設置
に着手。一部は観測等を開始。洋上風力に関する環境影響
評価手法の検討に着手。引き続き必要な設備設置及び観測
等を実施。

引き続き観測等を実施し、データ取得するとともに、新たな技術
や洋上風力の工事手法の低コスト化等に関する情報収集及び
検討が必要。

欧米の風車は一般的に平地に立地する状況
が多く、複雑地形による影響等に関する研究
は進んでいない。また、落雷についても我が
国の冬季雷のような高エネルギーの落雷が
発生する地域が少ない。我が国は国土全体
が複雑地形であり、従前よりそうした影響につ
いて検討しており、また、落雷に関する研究も
様々な分野で行われている。こうしたことか
ら、研究開発の成果を海外の複雑地形や落
雷頻発地域での反映が期待できる。洋上風
力発電についても、台風襲来地域での実証研
究の成果を同様の気候における洋上風力開
発に反映できる。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

51401

○２０１０年までに、供給施設の安全対策等を
確立するとともに、燃料電池自動車について
は航続距離４００ｋｍ、耐久性３０００時間（５
年）、コスト５０００円／kWを達成する技術を確
立する。【総務省、経済産業省】

燃料電池シ
ステム等実
証研究
【21FYからＮ
ＥＤＯ交付金
化】

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

18 22 1306 1800 1300

・放置時の最低気温-１０℃で行った
低温始動試験にて問題なく始動走
行を確認したことで、氷点下放置後
の始動が可能であることを実証し
た。・第３者フリートの運転手にアン
ケートを実施した結果、音・振動、ア
クセル応答性などに非常に高い評
価を得た。・シャシダイナモ燃費計
測を行った結果、平成１６年度結果
に対して全車平均で１０．３％、トッ
プランナーでは１６．４％燃費が向
上し、燃費性能の進化が確認でき
た。・水素の充填作業向上のため、
ノズルやレセプタクルの仕様を変更
するなど、実証試験中の不具合事
例を抽出・共有化し、要素技術の課
題明確化と改善を行った。

988 870

・７０MPa充填試験及びデータ取得を本格的に開始し、水素ス
テーションのエネルギー効率の測定を行った他、通信充填技
術、３分間充填技術、プレクール技術の実証課題を明確にし
た。　・２０１５年普及初期の水素供給インフラの仕様検討を行
い、水素・インフラコストを試算した。　・水素インフラに関する
規制見直しの重点課題の整理を行った。　・長距離走行実証
によりガソリン車同等の実用航続距離を証明した。

耐久性向上、低コスト化のような燃料電池自動車の実用化及び
水素インフラの実用化に向け、フリート走行、水素消費量などの
走行データ、７０MPa充填時の温度、圧力等の車載水素タンク充
填データ、充填時間／充填回数／水素充填量などの運転デー
タ、信頼性／耐久性に係るデータなどの実証データ項目を取得
し、最適な充填圧力／充填方法、７０MPa水素貯蔵タンク搭載燃
料電池自動車の安全性、水素インフラの安全性などの課題抽出
及び取得データの評価分析を行う。

家庭用燃料電池（エネファーム）を世界に先駆
けて商用化する等、我が国の燃料電池技術
は世界トップレベル。自動車用燃料電池や水
素インフラ関連技術についても、技術開発に
加え実証研究により技術課題を確実に抽出
し、早期の実用化を目指す。

51401

○２０１０年までに、供給施設の安全対策等を
確立するとともに、燃料電池自動車について
は航続距離４００ｋｍ、耐久性３０００時間（５
年）、コスト５０００円／kWを達成する技術を確
立する。【総務省、経済産業省】

固体高分子
形燃料電池
実用化戦略
的技術開発

・先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

17 21 5750 5130 6669.75

・改良した酸素検出試薬にて発電
中の膜・電極接合体面の酸素分圧
を光学的に計測し、世界で初めて面
分布の可視化に成功した。また、新
規開発の感温試薬を用いた温度分
布可視化に成功した。・ポンプ／ブ
ロワー等の周辺機器につき、４万時
間の耐久性の見通しを付け、低コス
ト化（４１万円→１１万円）の見通しを
得た。・電解質膜の生産プロセスに
おける製膜速度向上により、膜／電
極接合体を安定的かつ連続生成す
る技術を確立した。・膜／電極接合
体をの劣化を加速する不純物種と
加湿条件との関連性を確認し、ス
タックを高温加湿条件で運転できる
見通しを得た。・ＸＡＦＳ／電気化学
測定により、白金触媒のり粒径効果
を解析し、直径２～３μmに最適値
があることを確認した。

6698 0

セル劣化加速試験法の開発による寿命予測手法の確立、セ
ル内における水分布の可視化手法の確立、ＸＡＦＳ解析法な
どの実用的な解析評価技術を開発するとともに、触媒・電解
質膜の劣化主要因を特定する劣化メカニズムや不純物影響
度のデータベース化など数多くの技術的知見を得た。また、燃
料電池システムの周辺機器やスタック主要部材の高性能化・
高耐久化を図り、21年度からの家庭用用燃料電池（エネ
ファーム）の商品化に寄与した。

これまで実施した固体高分子形燃料電池の劣化メカニズム解明
などの基礎研究の成果を踏まえ、固体高分子形燃料電池の更
なる耐久性向上、低コスト化、高効率化を実現するため、劣化メ
カニズムの知見とナノテクノロジーとの知見を融合した高性能セ
ルを実現する基礎的材料開発、白金触媒の低白金化／脱白金
化、アノード触媒の高濃度ＣＯ耐性、電解質膜、電極内部及びこ
れらの界面における水素イオン、水等の物質の移動現象の可視
化とその状態分布の解析・評価の技術開発を行う。

家庭用燃料電池（エネファーム）を世界に先駆
けて商用化する等、我が国の燃料電池技術
は世界トップレベル。触媒、電解質膜等の要
素技術の開発とそれらを支える基盤技術等の
開発を一体的に推進し、エネファームのコスト
ダウン、自動車用燃料電池の早期実用化を
目指す。

21年度終了

51401

○２０１０年までに、供給施設の安全対策等を
確立するとともに、燃料電池自動車について
は航続距離４００ｋｍ、耐久性３０００時間（５
年）、コスト５０００円／kWを達成する技術を確
立する。【総務省、経済産業省】

燃料電池先
端科学基礎
研究事業

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

17 21 1200 996 900

・原子間力顕微鏡を用いて、加湿状
態での電解質膜の組成の観察する
ことに成功し、水／水素イオンが電
解質膜を透過する状況を可視化し、
ナフィヨン膜の水クラスター部と水素
イオンの伝導パスが合致しているこ
とを発見した。・水素、酸素及び窒
素の電解質膜透過率を同時に評価
する装置を開発し、加湿下での測定
を実施し、水蒸気がガス透過を助長
する効果を定量化した。・高温での
水蒸気吸着実験とその解析から、
ガス拡散層の細孔中に吸着した水
蒸気は液体水の状態で吸着してい
ることを確認した。・メソポーラス
カーボンの細孔径及び細孔間の距
離を人工的に制御可能な手法を開
発して、所望の細孔径を有する多孔
体の合成と細孔内部への白金触媒
の担持に成功した。

850 0

原子力間顕微鏡（ＡＦＭ）、核磁気共鳴（ＮＭＲ）などの革新的
な解析技術を開発し、電解質膜の水チャネル構造とプロトン
易動性の相関を明確化することで、電解質膜の設計指針を提
示した。また、時間分解表面増強分光法とマイクロ流路法を
融合させた新規の計測手法を開発し、電極触媒の反応メカニ
ズムを解明した。さらに上記の計測・解析技術の成果を公募
により国内外のメーカー６社へ展開した。

電極触媒については、試作したモデル触媒／担体を用いて、白
金触媒の反応メカニズムを解析し、白金触媒の劣化又は劣化を
抑制する因子を特定する。電解質膜については、電解質膜中の
水素イオン／水の伝導メカニズムの解明、各種ガスの挙動の解
明を行い、電解質膜の性能向上、劣化抑制、耐久性向上に資す
る因子を特定する。セル構成要素と三層界面における物質移動
現象の相関については、触媒層／ガス拡散層による水、水蒸気
の挙動解明を行い、触媒層の高性能化に必要な構造／構成／
材料特性を確立する。

家庭用燃料電池（エネファーム）を世界に先駆
けて商用化する等、我が国の燃料電池技術
は世界トップレベル。エネファームのコストダ
ウン、自動車用燃料電池の早期実用化を目
指す上で不可欠な高度な分析・評価技術の
確立を行う。また、米国の国立研究所との情
報共有を適宜図り、研究の加速化を図る。

21年度終了



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

51401

○２０１０年までに、供給施設の安全対策等を
確立するとともに、燃料電池自動車について
は航続距離４００ｋｍ、耐久性３０００時間（５
年）、コスト５０００円／kWを達成する技術を確
立する。【総務省、経済産業省】

水素貯蔵材
料先端基盤
研究事業

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

19 23 － 757 908.21

・積層構造を持つLa2Ni7合金、
(La,Mg)5Ni19合金の解析結果の比
較から、Mg置換により水素の占有
が全てのセルで均質になり、可逆的
な水素吸蔵／放出につながることを
明らかにした。・原子間相互作用パ
ラメータとそれに伴う水素貯蔵位
置、水素拡散速度の変化を分子動
力学計算により示し、アニメーション
として可視化することに成功した。・
第一原理計算により水素吸蔵サイト
のエネルギーを評価し、水素の拡
散経路とその活性化エネルギーを
定量化した。

1000 900
世界最高強度の中性子源を用いた高強度全散乱装置を大強
度陽子加速器施設（J-PARC)に建設し、中性子ビームを用い
た装置性能検証実験を開始した。

Ｘ線・中性子回折法以外のＴＥＭ／陽電子消滅法などを用いた水
素吸蔵時における水素貯蔵材料の構造解析の実施。合成した
無機系ナノ複合水素貯蔵材料などを、その場ＴＥＭ観察などによ
り、反応メカニズムの解析。Ｘ線を用いて、水素貯蔵材料原子と
水素原子との結合の強さ／状態の解析。中性子線を用いた水素
貯蔵材料中の水素原子の位置／状態などの解析。これらを実施
することにより、水素貯蔵材料の構造解析、貯蔵メカニズムを解
明し、コンパクトで効率的な水素貯蔵材料の開発指針を提供す
る。

世界最高強度の中性子源を用いた高強度全
散乱装置を大強度陽子加速器施設（J-
PARC)に建設。車載水素容器の体積をコンパ
クトにできる利点をもつ水素貯蔵材料につい
ては、日本のみならず米国等で基礎的な研究
を実施しているところ。米国と情報共有や共同
研究を行い、効率的に技術開発等を行う。

51401

○２０１０年までに、供給施設の安全対策等を
確立するとともに、燃料電池自動車について
は航続距離４００ｋｍ、耐久性３０００時間（５
年）、コスト５０００円／kWを達成する技術を確
立する。【総務省、経済産業省】

水素社会構
築共通基盤
整備事業

・先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

17 21 3559 2550 1400

・70MPa充填対応水素スタンドのリ
スク評価のためのスタンドモデルを
作成した。・水素取扱い機器の普及
を推進するために、水素を取扱う産
業におけるものづくり等の現場の技
術者・研究者を指導支援する「水素
の有効利用ガイドブック」を作成し
た。・極端温度環境下での液圧サイ
クル試験／環境温度をテストパラ
メータとする急速充填試験などを実
施し、水素／燃料電池自動車に係
る圧縮水素容器の安全検討に必要
な基礎データの構築するとともに、
車輌の引火・火災試験などにより消
火救助活動のマニュアル策定に資
する基礎データを取得した。

900 0

70MPa充填対応スタンドに必要な安全対策を水素拡散、燃
焼、爆発試験等に基づくリスク評価によって特定し、高圧ガス
保安法に関する技術基準案等を作成した。また、70MPa対応
燃料電池自動車用圧縮水素容器基準の策定に資するデータ
を取得し、国内新基準策定に貢献した。

70Mpa充填対応水素ステーションのリスク評価、同ステーションで
使用される充填機及び蓄圧器材料の安全性検証を行う。水素雰
囲気下における材料の安全性検証では、高圧圧縮水素貯蔵ライ
ナーに使用する高強度材料や使用可能な材料の候補拡大を図
るため、候補材料の疲労特性、水素脆化と水素侵入量との相関
等安全設計に資するデータの取得を行う。

家庭用燃料電池（エネファーム）を世界に先駆
けて商用化する等、我が国の燃料電池技術
は世界トップレベル。一方、技術の国内普及
や海外展開を行う上で規制見直しや国際標
準化は不可欠であり、必要なデータ取り、評
価方法の開発等を行い、ＩＥＣ、ＩＳＯ等のス
キームで国際標準化等を目指す。

21年度終了

51402

○２０１０年までに、定置用燃料電池につい
て、１ｋＷ級システム製造価格１２０万円、発
電効率３２％（ＨＨＶ）、耐久性８年を達成する
技術を確立する。【経済産業省】

定置用燃料
電池大規模
実証事業【２
０ＦＹで終了】

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

17 20 3300 3420 2711 △

・平成１７～２０年度までの１kW級の
定置用燃料電池の累計設置台数が
３，３０７台となり、豊富な運転実績
に基づく運転データの活用により、
燃料処理器／スタック／水処理器
等の改良を行った結果、機器発電
効率は（２８％（H１７）→３２％（H２
０））の向上など機器性能、運転性
能の向上に繋がり、また、一次エネ
ルギー削減効果／ＣＯ２削減効果
など、燃料電池の導入効果が明確
にでき、定置用燃料電池の社会的
有用性を実証した。なお、１台あたり
のシステム価格が、７７０万円（Ｈ１
７）→３００～３５０万円（Ｈ２０）とな
り、約５５～６０％近くのコストダウン
が図られた。

0 0 -

低コスト化を目的とした仕様変更と運転検証、機器の信頼性・耐
久性向上等に着目して、情報の共有化等を通じて着実な信頼性
の向上を目指すとともに、信頼性向上及び運転性能向上によっ
て販売台数の増加、製造コストの低減を促進し、低コスト化を推
進する。

- 20年度終了

51402

○２０１０年までに、定置用燃料電池につい
て、１ｋＷ級システム製造価格１２０万円、発
電効率３２％（ＨＨＶ）、耐久性８年を達成する
技術を確立する。【経済産業省】

固体高分子
形燃料電池
実用化戦略
的技術開発

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

17 21 5750 5130 6669.75

・改良した酸素検出試薬にて発電
中の膜・電極接合体面の酸素分圧
を光学的に計測し、世界で初めて面
分布の可視化に成功した。また、新
規開発の感温試薬を用いた温度分
布可視化に成功した。・ポンプ／ブ
ロワー等の周辺機器につき、４万時
間の耐久性の見通しを付け、低コス
ト化（４１万円→１１万円）の見通しを
得た。・電解質膜の生産プロセスに
おける製膜速度向上により、膜／電
極接合体を安定的かつ連続生成す
る技術を確立した。・膜／電極接合
体をの劣化を加速する不純物種と
加湿条件との関連性を確認し、ス
タックを高温加湿条件で運転できる
見通しを得た。・ＸＡＦＳ／電気化学
測定により、白金触媒のり粒径効果
を解析し、直径２～３μmに最適値
があることを確認した。

6698 0

セル劣化加速試験法の開発による寿命予測手法の確立、セ
ル内における水分布の可視化手法の確立、ＸＡＦＳ解析法な
どの実用的な解析評価技術を開発するとともに、触媒・電解
質膜の劣化主要因を特定する劣化メカニズムや不純物影響
度のデータベース化など数多くの技術的知見を得た。また、燃
料電池システムの周辺機器やスタック主要部材の高性能化・
高耐久化を図り、21年度からの定置用燃料電池（エネファー
ム）の商品化に寄与した。

これまで実施した固体高分子形燃料電池の劣化メカニズム解明
などの基礎研究の成果を踏まえ、固体高分子形燃料電池の更
なる耐久性向上、低コスト化、高効率化を実現するため、劣化メ
カニズムの知見とナノテクノロジーとの知見を融合した高性能セ
ルを実現する基礎的材料開発、白金触媒の低白金化／脱白金
化、アノード触媒の高濃度ＣＯ耐性、電解質膜、電極内部及びこ
れらの界面における水素イオン、水等の物質の移動現象の可視
化とその状態分布の解析・評価の技術開発を行う。

家庭用燃料電池（エネファーム）を世界に先駆
けて商用化する等、我が国の燃料電池技術
は世界トップレベル。触媒、電解質膜等の要
素技術の開発とそれらを支える基盤技術等の
開発を一体的に推進し、エネファームのコスト
ダウン、自動車用燃料電池の早期実用化を
目指す。

21年度終了



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

51402

○２０１０年までに、定置用燃料電池につい
て、１ｋＷ級システム製造価格１２０万円、発
電効率３２％（ＨＨＶ）、耐久性８年を達成する
技術を確立する。【経済産業省】

燃料電池先
端科学基礎
研究事業

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

17 21 1200 996 900

・原子間力顕微鏡を用いて、加湿状
態での電解質膜の組成の観察する
ことに成功し、水／水素イオンが電
解質膜を透過する状況を可視化し、
ナフィヨン膜の水クラスター部と水素
イオンの伝導パスが合致しているこ
とを発見した。・水素、酸素及び窒
素の電解質膜透過率を同時に評価
する装置を開発し、加湿下での測定
を実施し、水蒸気がガス透過を助長
する効果を定量化した。・高温での
水蒸気吸着実験とその解析から、
ガス拡散層の細孔中に吸着した水
蒸気は液体水の状態で吸着してい
ることを確認した。・メソポーラス
カーボンの細孔径及び細孔間の距
離を人工的に制御可能な手法を開
発して、所望の細孔径を有する多孔
体の合成と細孔内部への白金触媒
の担持に成功した。

850 0

原子力間顕微鏡（ＡＦＭ）、核磁気共鳴（ＮＭＲ）などの革新的
な解析技術を開発し、電解質膜の水チャネル構造とプロトン
易動性の相関を明確化することで、電解質膜の設計指針を提
示した。また、時間分解表面増強分光法とマイクロ流路法を
融合させた新規の計測手法を開発し、電極触媒の反応メカニ
ズムを解明した。さらに上記の計測・解析技術の成果を公募
により国内外のメーカー６社へ展開した。

電極触媒については、試作したモデル触媒／担体を用いて、白
金触媒の反応メカニズムを解析し、白金触媒の劣化又は劣化を
抑制する因子を特定する。電解質膜については、電解質膜中の
水素イオン／水の伝導メカニズムの解明、各種ガスの挙動の解
明を行い、電解質膜の性能向上、劣化抑制、耐久性向上に資す
る因子の特定する。セル構成要素と三層界面における物質移動
現象の相関については、触媒層／ガス拡散層による水、水蒸気
の挙動解明を行い、触媒層の高性能化を確立する構造／構成
／材料特性の確立する。

家庭用燃料電池（エネファーム）を世界に先駆
けて商用化する等、我が国の燃料電池技術
は世界トップレベル。エネファームのコストダ
ウン、自動車用燃料電池の早期実用化を目
指す上で不可欠な高度な分析・評価技術の
確立を行う。また、米国の国立研究所との情
報共有を適宜図り、研究の加速化を図る。

21年度終了

51403
○２０１０年までに、水素供給システムについ
て、水素価格８０円／Nm３、水素車載量５ｋｇ
を達成する技術を確立する。【経済産業省】

水素製造・
輸送・貯属シ
ステム等技
術開発

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

20 24 ー ー
1700
180

・水素ステーション構成機器（蓄圧
器、充填機等）／車載等水素貯蔵
輸送容器の低コスト化、小型化に繋
がる開発及び検証を行った。・水素
製造／輸送／貯蔵／充填等の耐久
性向上、低コスト化等の設計開発及
び成形装置の整備を行った。

1,360 1,350

70MPa充填対応スタンドの低コスト化のための基本仕様案を
策定を行うとともに、ステーションを構成する機器に改良を加
え、それらをシステム化したステーションを構築して耐久性の
検証を開始した。

水素供給システムを構成する水素ステーション機器、車載等水
素貯蔵／輸送容器の低コスト化、小型化に繋がる技術開発を行
うとともに、水素供給システム全体としての耐久性の検証を実施
する。水素製造／輸送／充填／貯蔵に係る個々の機器につい
ての高性能化、軽量化、低コスト化及び耐久性向上の技術開発
を行い、検証をする。

水素インフラ関係の技術開発は米国、ドイツ
等でも行われており、我が国の個々の要素技
術については世界トップレベル。早期に燃料
電池自動車を普及させるためには水素インフ
ラ整備が不可欠であり、重点的に技術開発を
行う。

51406

◇燃料電池自動車については２０２０年まで
に、普及に対応した水素ガスの供給施設に係
わる安全対策技術を確立するとともに、航続
距離８００ｋｍ、耐久性５０００時間（１０年）、コ
スト４０００円／kWを達成させる技術開発を行
う。【総務省、経済産業省】

燃料電池シ
ステム等実
証研究
【21FYからＮ
ＥＤＯ交付金
化】

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

18 22 1306 1800 1300

・放置時の最低気温-１０℃で行った
低温始動試験にて問題なく始動走
行を確認したことで、氷点下放置後
の始動が可能であることを実証し
た。・第３者フリートの運転手にアン
ケートを実施した結果、音・振動、ア
クセル応答性などに非常に高い評
価を得た。・シャシダイナモ燃費計
測を行った結果、平成１６年度結果
に対して全車平均で１０．３％、トッ
プランナーでは１６．４％燃費が向
上し、燃費性能の進化が確認でき
た。・水素の充填作業向上のため、
ノズルやレセプタクルの仕様を変更
するなど、実証試験中の不具合事
例を抽出・共有化し、要素技術の課
題明確化と改善を行った。

988 870

７０MPa充填試験及びデータ取得を本格的に開始し、水素ス
テーションのエネルギー効率の測定を行った他、通信充填技
術、３分間充填技術、プレクール技術の実証課題を明確にし
た。２０１５年普及初期の水素供給インフラの仕様検討を行
い、水素・インフラコストを試算した。水素インフラに関する規
制見直しの重点課題の整理を行った。長距離走行実証により
ガソリン車同等の実用航続距離を証明した。

耐久性向上、低コスト化のような燃料電池自動車の実用化及び
水素インフラの実用化に向け、フリート走行、水素消費量などの
走行データ、７０MPa充填時の温度、圧力等の車載水素タンク充
填データ、充填時間／充填回数／水素充填量などの運転デー
タ、信頼性／耐久性に係るデータなどの実証データ項目を取得
し、最適な充填圧力／充填方法、７０MPa水素貯蔵タンク搭載燃
料電池自動車の安全性、水素インフラの安全性などの課題抽出
及び取得データの評価分析を行う。

家庭用燃料電池（エネファーム）を世界に先駆
けて商用化する等、我が国の燃料電池技術
は世界トップレベル。自動車用燃料電池や水
素インフラ関連技術についても、技術開発に
加え実証研究により技術課題を確実に抽出
し、早期の実用化を目指す。

51406

◇燃料電池自動車については２０２０年まで
に、普及に対応した水素ガスの供給施設に係
わる安全対策技術を確立するとともに、航続
距離８００ｋｍ、耐久性５０００時間（１０年）、コ
スト４０００円／kWを達成させる技術開発を行
う。【総務省、経済産業省】

固体高分子
形燃料電池
実用化戦略
的技術開発

・先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

17 21 5750 5130 6669.75

・改良した酸素検出試薬にて発電
中の膜・電極接合体面の酸素分圧
を光学的に計測し、世界で初めて面
分布の可視化に成功した。また、新
規開発の感温試薬を用いた温度分
布可視化に成功した。・ポンプ／ブ
ロワー等の周辺機器につき、４万時
間の耐久性の見通しを付け、低コス
ト化（４１万円→１１万円）の見通しを
得た。・電解質膜の生産プロセスに
おける製膜速度向上により、膜／電
極接合体を安定的かつ連続生成す
る技術を確立した。・膜／電極接合
体をの劣化を加速する不純物種と
加湿条件との関連性を確認し、ス
タックを高温加湿条件で運転できる
見通しを得た。・ＸＡＦＳ／電気化学
測定により、白金触媒のり粒径効果
を解析し、直径２～３μmに最適値
があることを確認した。

6698 0

セル劣化加速試験法の開発による寿命予測手法の確立、セ
ル内における水分布の可視化手法の確立、ＸＡＦＳ解析法な
どの実用的な解析評価技術を開発するとともに、触媒・電解
質膜の劣化主要因を特定する劣化メカニズムや不純物影響
度のデータベース化など数多くの技術的知見を得た。また、燃
料電池システムの周辺機器やスタック主要部材の高性能化・
高耐久化を図り、21年度からの定置用燃料電池（エネファー
ム）の商品化に寄与した。

これまで実施した固体高分子形燃料電池の劣化メカニズム解明
などの基礎研究の成果を踏まえ、固体高分子形燃料電池の更
なる耐久性向上、低コスト化、高効率化を実現するため、劣化メ
カニズムの知見とナノテクノロジーとの知見を融合した高性能セ
ルを実現する基礎的材料開発、白金触媒の低白金化／脱白金
化、アノード触媒の高濃度ＣＯ耐性、電解質膜、電極内部及びこ
れらの界面における水素イオン、水等の物質の移動現象の可視
化とその状態分布の解析・評価の技術開発。

家庭用燃料電池（エネファーム）を世界に先駆
けて商用化する等、我が国の燃料電池技術
は世界トップレベル。触媒、電解質膜等の要
素技術の開発とそれらを支える基盤技術等の
開発を一体的に推進し、エネファームのコスト
ダウン、自動車用燃料電池の早期実用化を
目指す。

21年度終了



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

固体高分子
形燃料電池
推進技術開
発

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

新エネル
ギー対策
課

0 5100 - - - 22年度新規

51406

◇燃料電池自動車については２０２０年まで
に、普及に対応した水素ガスの供給施設に係
わる安全対策技術を確立するとともに、航続
距離８００ｋｍ、耐久性５０００時間（１０年）、コ
スト４０００円／kWを達成させる技術開発を行
う。【総務省、経済産業省】

燃料電池先
端科学基礎
研究事業

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

17 21 1200 996 900

・原子間力顕微鏡を用いて、加湿状
態での電解質膜の組成の観察する
ことに成功し、水／水素イオンが電
解質膜を透過する状況を可視化し、
ナフィヨン膜の水クラスター部と水素
イオンの伝導パスが合致しているこ
とを発見した。・水素、酸素及び窒
素の電解質膜透過率を同時に評価
する装置を開発し、加湿下での測定
を実施し、水蒸気がガス透過を助長
する効果を定量化した。・高温での
水蒸気吸着実験とその解析から、
ガス拡散層の細孔中に吸着した水
蒸気は液体水の状態で吸着してい
ることを確認した。・メソポーラス
カーボンの細孔径及び細孔間の距
離を人工的に制御可能な手法を開
発して、所望の細孔径を有する多孔
体の合成と細孔内部への白金触媒
の担持に成功した。

850 0

原子力間顕微鏡（ＡＦＭ）、核磁気共鳴（ＮＭＲ）などの革新的
な解析技術を開発し、電解質膜の水チャネル構造とプロトン
易動性の相関を明確化することで、電解質膜の設計指針を提
示した。また、時間分解表面増強分光法とマイクロ流路法を
融合させた新規の計測手法を開発し、電極触媒の反応メカニ
ズムを解明した。さらに上記の計測・解析技術の成果を公募
により国内外のメーカー６社へ展開した。

電極触媒については、試作したモデル触媒／担体を用いて、白
金触媒の反応メカニズムを解析し、白金触媒の劣化又は劣化を
抑制する因子を特定する。電解質膜については、電解質膜中の
水素イオン／水の伝導メカニズムの解明、各種ガスの挙動の解
明を行い、電解質膜の性能向上、劣化抑制、耐久性向上に資す
る因子の特定する。セル構成要素と三層界面における物質移動
現象の相関については、触媒層／ガス拡散層による水、水蒸気
の挙動解明を行い、触媒層の高性能化を確立する構造／構成
／材料特性の確立する。

家庭用燃料電池（エネファーム）を世界に先駆
けて商用化する等、我が国の燃料電池技術
は世界トップレベル。エネファームのコストダ
ウン、自動車用燃料電池の早期実用化を目
指す上で不可欠な高度な分析・評価技術の
確立を行う。また、米国の国立研究所との情
報共有を適宜図り、研究の加速化を図る。

21年度終了

51406

◇燃料電池自動車については２０２０年まで
に、普及に対応した水素ガスの供給施設に係
わる安全対策技術を確立するとともに、航続
距離８００ｋｍ、耐久性５０００時間（１０年）、コ
スト４０００円／kWを達成させる技術開発を行
う。【総務省、経済産業省】

水素貯蔵材
料先端基盤
研究事業

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

19 23 － 757 908.21

・積層構造を持つLa2Ni7合金、
(La,Mg)5Ni19合金の解析結果の比
較から、Mg置換により水素の占有
が全てのセルで均質になり、可逆的
な水素吸蔵／放出につながることを
明らかにした。・原子間相互作用パ
ラメータとそれに伴う水素貯蔵位
置、水素拡散速度の変化を分子動
力学計算により示し、アニメーション
として可視化することに成功した。・
第一原理計算により水素吸蔵サイト
のエネルギーを評価し、水素の拡
散経路とその活性化エネルギーを
定量化した。

1000 900
世界最高強度の中性子源を用いた高強度全散乱装置を大強
度陽子加速器施設（J-PARC)に建設し、中性子ビームを用い
た装置性能検証実験を開始した。

Ｘ線・中性子回折法以外のＴＥＭ／陽電子消滅法などを用いた水
素吸蔵時における水素貯蔵材料の構造解析。合成した無機系ナ
ノ複合水素貯蔵材料などに関する、その場ＴＥＭ観察などによ
る、反応メカニズムの解析。Ｘ線を用いた、水素貯蔵材料原子と
水素原子との結合の強さ／状態の解析。中性子線を用いた水素
貯蔵材料中の水素原子の位置／状態などの解析。これらによ
る、水素貯蔵材料の構造解析、貯蔵メカニズムを解明し、コンパ
クトで効率的な水素貯蔵材料の開発指針の提供。

世界最高強度の中性子源を用いた高強度全
散乱装置を大強度陽子加速器施設（J-
PARC)に建設。車載水素容器の体積をコンパ
クトにできる利点をもつ水素貯蔵材料につい
ては、日本のみならず米国等で基礎的な研究
を実施しているところ。米国と情報共有や共同
研究を行い、効率的に技術開発等を行う。

51406

◇燃料電池自動車については２０２０年まで
に、普及に対応した水素ガスの供給施設に係
わる安全対策技術を確立するとともに、航続
距離８００ｋｍ、耐久性５０００時間（１０年）、コ
スト４０００円／kWを達成させる技術開発を行
う。【総務省、経済産業省】

水素社会構
築共通基盤
整備事業

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

17 21 3559 2550 1400

・70MPa充填対応水素スタンドのリ
スク評価のためのスタンドモデルを
作成した。・水素取扱い機器の普及
を推進するために、水素を取扱う産
業におけるものづくり等の現場の技
術者・研究者を指導支援する「水素
の有効利用ガイドブック」を作成し
た。・極端温度環境下での液圧サイ
クル試験／環境温度をテストパラ
メータとする急速充填試験などを実
施し、水素／燃料電池自動車に係
る圧縮水素容器の安全検討に必要
な基礎データの構築するとともに、
車輌の引火・火災試験などにより消
火救助活動のマニュアル策定に資
する基礎データを取得した。

900 0

70MPa充填対応スタンドに必要な安全対策を水素拡散、燃
焼、爆発試験等に基づくリスク評価によって特定し、高圧ガス
保安法に関する技術基準案等を作成した。また、70MPa対応
燃料電池自動車用圧縮水素容器基準の策定に資するデータ
を取得し、国内新基準策定に貢献した。

70Mpa充填対応水素ステーションのリスク評価、同ステーションで
使用される充填機及び蓄圧器材料の安全性検証。水素雰囲気
下における材料の安全性検証について、高圧圧縮水素貯蔵ライ
ナーに使用する高強度材料や使用可能な材料の候補拡大を図
るため、候補材料の疲労特性、水素脆化と水素侵入量との相関
等安全設計に資するデータの取得。

家庭用燃料電池（エネファーム）を世界に先駆
けて商用化する等、我が国の燃料電池技術
は世界トップレベル。一方、技術の国内普及
や海外展開を行う上で規制見直しや国際標
準化は不可欠であり、必要なデータ取り、評
価方法の開発等を行い、ＩＥＣ、ＩＳＯ等のス
キームで国際標準化等を目指す。

21年度終了



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

51407

◇定置用燃料電池については、街区レベルで
の普及も考慮して、２０２０年までに発電効率
３６％（ＨＨＶ）、耐久性１０年、１ｋＷ級システ
ム製造価格４０万円を達成させる技術開発を
行う。【経済産業省、国土交通省】

定置用燃料
電池大規模
実証事業【２
０ＦＹで終了】

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

17 20 3300 3420 2711 △

・平成１７～２０年度までの１kW級の
定置用燃料電池の累計設置台数が
３，３０７台となり、豊富な運転実績
に基づく運転データの活用により、
燃料処理器／スタック／水処理器
等の改良を行った結果、機器発電
効率は（２８％（H１７）→３２％（H２
０））の向上など機器性能、運転性
能の向上に繋がり、また、一次エネ
ルギー削減効果／ＣＯ２削減効果
など、燃料電池の導入効果が明確
にでき、定置用燃料電池の社会的
有用性を実証した。なお、１台あたり
のシステム価格が、７７０万円（Ｈ１
７）→３００～３５０万円（Ｈ２０）とな
り、約５５～６０％近くのコストダウン
が図られた。

0 0 -

低コスト化を目的とした仕様変更と運転検証、機器の信頼性・耐
久性向上等に着目し、情報の共有化等を通じて着実な信頼性の
向上を目指すとともに、信頼性向上及び運転性能向上による販
売台数の増加、製造コストの低減促進による低コスト化の推進。

- 20年度終了

51407

◇定置用燃料電池については、街区レベルで
の普及も考慮して、２０２０年までに発電効率
３６％（ＨＨＶ）、耐久性１０年、１ｋＷ級システ
ム製造価格４０万円を達成させる技術開発を
行う。【経済産業省、国土交通省】

固体高分子
形燃料電池
実用化戦略
的技術開発

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

17 21 5850 5130 6669.75

・改良した酸素検出試薬にて発電
中の膜・電極接合体面の酸素分圧
を光学的に計測し、世界で初めて面
分布の可視化に成功した。また、新
規開発の感温試薬を用いた温度分
布可視化に成功した。・ポンプ／ブ
ロワー等の周辺機器につき、４万時
間の耐久性の見通しを付け、低コス
ト化（４１万円→１１万円）の見通しを
得た。・電解質膜の生産プロセスに
おける製膜速度向上により、膜／電
極接合体を安定的かつ連続生成す
る技術を確立した。・膜／電極接合
体をの劣化を加速する不純物種と
加湿条件との関連性を確認し、ス
タックを高温加湿条件で運転できる
見通しを得た。・ＸＡＦＳ／電気化学
測定により、白金触媒のり粒径効果
を解析し、直径２～３μmに最適値
があることを確認した。

6698 0

セル劣化加速試験法の開発による寿命予測手法の確立、セ
ル内における水分布の可視化手法の確立、ＸＡＦＳ解析法な
どの実用的な解析評価技術を開発するとともに、触媒・電解
質膜の劣化主要因を特定する劣化メカニズムや不純物影響
度のデータベース化など数多くの技術的知見を得た。また、燃
料電池システムの周辺機器やスタック主要部材の高性能化・
高耐久化を図り、21年度からの定置用燃料電池（エネファー
ム）の商品化に寄与した。

これまで実施した固体高分子形燃料電池の劣化メカニズム解明
などの基礎研究の成果を踏まえ、固体高分子形燃料電池の更
なる耐久性向上、低コスト化、高効率化を実現するため、劣化メ
カニズムの知見とナノテクノロジーとの知見を融合した高性能セ
ルを実現する基礎的材料開発、白金触媒の低白金化／脱白金
化、アノード触媒の高濃度ＣＯ耐性、電解質膜、電極内部及びこ
れらの界面における水素イオン、水等の物質の移動現象の可視
化とその状態分布の解析・評価の技術開発。

家庭用燃料電池（エネファーム）を世界に先駆
けて商用化する等、我が国の燃料電池技術
は世界トップレベル。触媒、電解質膜等の要
素技術の開発とそれらを支える基盤技術等の
開発を一体的に推進し、エネファームのコスト
ダウン、自動車用燃料電池の早期実用化を
目指す。

21年度終了

51407

◇定置用燃料電池については、街区レベルで
の普及も考慮して、２０２０年までに発電効率
３６％（ＨＨＶ）、耐久性１０年、１ｋＷ級システ
ム製造価格４０万円を達成させる技術開発を
行う。【経済産業省、国土交通省】

燃料電池先
端科学基礎
研究事業

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

17 21 1200 996 900

・原子間力顕微鏡を用いて、加湿状
態での電解質膜の組成の観察する
ことに成功し、水／水素イオンが電
解質膜を透過する状況を可視化し、
ナフィヨン膜の水クラスター部と水素
イオンの伝導パスが合致しているこ
とを発見した。・水素、酸素及び窒
素の電解質膜透過率を同時に評価
する装置を開発し、加湿下での測定
を実施し、水蒸気がガス透過を助長
する効果を定量化した。・高温での
水蒸気吸着実験とその解析から、
ガス拡散層の細孔中に吸着した水
蒸気は液体水の状態で吸着してい
ることを確認した。・メソポーラス
カーボンの細孔径及び細孔間の距
離を人工的に制御可能な手法を開
発して、所望の細孔径を有する多孔
体の合成と細孔内部への白金触媒
の担持に成功した。

850 0

原子力間顕微鏡（ＡＦＭ）、核磁気共鳴（ＮＭＲ）などの革新的
な解析技術を開発し、電解質膜の水チャネル構造とプロトン
易動性の相関を明確化することで、電解質膜の設計指針を提
示した。また、時間分解表面増強分光法とマイクロ流路法を
融合させた新規の計測手法を開発し、電極触媒の反応メカニ
ズムを解明した。さらに上記の計測・解析技術の成果を公募
により国内外のメーカー６社へ展開した。

電極触媒については、試作したモデル触媒／担体を用いて、白
金触媒の反応メカニズムを解析し、白金触媒の劣化又は劣化を
抑制する因子を特定する。電解質膜については、電解質膜中の
水素イオン／水の伝導メカニズムの解明、各種ガスの挙動の解
明を行い、電解質膜の性能向上、劣化抑制、耐久性向上に資す
る因子の特定する。セル構成要素と三層界面における物質移動
現象の相関については、触媒層／ガス拡散層による水、水蒸気
の挙動解明を行い、触媒層の高性能化を確立する構造／構成
／材料特性の確立する。

家庭用燃料電池（エネファーム）を世界に先駆
けて商用化する等、我が国の燃料電池技術
は世界トップレベル。エネファームのコストダ
ウン、自動車用燃料電池の早期実用化を目
指す上で不可欠な高度な分析・評価技術の
確立を行う。また、米国の国立研究所との情
報共有を適宜図り、研究の加速化を図る。

21年度終了

51408

◇２０２０年において水素供給システムについ
ては、水素価格４０円／Nm３、水素車載量７ｋ
ｇを達成させる技術開発を行う。【経済産業
省】

水素製造・
輸送・貯属シ
ステム等技
術開発

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

20 24 ー ー
1700
180

・水素ステーション構成機器（蓄圧
器、充填機等）／車載等水素貯蔵
輸送容器の低コスト化、小型化に繋
がる開発及び検証を行った。・水素
製造／輸送／貯蔵／充填等の耐久
性向上、低コスト化等の設計開発及
び成形装置の整備を行った。

1360 1350

70MPa充填対応スタンドの低コスト化のための基本仕様案を
策定を行うとともに、ステーションを構成する機器に改良を加
え、それらをシステム化したステーションを構築して耐久性の
検証を開始した。

水素供給システムを構成する水素ステーション機器、車載等水
素貯蔵／輸送容器の低コスト化、小型化に繋がる技術開発、水
素供給システム全体としての耐久性の検証。水素製造／輸送／
充填／貯蔵に係る個々の機器についての高性能化、軽量化、低
コスト化及び耐久性向上の技術開発と検証。

水素インフラ関係の技術開発は米国、ドイツ
等でも行われており、我が国の個々の要素技
術については世界トップレベル。早期に燃料
電池自動車を普及させるためには水素インフ
ラ整備が不可欠であり、重点的に技術開発を
行う。
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始期 終期

51501

○２０１０年度までに、資源探査等に資する地
球観測データの処理・解析技術の向上（１００
万シーン以上のデータを処理し、５万シーン以
上をユーザに提供）を図る。また、大深度地下
等の化石燃料の探査に関わる技術の高度化
を図るとともに、２００８年度までに油兆探査を
支援する小型で高性能な質量分析装置を開
発する。【経済産業省】

石油資源遠
隔探知技術
の研究開発
（製造局）

経済産業省
宇宙産業
室

S56 26 1780 1550 1600

衛星データから石油資源等賦存地
域を特定する技術開発の成果によ
り、国内外で40例以上の権益取得
に活用されている。
さらに資源開発にかかる環境監視
等を実現するための処理解析手法
を25件以上実施し、高度な利用技
術の確立を図る。また、中間評価時
点で120万シーン以上のデータを処
理し、12万シーン近くのデータを配
付した。

1477 1188

引き続き、ASTER・PALSARデータの処理・解析を実施し、石
油資源探査等に活用された。
また、打ち上げ後10年を経過し、全球の陸域データをほぼ取
得したASTERのデータを用いてグローバルなDEM（3次元の地
形モデル）としては世界最高精度で世界最大規模のデータで
あるASTER GDEMの作成を行い、平成21年6月末に全世界向
けに公開した。平成22年2月末までに、約310万タイルを配付
（1タイル：緯度1度×経度1度。全球で22,600タイル（→全球約
140個分を配付済み））。

石油資源探査に関する探鉱理論は進化しており、また資源探査
技術へのニーズも多様化している。引き続き、研究開発を継続す
るものの、研究の段階毎に石油開発事業者等のユーザの視点
から研究を検証する必要がある。

ASTERは10年を超える継続を行った結果、全
球の陸域データを取得した。長期的なデータ
の整備により、石油探査に効果を発揮するほ
か、グローバルなDEM（3次元の地形モデル）
としては世界最高精度で世界最大規模の
データであるASTER GDEMの作成を行った。
PALSARは現時点で世界唯一のLバンド合成
開口レーダ（森林等を透過して地形を観測す
ることが可能）であり、森林等に隠れた地形を
分析し、石油埋蔵可能性地域の抽出に効果
を発揮している。その他、ブラジルの森林伐採
の監視等にも用いられている。

51601

○２０１０年度までに、化石燃料の生産技術石
油・天然ガス等の化石燃料の生産・利用を拡
大するため、ＣＯ２を用いたEOR技術（増進回
収法）、大水深油ガス田開発生産技術、ERD
（大偏距掘削）を用いた低コスト掘削技術等を
開発する。【経済産業省】

石油開発促
進事業費

経済産業省
石油・天然
ガス課

14 24 426 428 380

大水深油ガス田開発を可能にする
モノコラムハル型浮遊式掘採装置
の共同研究をペトロブラスと行い、
船級協会によるシステムの安全性
の承認が得られたところ。

400 372
CO2EOR、大水深油ガス田開発技術について、新たな国際共
同研究を開始するための準備等を行った。

2010年度以降も引き続き、CO2EOR、大水深油ガス田開発及び
掘削コスト削減に関する基礎研究または国際共同研究を実施
し、個別課題を抽出、解決していく。

現在、これらの分野については世界的に技術
開発競争が行われており、我が国企業及び
JOGMECにおいても共同して研究開発を行っ
ている。現在の油ガス田開発においては、権
益取得にあたって、高い技術レベルを持って
いなければ、入札に参加することもできない傾
向にあり、我が国企業の技術力を維持してい
くことが重要。

51602

○２００８年度までに陸域での産出試験を実
施し、我が国周辺地域に賦存するメタンハイド
レートに適用する生産手法の検証を行い、メ
タンハイドレートの産出技術日本周辺海域で
のメタンハイドレート賦存有望地域を選定す
る。【経済産業省】

メタンハイド
レート開発促
進事業委託
費【２０年度
名称：メタン
ハイドレート
開発促進委
託費】

経済産業省
石油・天然
ガス課

14 30 3980 4014 2533

平成19年度はカナダとの共同研究
による陸上産出試験を行い、世界
で初めてメタンガスの連続生産に成
功。平成20年度は、これまでの成果
をまとめ、外部有識者による評価を
実施。その結果、来年度以降も研
究を継続することで合意が得られた
ところ。

4,526 4,543 - 目標達成済み -

51603
◇２０１８年度までに日本周辺海域のメタンハ
イドレートの商業的産出のための技術を確立
する。【経済産業省】

メタンハイド
レート開発促
進事業委託
費【２０年度
名称：メタン
ハイドレート
開発促進委
託費】

経済産業省
石油・天然
ガス課

14 30 3980 4014 2533

平成19年度はカナダとの共同研究
による陸上産出試験を行い、世界
で初めてメタンガスの連続生産に成
功。平成20年度は、これまでの成果
をまとめ、外部有識者による評価を
実施。その結果、来年度以降も研
究を継続することで合意が得られた
ところ。

4,526 4543
我が国周辺海域における第１回海洋産出試験の実施に向け
て事前調査や設備検討等の準備等を行った。

2009年度以降も研究開発を継続し、我が国周辺海域での産出
試験等に取り組み、メタンハイドレート生産技術の検証と商業的
産出に必要となる技術の整備を目指す。

我が国の技術力は現時点で世界のトップレベ
ルだが、世界各国も研究開発を加速させてい
る。　我が国としては、現況のアドバンテージ
を活かせるパートナーとの互恵的な協力関係
の下で、早期の実用化を目指すとともに、引き
続き世界を牽引する技術力を維持していくこと
が重要である。

51701

○２０１０年度までに重質残油をクリーン燃料
に転換する技術、重質油（脱瀝油）水素化分
解の高分解触媒技術、流動接触分解装置低
位熱回収技術等を確立する。【経済産業省】

石油精製等
高度化技術
開発事業、
重質残油ク
リーン燃料
転換プロセ
ス技術開
発、石油精
製高度機能
融合技術開
発、石油燃
料次世代環
境対策技術
開発費補助
金、革新的
次世代石油
精製等技術
開発

経済産業省
石油精製
備蓄課

13 23 9683 11618 12955

○重質残油を原料とし、低環境負
荷で高品質の液体燃料へ高効率に
転換する技術を開発し、ＧＴＬ等他
分野への展開を含め、実用化に向
けた取組を進めた。
○低水素消費型脱硫技術について
は、長期運転研究を実施し、実用化
に向けて技術を確立した。
○低位熱回収システム技術につい
ては実証研究による性能評価を実
施した。

8665 4013

重質油を高温・短時間で選択的に分解し、高オクタン価ガソリ
ン基材や石油化学原料を得る世界初のプロセスである「重質
油対応型高苛酷度流動接触分解技術」について、テストプラ
ント建設を開始した。

原油の重質化・需要の白油化に対応した技術開発、石油の高
度・効率的な利用を進めるため技術開発等を実施する。

「重質油対応型高苛酷度流動接触分解技術」
は、世界初となるプロセスを活用した革新的
技術であり、世界中の石油精製関連企業や
サウジアラビア等の産油国等から次世代技術
として注目されている。

51702
○２０１０年度までに、石油精製物質等に係る
簡易で迅速な有害性評価技術を確立する。
【経済産業省】

石油精製物
質等簡易有
害性評価手
法開発

経済産業省
化学物質
管理課

18 22 500 400 250

in vitro試験手法では、発がん性に
ついて、Bhas42細胞は形質転換試
験の再現性を確認し、催奇形性に
ついては、心筋分化についてマウス
ES細胞の発光細胞を樹立し、免疫
毒性については、３種の免疫細胞
について発光細胞を樹立した。トキ
シコゲノミクス手法では、既存化学
物質の２８日間反復投与実験を行
い、RNA取得を進め、500を超える
遺伝子発現プロファイル取得、解析
し、毒性評価バイオマーカー候補を
抽出した。

250 225

in vitro試験手法では、発がん性試験についてBhas 42細胞に
よる形質転換試験法のOECDテストガイドライン化を目指し、
国際バリデーション及び細胞の性状解析を実施するとともに、
OECDに同法を新規テストガイドラインとして提案した。トキシコ
ゲノミクス手法では、化学物質評価用遺伝子発現データセット
の抽出・同定を行い、それらのデータセットから特許出願を行
うとともに、遺伝子発現プロファイルの国際共通フォーマットで
の公開を開始した。

in vitro試験手法では、発がん性、催奇形性、免疫毒性について
プロトコールを作成するとともに、効率的に多色発光させる基盤
技術を完成する。トキシコゲノミクス手法では、取得した遺伝子発
現プロファイルを単一のデータ集合体に編纂し、毒性参照データ
ベースを構築し、新規・有用な毒性評価バイオマーカーを選択す
る。

Bhas 42細胞による形質転換試験法のOECD
テストガイドライン化を目指している。
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51703
◇石油の精製・利用の際に生じる大気・水質・
土壌等への環境負荷物質の削減・処理技術
を開発する。【経済産業省】

石油精製等
技術開発
石油精製汚
染物質低減
等技術開発

経済産業省
石油精製
備蓄課

11 19 290 73 0

○石油精製プロセスにおける熱利
用高度化、運転最適化、設備管理
における技術開発を行い、製油所
における省エネ効果及びCO2排出
抑制を図り、我が国における他の製
油所へも波及する効果を含めて、
国内製油所総CO2排出量約4,383
万ton-CO2/年(2001年度)の約５％
(200万ton-CO2/年)の削減を可能と
する技術の開発となった。

○製油所における精製廃棄物・排
出物削減、汚染土壌処理における
技術開発を行い、製油所における
廃棄物発生の抑制及び汚染物質の
効率的な処理を図り、我が国におけ
る他の製油所へも波及する効果を
含めて、最終処分廃棄物量として国
内製油所総廃棄量約2.5万ton/年
の約30％(1.0万ton/年)の削減を可
能とする技術の開発となった。

0 0 -

本事業で対象とした課題は、国内のみならず国外においても重
要課題であり、限られた研究期間内で得られた成果を以て、即、
実用化・事業化できるテーマは限定されるものの、大部分のテー
マにおいて今後も弛みない努力を重ねることによって事業化が
可能となることが期待できる。従って、今後も引き続き戦略的に
継続・発展させることが強く望まれる。

-

51801
○２００９年度までに低品位炭の有効利用技
術を確立する。【経済産業省】

石炭生産技
術開発

経済産業省 石炭課 18 21 985 945 850

600t/d大型実証プラントの建設を完
了。また、プラントの運転、保守等を
行う現地技術者に対し、３トン／日
プラントの試験運転に係る研修等の
教育を行うとともに、プラント運転用
試験炭について０．１トン／日や３ト
ン／日プラント等での試験を実施
し、データを取得。

958 －
600t/d大型実証プラントを用いた運転試験を実施し、運転
データの解析を行った。また、運転試験により製造された成型
炭の実験室レベルでの製品評価試験を実施。

運転試験実施中にプラント主要機器が破損し、機器の改修等に
不測の日数を要したため、連続運転等の確認試験が未実施であ
る。
よって、600t/d規模のプラントによる低品位炭改質技術の確立を
図るための連続運転及び商業化に向けた成型炭評価（実機ボイ
ラでの燃焼試験等）を行う。

本事業で実証中の「低品位炭改質技術」は、
我が国独自の新規技術であるが、これまでの
基礎試験等の技術開発の結果、商業化可能
な技術、経済性、市場性を有する先進的な技
術である。そのため、低品位炭賦存量の多い
産炭国において、当該技術の商業化に対する
期待が高まっている。商業化されれば、産炭
国のエネルギー需給構造の緩和が図られる
とともに、我が国の石炭安定供給にも資する
ものである。

51802
○２０１０年度までにインドネシアにおいて１ｔ
／ｄの石炭液化技術の実証プラントを建設す
る。【経済産業省】

石炭生産・
利用技術振
興（ＰＧ外事
業分）

経済産業省 石炭課 19 25
1478の
内数

1470の
内数

△△
インドネシア側と事業実施体制を調
整中

1,424の内数 1,350の内数 インドネシア側と事業実施方針を調整 事業実施方針の調整

51803
○２００７年度までにハイパーコール利用高効
率燃焼技術については、０．１ｔ／ｄベンチプラ
ントでの製造技術を確立する。【経済産業省】

石炭生産・
利用技術振
興（ＰＧ）

経済産業省 石炭課 15 24
1570の
内数

2523の
内数

3596の
内数

0.1ｔ/ｄベンチプラントでハイパーコー
ルの連続製造技術を開発し、さら
に、収率60%以上、灰分200ppm以
下、アルカリ分（Na+K）0.5ppm以下
の品質を連続的に達成する技術を
確立した。

- - 目標達成済 - -

51804

○２００６年度までに燃料電池用石炭ガス製
造技術については、１５０ｔ／ｄパイロットプラン
トで石炭ガス化技術を確立する。【経済産業
省】

石炭生産・
利用技術振
興（ＰＧ）

クリーン・
高効率で
世界をリー
ドする石炭
ガス化技
術

経済産業省 石炭課 15 24
1570の
内数

2523の
内数

3596の
内数

石炭ガス化技術の確立を行うため、
石炭使用量１５０ｔ／ｄのパイロットプ
ラントを設置し、試験運転を実施し
た。石炭ガス化性能、ガス精製性能
等の開発目標を全て達成すること
ができ、国産の先進的な酸素吹ガ
ス化技術を確立した。

- - 目標達成済 - -

51805

○２００９年度までに、石炭ガス化複合発電
（IGCC）については、実証機において送電端
効率４０．５％（商用機４６～４８％相当、数値
は全て（ＨＨＶ）高位発熱量ベース）を達成する
技術を確立する。【経済産業省】

噴流床石炭
ガス化発電
プラント開発
費補助金

クリーン・
高効率で
世界をリー
ドする石炭
ガス化技
術

経済産業省
電力基盤
整備課

11 21 7000 1596 2067

2007年9月に実証機（250MW）の建
設が完了し、2008年度は2,000時間
の運転試験等において目標の発電
効率を達成できることを確認した。

1200 -
実証試験として5,000時間耐久性確認試験を実施中。耐久性
確認試験後は、設備点検を行い耐久性を評価する予定。

現在の実証試験において送電端効率40.5％が達成されれば、今
後は商用機ベースにおいて46～48％を達成するために商用機
の早期導入が課題となる。

商用機ベースで発電効率46％～48％（送電
端HHV）を目標とした空気吹きIGCCの実証試
験に取り組んでいるのは我が国のみであり、
実用化すれば石炭火力における世界最高効
率の技術を獲得し、国内におけるエネルギー
セキュリティの確保とともに日本の産業競争
力の向上にも寄与することができる。

51806

○２０１０年までに、超々臨界圧発電について
は、主蒸気温度７００℃級（送電他効率46%、
HHV）の成立可能性を検討する。【経済産業
省】

先進超々臨
界圧火力発
電実用化要
素技術開発
費補助金

経済産業省
電力基盤
整備課

20 28 - - 200

事業実施者からなる「A-USC開発
推進委員会」を活用し、事業実施者
間の連携を図り、システムの基本設
計、ボイラ・タービンの要素技術開
発等を行い、A-USCの成立可能性
を検討した。

743 743

3種類のNi基材料でボイラ大径管を試作するとともに、加工試
作、溶接試験を行った。
タービン弁材料摺動試験を行い、弁材料の見通しを得ること
ができた。

目標達成に対してボイラ・タービン要素技術の検証が課題であ
り、実機に開発要素を組み込んだ実缶試験を行うと共に、700℃
以上の温度でタービン回転試験を実施する。

技術開発は最も先行しているヨーロッパに10
年程度先行されていたが、この1年間でキャッ
チアップに向けた体制、技術的な基礎を整え
ることができた。日本の産業競争力の向上の
ためにも技術開発を着実に進めることが必
要。

51807
◇２０１５年度までに石炭液化技術について
は、商用化技術を確立する。【経済産業省】

石炭生産・
利用技術振
興（ＰＧ外事
業分）

経済産業省 石炭課 19 25
1478の
内数

1470の
内数

△△
インドネシア側と事業実施体制を調
整中

1,424の内数 1,350の内数 インドネシア側と事業実施方針を調整 事業実施方針の調整
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51808
◇２０１２年度までにハイパーコール利用高効
率燃焼技術については、石炭無灰化の商用
化技術を確立する。【経済産業省】

石炭生産・
利用技術振
興（ＰＧ）

経済産業省 石炭課 15 24
1570の
内数

2523の
内数

3596の
内数

△△
常圧のガスタービン基礎燃焼試験
でハイパーコールの燃焼可能性を
確認。

- - - - -

51809

◇２０３０年を目処に、超々臨界圧発電につい
ては、主蒸気温度８００℃級（送電端効率48%
以上、HHV）の実用化を実現する。【経済産業
省】

先進超々臨
界圧火力発
電実用化要
素技術開発
費補助金

経済産業省
電力基盤
整備課

20 28 - - 200

事業実施者からなる「A-USC開発
推進委員会」を活用し、事業実施者
間の連携を図り、システムの基本設
計、ボイラ・タービンの要素技術開
発等を行い、A-USCの成立可能性
を検討した。

743 743

3種類のNi基材料でボイラ大径管を試作するとともに、加工試
作、溶接試験を行った。
タービン弁材料摺動試験を行い、弁材料の見通しを得ること
ができた。

目標達成に対してボイラ・タービン要素技術の検証が課題であ
り、実機に開発要素を組み込んだ実缶試験を行うと共に、700℃
以上の温度でタービン回転試験を実施する。

技術開発は最も先行しているヨーロッパに10
年程度先行されていたが、この1年間でキャッ
チアップに向けた体制、技術的な基礎を整え
ることができた。日本の産業競争力の向上の
ためにも技術開発を着実に進めることが必
要。

51901
○２０１０年度までに商業規模でのＧＴＬ製造
技術、ＤＭＥの直接合成技術、ＤＭＥ燃料利
用機器技術を確立する。【経済産業省】

天然ガスの
液体燃料化
（ＧＴＬ）技術
実証研究

石油に代
わる自動
車用新液
体燃料
（GTL）の
最先端製
造技術

経済産業省
石油・天然
ガス課

18 22 1710 6867 6000

液体燃料化に必要な触媒開発等の
要素技術の開発を進めるとともに、
平成２１～２２年度に予定している
実証試験のためのプラント設計・建
設を実施した。

3802 2500

我が国独自のＧＴＬ技術（天然ガスを原料として石油製品を製
造する技術）を確立するために、商業規模（日産１万５千バー
レル／系列以上）の前段階となる日産５００バーレルの実証プ
ラントの運転を通じた研究を行った。

実証プラントを用いた実証試験を行い、商業化に向けた課題を
抽出する等により成果を確認する。

我が国のＧＴＬ技術は天然ガスに含まれるＣＯ
２を除去せずに原料として活用する世界初の
技術であるため、設備コストの低減及びＣＯ２
含有ガス田の開発促進が期待される。

52001

○２００７年までに１７００℃級及び高湿分空気
利用ガスタービンの技術を開発し、商用機に
おいて、それぞれ送電端効率５６％以上及び
５１％以上（共に高位発熱量ベース）を実現す
る。【経済産業省】

高効率ガス
タービン実用
化技術開発

経済産業省
電力基盤
整備課

16 23 783 331 540

2007年度までに1,700℃級及び高湿
分空気利用ガスタービンの商用機
における発電効率の実現可能性を
ラボレベルで確認し、2008年度以降
はその成果を活用した技術開発を
実施。

1645 3081

○1700℃級ガスタービン
燃焼器、タービン、圧縮機の各要素に対して、実機に近い条
件での試験を実施し、取得したデータからコンセプトの妥当性
を確認した。遮熱コーティングについて、高耐久性成分の検討
と成膜条件についてのデータを取得した。
○高湿分空気利用ガスタービン（AHAT）
高湿分圧縮機、高湿分再生熱交換器、高湿分燃焼器、高湿
分翼冷却の各種要素試験を行うとともに３ＭＷ級検証機によ
りシステム成立性を確認した。

目標とする熱効率を達成するためには、現在行っている実用化
技術開発の成果を用いて商用機により近い規模での実証試験
等を実施し、信頼性等を確認する必要がある。

○1700℃級ガスタービン
日本の産業競争力の向上に寄与する世界初
の1700℃級ガスタービンの開発に向けて、各
要素とも先進的な研究を実施している。開発
した技術は、同じく世界初の1600℃級の設計
に適用済み。
○高湿分空気利用ガスタービン（AHAT）
高湿分空気を利用した高効率ガスタービン発
電技術の確立は、世界でも例がないため、実
用化すれば日本の産業競争力の向上に寄与
することができる。

52002

○２０１０年までに高温・高腐食環境下におい
て優れた特性を示す超高純度Cr-Fe系材料
の量産化のための基礎技術を確立する。【経
済産業省】

発電プラント
用高純度金
属材料の開
発

経済産業省
非鉄金属
課

17 21 400 400 390

量産化に必須な溶解炉大型化に対
応可能なルツボ・耐火材の基礎技
術確立。

300 70 目標達成済
発電プラント用高純度金属材料の開発を継続し、成果を確認す
る。

超高純度金属材料を開発し、発電設備の蒸
気配管等の大型重要構造部材耐熱材料に実
用化することは、従来の金属材料では不可避
であった腐食による割れ等の発生を抑制し、
発電設備の一層の安全確保を図るとともに、
高温材料の開発によりエネルギー効率の改
善を図るため実用化すれば日本の産業競争
力の向上に寄与する。

52003
◇２０１５年までに、高効率ガスタービンの実
用化に向け、既存技術と同等以上の耐久性・
経済性等を実現する。【経済産業省】

高効率ガス
タービン実用
化技術開発

経済産業省
電力基盤
整備課

16 23 783 331 540

2007年度までに1,700℃級及び高湿
分空気利用ガスタービンの商用機
における発電効率の実現可能性を
ラボレベルで確認し、2008年度以降
はその成果を活用した技術開発を
実施。

1645 3081

○1700℃級ガスタービン
燃焼器、タービン、圧縮機の各要素に対して、実機に近い条
件での試験を実施し、取得したデータからコンセプトの妥当性
を確認した。遮熱コーティングについて、高耐久性成分の検討
と成膜条件についてのデータを取得した。
○高湿分空気利用ガスタービン（AHAT）
高湿分圧縮機、高湿分再生熱交換器、高湿分燃焼器、高湿
分翼冷却の各種要素試験を行うとともに３ＭＷ級検証機によ
りシステム成立性を確認した。

目標とする熱効率を達成するためには、現在行っている実用化
技術開発の成果を用いて商用機により近い規模での実証試験
等を実施し、信頼性等を確認する必要がある。

○1700℃級ガスタービン
日本の産業競争力の向上に寄与する世界初
の1700℃級ガスタービンの開発に向けて、各
要素とも先進的な研究を実施している。開発
した技術は、同じく世界初の1600℃級の設計
に適用済み。
○高湿分空気利用ガスタービン（AHAT）
高湿分空気を利用した高効率ガスタービン発
電技術の確立は、世界でも例がないため、実
用化すれば日本の産業競争力の向上に寄与
することができる。

52004

◇２０２０年までに、高耐熱・高耐食・高強度特
性を有した材料を開発し、天然ガス発電の更
なる高信頼性・高効率化を図る。【経済産業
省】

発電プラント
用高純度金
属材料の開
発

経済産業省
非鉄金属
課

H17 H21 400 400 390

量産化に必須な溶解炉大型化に対
応可能なルツボ・耐火材の基礎技
術確立。

300 70 目標達成済
発電プラント用高純度金属材料の開発を継続し、成果を確認す
る。

超高純度金属材料を開発し、発電設備の蒸
気配管等の大型重要構造部材耐熱材料に実
用化することは、従来の金属材料では不可避
であった腐食による割れ等の発生を抑制し、
発電設備の一層の安全確保を図るとともに、
高温材料の開発によりエネルギー効率の改
善を図るため実用化すれば日本の産業競争
力の向上に寄与する。

52101

○２００７年度までに、天然ガスを燃料とした、
新燃焼方式による８ＭＷクラス高効率ガスエ
ンジンを開発する。あわせて、それを利用した
高出力コンバインドシステムを開発する。【経
済産業省】

超高効率天
然ガスエン
ジン・コンバ
インドシステ
ム技術開発

経済産業省
ガス市場整
備課

17 19 293 82 －

【ガスエンジン単体目標】出力・発電
効率・総合効率・ＮＯｘ値とも開発目
標を達成【コンバインドシステム目
標】発電効率について開発目標を
達成

－



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

52201

○２００８年度までに、二酸化炭素を分離・回
収するコストを現状の半分程度とするような吸
収液、回収システムを開発する。【経済産業
省】

低品位廃熱
を利用する
二酸化炭素
分離回収技
術開発

経済産業省
地球環境
技術室

16 20 650 481 400

新吸収液の開発および低品位廃熱
回収技術の開発により、二酸化炭
素の分離回収ｺｽﾄの大幅な低減
(3000円/t-CO2)を達成した。

0 - - - 20年度終了

52202

◇２０２０年頃までに、二酸化炭素を分離・回
収するコストを１０００円／tCO2程度とするよう
な吸収液、回収システムの開発及び、圧力を
有するガスから二酸化炭素を効率的に分離
する分離膜を開発する。【経済産業省】

分子ゲート
機能ＣＯ２分
離膜の技術
研究開発

経済産業省
地球環境
技術室

18 22 102 78 650

IGCC等の圧力ガスからのCO2分離
を対象に世界最高性能となる
CO2/H2選択性：30を達成すると共
に、実機サイズ膜モジュールの開発
を推進中である。

930 332

膜素材を改良するとともに、実機サイズ膜モジュールの試作
機の開発を行った。また試作した複合膜モジュールを用いた
石炭ガス化実ガス流通試験を実施し、実機サイズ膜モジュー
ルの評価・技術課題の抽出を行い、改善策の検討を行った。

CO2分離の選択性の目標を達成するため、薄膜形成技術や強
度強化手法の開発が必要。また、実機サイズ膜モジュールの確
立のため、スケールアップに対応した製造技術の開発が必要。

二酸化炭素回収・貯留（CCS）は、大気中の
CO2を大幅に削減することができる有力なオ
プションとして国内外で注目を集めており、G8
サミット首脳宣言などにおいても２０２０年に
CCSを実用化することが宣言されている。そ
の実用化、普及に向けて課題となる分離・回
収コストの低減を図るための技術開発は非常
に重要。

二酸化炭素
回収技術高
度化事業

地球環境
技術室

－ 180 - - - 22年度新規

52203

◇２０１５年からの国内での地中帯水層貯留
の実適用を実現するため、２０１２年までに①
地中貯留の要素技術とトータルシステムの確
立、②CO2地中挙動の理解と安全評価手法･
基準の整備、③貯留層賦存量の調査･評価に
よる国内地質データのデータベース化、④社
会受容の獲得と社会システムの整備に必要
な技術を確立する。また、京都議定書第１約
束期間中においてCDMプロジェクトとして実現
するために必要な技術を確立する。【経済産
業省】

二酸化炭素
削減技術実
証試験委託
費【平成21
年度新規予
算】

経済産業省
地球環境
技術室

20(補
正）

25 - - 1000 - 9,748 5,900
実証試験の候補地点のおいて、既存データを用いた地層評
価、弾性波探査による地質構造調査や地盤調査を行い、地質
の評価を実施した。

ＣＣＳについて、ＣＯ２分離回収・輸送・圧入設備の建設から貯留
までの一連の作業の実施、及びＣＯ２の挙動や漏洩に関するモ
ニタリングまでを行い、得られる運転データ等から実用化に向け
た技術的な課題の検証等が必要。

二酸化炭素回収・貯留（CCS）は、大気中の
CO2を大幅に削減することができる有力なオ
プションとして国内外で注目を集めており、G8
サミット首脳宣言などにおいても２０２０年に
CCSを実用化するするため、大規模実証事業
を行い、その技術を確立することが宣言され
ている。我が国においても大規模実証による
実用化の実現、安全・環境面も含めた実用化
促進のための制度・環境整備などを推進する
ことは非常に重要。

52203

◇２０１５年からの国内での地中帯水層貯留
の実適用を実現するため、２０１２年までに①
地中貯留の要素技術とトータルシステムの確
立、②CO2地中挙動の理解と安全評価手法･
基準の整備、③貯留層賦存量の調査･評価に
よる国内地質データのデータベース化、④社
会受容の獲得と社会システムの整備に必要
な技術を確立する。また、京都議定書第１約
束期間中においてCDMプロジェクトとして実現
するために必要な技術を確立する。【経済産
業省】

二酸化炭素
地中貯留技
術研究開発
【平成２１年
度より、「二
酸化炭素の
海洋隔離に
伴う環境影
響予測技術
開発」と統合
し「二酸化炭
素貯留隔離
技術研究開
発」に名称変
更】

経済産業省
地球環境
技術室

12 24 1200 1020 604

・長岡での地中貯留実証試験にお
いて、モニタリングを実施した。
・CO2挙動ｼﾐｭﾚｰﾀｰを開発し、圧入
したCO2が長期間帯水層に貯留さ
れることを予測した。
・大～中規模CO2排出源近傍の貯
留層の地質情報や地震探査データ
解析により、貯留層分布と貯留量等
を明確にした。
・海外のCCS研究機関等と連携をと
ると共に、ＣＣＳ実施に対する理解
促進活動を実施した。

580 580

CO2地中貯留の安全評価手法の確立に向けて、圧入された
CO2挙動モニタリング技術の開発のため、常設型海底ケーブ
ル式監視システムを開発し、圧入後の長期挙動予測技術の
開発のため、比抵抗と弾性波の同時観測試験を行い、観測精
度の向上を図った。

二酸化炭素隔離貯留技術の確立のためには、安全性評価や社
会的信頼醸成を高めることが重要であり、それを達成するために
も、地層評価などの基盤技術の確立に注力することが必要。

二酸化炭素回収・貯留（CCS）は、大気中の
CO2を大幅に削減することができる有力なオ
プションとして国内外で注目を集めており、G8
サミット首脳宣言などにおいても２０２０年に
CCSを実用化することが宣言されている。そ
の実用化、普及に向けて課題となる安全性向
上のための技術開発は非常に重要。

二酸化炭素
挙動予測手
法開発事業

地球環境
技術室

－ 400 - - - 22年度新規

52204
◇２０１５年頃までに、二酸化炭素を地中帯水
層、炭層や海洋へ長期安定的に貯留・隔離す
る技術を確立する。【経済産業省】

二酸化炭素
削減技術実
証試験委託
費【平成21
年度新規予
算】(再掲）

経済産業省
地球環境
技術室

20(補
正）

25 - - ※1,000 - 再掲 再掲 再掲

52204
◇２０１５年頃までに、二酸化炭素を地中帯水
層、炭層や海洋へ長期安定的に貯留・隔離す
る技術を確立する。【経済産業省】

二酸化炭素
地中貯留技
術研究開発
【平成２１年
度より、「二
酸化炭素の
海洋隔離に
伴う環境影
響予測技術
開発」と統合
し「二酸化炭
素貯留隔離
技術研究開
発」に名称変
更】（再掲）

経済産業省
地球環境
技術室

12 24

・長岡での地中貯留実証試験にお
いて、モニタリングを実施した。
・CO2挙動ｼﾐｭﾚｰﾀｰを開発し、圧入
したCO2が長期間帯水層に貯留さ
れることを予測した。
・大～中規模CO2排出源近傍の貯
留層の地質情報や地震探査データ
解析により、貯留層分布と貯留量等
を明確にした。
・海外のCCS研究機関等と連携をと
ると共に、ＣＣＳ実施に対する理解
促進活動を実施した。

再掲 再掲 再掲



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

52204
◇２０１５年頃までに、二酸化炭素を地中帯水
層、炭層や海洋へ長期安定的に貯留・隔離す
る技術を確立する。【経済産業省】

二酸化炭素
の海洋隔離
に伴う環境
影響予測技
術開発
【平成２１年
度より、「二
酸化炭素地
中貯留技術
研究開発」と
統合し「二酸
化炭素貯留
隔離技術研
究開発」に名
称変更】

経済産業省
地球環境
技術室

14 23 300 290 100

・深海生物のＣＯ２影響把握のた
め、現場型閉鎖系実験装置による
深度４００ｍでの生物影響実験を実
施した。
・海水中のＣＯ２挙動把握のため、
天然ＣＯ２海底流出海域において観
測を実施した。
・ＣＯ２挙動予測モデルを改良し、年
間５千万トンＣＯ２の海洋隔離ケー
ススタディを実施した。
・海洋隔離の認知向上に向け、第
31回ロンドン条約科学会合サイエン
スデーで「海洋酸性化の生物影響」
について報告を行った。

２０年度で事業終了 - -

52301

○２００９年度までに、超電導線材作製技術で
は、イットリウム系超電導線材の基盤技術（長
さ≧500m、臨界電流≧300A/cm幅（77K，
0T）、≧30A/cm幅（77K，3T））を確立する。
【経済産業省】

「超電導応
用基盤技術
開発（第Ⅱ
期）」

電源や利
用形態の
制約を克
服する構
成の電力
貯蔵技術

経済産業省
非鉄金属
課

15 19 3277.5 3020 -

「超電導応用基盤技術開発（第Ⅱ
期）」プロジェクトにおいて2007年度
に目標（長さ≧500m、臨界電流≧
300A/cm幅（77K，0T）、≧30A/cm
幅（77K，3T））達成した。

- - - 達成済み

海外（米国・韓国など）におけるイットリウム系
超電導線材の開発や機器応用の動きが活発
化している。国際競争力確保の観点から、継
続的な研究開発が必要である。

52302

○２００９年までに、超電導応用機器に関して
は、イットリウム系超電導線材を用いた送電
ケーブルの基盤技術である低コスト線材導体
化、低損失導体構成、接続技術を確立すると
ともに、変圧器の基盤技術である低交流損失
化、大電流容量化、絶縁技術を確立する。
【経済産業省】

「超電導応
用基盤技術
開発（第Ⅱ
期）」

電源や利
用形態の
制約を克
服する構
成の電力
貯蔵技術

経済産業省
非鉄金属
課

15 19 3277.5 3020 -

「超電導応用基盤技術開発（第Ⅱ
期）」プロジェクトの機器要素技術開
発として2007年度に目標（ケーブル
の低コスト線材導体化など、変圧器
の低交流損失化など）達成した。

- - - 達成済み

海外（米国、韓国など）における超電導ケーブ
ルおよび変圧器の開発が活発化している。国
際競争力確保の観点から、継続的な研究開
発が必要である。

52303

◇２０２０年までに、超電導線材作製技術で
は、イットリウム系超電導線材によって、100A
の電流を流すのに必要な線材の直径が従来
の銅線の1/100で済み、送電損失は現状比
70%以上の低減効果があり、かつ線材コストが
同等の技術を確立する。【経済産業省】

イットリウム
系超電導電
力機器技術
開発

電源や利
用形態の
制約を克
服する構
成の電力
貯蔵技術

経済産業省
電力基盤
整備課

20 24 3000

現在、イットリウム系超電導線材の
開発を進めており、ケーブル対応線
材として目標としている限界電流50
ｋA/cm2達成に向け、耐力試験を実
施中。

3000 2916
電力機器用超電導線材の、低コスト化のための高速製造技
術開発（厚膜化、高速化など）を実施した。

順調に進捗しており、今後、線材の歩留り向上、高性能化、さら
なる低コスト化のための技術開発が必要。

海外（米国・韓国など）におけるイットリウム系
超電導線材の開発や機器応用の動きが活発
化している。国際競争力確保の観点から、継
続的な研究開発が必要である。

52304

◇２０２０年頃を目処に、超電導応用機器に関
しては、イットリウム系線材等による超電導電
力ケーブル及び超電導変圧器を開発する。
【経済産業省】

イットリウム
系超電導電
力機器技術
開発

電源や利
用形態の
制約を克
服する構
成の電力
貯蔵技術

経済産業省
電力基盤
整備課

20 24 ー ー 3000

現在、イットリウム系超電導線材の
開発を進めており、ケーブル対応線
材として目標としている限界電流50
ｋA/cm2達成に向け、耐力試験を実
施中。

3,000 2,916

【電力ケーブル】
大電流ケーブルの交流損失低減化技術、モデル導体の曲げ
特性評価、5kA級電流リード試作・評価を実施した。また、高
電圧ケーブルの電気絶縁材料の選定、ケーブル絶縁設計、
終端接続部設計・試作、交流損失低減化技術の開発を実施し
た。
【変圧器】
変圧器巻線化技術として、低損失巻線モデルの検討、短絡電
流モデルの設計・試作を実施した。変圧器用冷凍機として、膨
張タービン・ターボ式圧縮機・熱交換器の小型化・効率化等を
検討した。さらに、変圧器の限流機能検証として、４巻線構造
モデルによる特性試験を行い、数100kVA限流機能付加変圧
器の設計検討を実施した。

電力ケーブルおよび変圧器の開発に向けて、機器の信頼性検
証、低コスト化が必要。

海外（米国、韓国など）における超電導ケーブ
ルおよび変圧器の開発が活発化している。国
際競争力確保の観点から、継続的な研究開
発が必要である。

52401

○２０１０年までに、低コスト化（系統安定化
用、負荷変動補償用のライフサイクルコストを
それぞれ5万円/kW、14万円/kW）、高信頼性
化（冷凍機平均故障間隔2万時間以上）等を
達成するSMESシステムコーディネーション技
術を確立すると共に、さらなる高性能化のた
め、イットリウム系線材等による大容量化、高
性能コイル等の基盤技術を開発する。【経済
産業省】

イットリウム
系超電導電
力機器技術
開発

電源や利
用形態の
制約を克
服する構
成の電力
貯蔵技術

経済産業省
電力基盤
整備課

20 24 ー ー 3000

2007年度に終了した超電導電力
ネットワーク制御技術開発事業にお
いて、コスト２万円/ｋWの低コスト
SMESの実用化に向けて実系統連
系試験を実施し運用上問題ないこ
とを確認した。現在イットリウム系超
電導線材を用いたコイルの構造等
を検討中。

3,000 2,916

2007年度に終了した超電導電力ネットワーク制御技術開発事
業において、コスト２万円/ｋWの低コストSMESの実用化に向
けて実系統連系試験を実施し運用上問題ないことを確認し
た。現在イットリウム系超電導線材を用いたコイルの構造等を
検討中。

イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥSの開発に向け、コイル
における限界電流の大容量化と機械的強度の両立及びコスト低
減が必要。

海外（米国・韓国など）におけるイットリウム系
超電導線材の開発や機器応用の動きが活発
化している。国際競争力確保の観点から、継
続的な研究開発が必要である。

52402

○２０１０年度までに、単層カーボンナノチュー
ブの高度配向技術及び大量生産技術を確立
するとともに、キャパシタ製造技術を確立する
ことで、20Wh/kgの高エネルギー密度と耐久
性を有する電気二重層キャパシタを開発す
る。【経済産業省】

カーボンナノ
チューブキャ
パシタ開発
プロジェクト

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・電源や利
用形態の
制約を克
服する構
成の電力
貯蔵技術

経済産業省

ファインセ
ラミック・ナ
ノテクロノ
ジー・材料
戦略室

18 22 300 400 400

長さ：５mmのCNT大量生産技術を
開発した。また、出力密度：
10kW/kg、エネルギー密度：
15Wh/kgを達成した。

325 205 目標達成済
カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクトを継続し、成果
を確認する。

カーボンナノチューブは日本において発見さ
れた物質であり、単層ＣＮＴの大量合成技術
であるスーパーグロース法、ＤＩＰＳ法を開発し
たなど、世界トップレベルの技術を有してお
り、世界のカーボンナノチューブに関する研究
開発をリードしている。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

52403

○２０１０年度までに、ニッケル水素系、リチウ
ム系二次電池、キャパシタ等について、大容
量化・低コストを進め、このような蓄電池等を
活用することで、系統安定化による風力・太陽
光等再生可能エネルギーの導入促進や、ク
リーンエネルギー自動車の性能向上を図る。
【経済産業省】

次世代蓄電
システム実
用化戦略的
技術開発(系
統連系円滑
化蓄電シス
テム技術開
発)

電源や利
用形態の
制約を克
服する高
性能電力
貯蔵

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

18 22 800 2600 2400

低コストで長寿命、高安全な大型の
蓄電システムを実現するためのコア
となる高精度な電池の状態検知技
術や出力安定化制御技術、低コスト
な材料製造　　および電池化技術、
開発品に適用可能なセルレベルで
の各種評価方法などを開発した。

1,700 800

要素技術開発では、新規製造法に必要な材料を開発し、コス
ト低減の基礎技術を完成した。実用化技術開発では、要素技
術開発の成果を生かしつつ、実証機を設計・製作し各種性能
を検証した。また、次世代技術開発においては、高容量化と
長寿命化の基礎技術を完成した。

実証に必要な大きさの大型電池を製作して太陽光発電、風力発
電に設置し、蓄電システムとして総合的に検証すること。

蓄電池関係の技術開発は海外でも精力的に
行われており、その中でもわが国の個々の要
素技術については世界トップレベル。また、ＩＳ
Ｏ、ＩＥＣ等での国際標準化活動についても基
盤技術開発のテーマにて取り組んでいる。

52404

◇２０２０年頃を目処に、数十～数百kWh規模
（負荷変動補償・周波数調整用）の商業ベー
スでの導入等を目指し、イットリウム系線材等
を活用したSMESの更なる高性能化等を実現
する。（再掲）【経済産業省】

イットリウム
系超電導電
力機器技術
開発

電源や利
用形態の
制約を克
服する構
成の電力
貯蔵技術

経済産業省
電力基盤
整備課

20 24 ー ー 3000

2007年度に終了した超電導電力
ネットワーク制御技術開発事業にお
いて、コスト２万円/ｋWの低コスト
SMESの実用化に向けて実系統連
系試験を実施し運用上問題ないこ
とを確認した。現在イットリウム系超
電導線材を用いたコイルの構造等
を検討中。

3,000 2,916

イットリウム系超電導線材を積層した集合導体を用いたコイル
構造を検討し、小口径コイルによる600MPa級フープ応力試験
を実施、Y系集合導体による2kA級実規模コイルでの基礎検
証試験を開始した。

イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥSの開発に向け、コイル
における限界電流の大容量化と機械的強度の両立及びコスト低
減が必要。

海外（米国・韓国など）におけるイットリウム系
超電導線材の開発や機器応用の動きが活発
化している。国際競争力確保の観点から、継
続的な研究開発が必要である。

52501

○２０１０年までに、低コスト化（系統安定化
用、負荷変動補償用のライフサイクルコストを
それぞれ5万円/kW、14万円/kW）、高信頼性
化（冷凍機平均故障間隔2万時間以上）等を
達成したSMESシステムコーディネーション技
術を確立すると共に、さらなる高性能化のた
め、イットリウム系線材等による大容量化、高
性能コイル等の基盤技術を開発する。【経済
産業省】

イットリウム
系超電導電
力機器技術
開発

電源や利
用形態の
制約を克
服する構
成の電力
貯蔵技術

経済産業省
電力基盤
整備課

20 24 ー ー 3000

2007年度に終了した超電導電力
ネットワーク制御技術開発事業にお
いて、コスト２万円/ｋWの低コスト
SMESの実用化に向けて実系統連
系試験を実施し運用上問題ないこ
とを確認した。現在イットリウム系超
電導線材を用いたコイルの構造等
を検討中。

3,000 2,916

イットリウム系超電導線材を積層した集合導体を用いたコイル
構造を検討し、小口径コイルによる600MPa級フープ応力試験
を実施、Y系集合導体による2kA級実規模コイルでの基礎検
証試験を開始した。

イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥSの開発に向け、コイル
における限界電流の大容量化と機械的強度の両立及びコスト低
減が必要。

海外（米国・韓国など）におけるイットリウム系
超電導線材の開発や機器応用の動きが活発
化している。国際競争力確保の観点から、継
続的な研究開発が必要である。

52502

○２０１０年度までに、単層カーボンナノチュー
ブの高度配向技術及び大量生産技術を確立
するとともに、キャパシタ製造技術を確立する
ことで、20Wh/kgの高エネルギー密度と耐久
性を有する電気二重層キャパシタを開発す
る。【経済産業省】

カーボンナノ
チューブキャ
パシタ開発
プロジェクト

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・電源や利
用形態の
制約を克
服する構
成の電力
貯蔵技術

経済産業省

ファインセ
ラミック・ナ
ノテクロノ
ジー・材料
戦略室

18 22 300 400 400

長さ：５mmのCNT大量生産技術を
開発した。また、出力密度：
10kW/kg、エネルギー密度：
15Wh/kgを達成した。

325 205 目標達成済
カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクトを継続し、成果
を確認する。

カーボンナノチューブは日本において発見さ
れた物質であり、単層ＣＮＴの大量合成技術
であるスーパーグロース法、ＤＩＰＳ法を開発し
たなど、世界トップレベルの技術を有してお
り、世界のカーボンナノチューブに関する研究
開発をリードしている。

52503

○２０１０年度までに、ニッケル水素系、リチウ
ム系二次電池、キャパシタ等について、大容
量化・低コスト化を進め、このような蓄電池等
を活用することで、系統安定化による風力・太
陽光等再生可能エネルギーの導入促進や、
クリーンエネルギー自動車の性能向上を図
る。【経済産業省】

次世代蓄電
システム実
用化戦略的
技術開発(次
世代自動車
用高性能蓄
電システム
技術開発)

石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

19 23 0 1700 2900

要素技術開発では、単電池の目標
120Wh/kgに対し、88～113Wh/kgの
成果が出ている。基盤技術開発に
おいては、ＩＳＯ、ＩＥＣ提案に関する
取組を計画通り進めている。

2,610 2,480

要素技術開発では、最終目標であるパック電池のエネルギー
密度１００Ｗｈ/ｋｇの９割以上を達成した。また、基盤技術開発
においては、ＩＳＯ、ＩＥＣ提案に関する取り組みを計画通り進め
ている。

構造制御によるエネルギー密度低下やサイクル特性低下など。

蓄電池関係の技術開発は海外でも精力的に
行われており、その中でもわが国の個々の要
素技術については世界トップレベル。また、
ISO、ＩＥＣ等での国際標準化活動についても
基盤技術開発のテーマにて取り組んでいる。

52504

◇２０２０年頃を目処に、数十～数百kWh規模
（負荷変動補償・周波数調整用）の商業ベー
スでの導入等を目指し、イットリウム系線材等
を活用したSMESの更なる高性能化等を実現
する。（再掲）【経済産業省】

イットリウム
系超電導電
力機器技術
開発

電源や利
用形態の
制約を克
服する構
成の電力
貯蔵技術

経済産業省
電力基盤
整備課

20 24 ー ー 3000

2007年度に終了した超電導電力
ネットワーク制御技術開発事業にお
いて、コスト２万円/ｋWの低コスト
SMESの実用化に向けて実系統連
系試験を実施し運用上問題ないこ
とを確認した。現在イットリウム系超
電導線材を用いたコイルの構造等
を検討中。

3,000 2,916

イットリウム系超電導線材を積層した集合導体を用いたコイル
構造を検討し、小口径コイルによる600MPa級フープ応力試験
を実施、Y系集合導体による2kA級実規模コイルでの基礎検
証試験を開始した。

イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥSの開発に向け、コイル
における限界電流の大容量化と機械的強度の両立及びコスト低
減が必要。

海外（米国・韓国など）におけるイットリウム系
超電導線材の開発や機器応用の動きが活発
化している。国際競争力確保の観点から、継
続的な研究開発が必要である。

52505

◇事務機器、自動車及び電力機器等へ利用
可能なキャパシタの製品化を目指し、使用状
況に応じた高エネルギー密度、高パワー密度
でありかつ、耐久性と経済性を兼ね備えた
キャパシターを開発する。【経済産業省】

カーボンナノ
チューブキャ
パシタ開発
プロジェクト

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・電源や利
用形態の
制約を克
服する構
成の電力
貯蔵技術

経済産業省

ファインセ
ラミック・ナ
ノテクロノ
ジー・材料
戦略室

18 22 300 400 400

長さ：５mmのCNT大量生産技術を
開発した。また、出力密度：
10kW/kg、エネルギー密度：
15Wh/kgを達成した。

325 205 目標達成済
カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクトを継続し、成果
を確認する。

カーボンナノチューブは日本において発見さ
れた物質であり、単層ＣＮＴの大量合成技術
であるスーパーグロース法、ＤＩＰＳ法を開発し
たなど、世界トップレベルの技術を有してお
り、世界のカーボンナノチューブに関する研究
開発をリードしている。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

52506

◇２０３０年頃を目処に、更に高性能・低コスト
な新しい蓄電池等を開発することで、風力・太
陽光等の再生可能エネルギーの導入促進
や、クリーンエネルギー自動車の性能向上を
図る。【経済産業省】

次世代蓄電
システム実
用化戦略的
技術開発(次
世代自動車
用高性能蓄
電システム
技術開発)

石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

19 23 0 1700 2900

次世代技術において,含硫黄複合正
極単電池で初期放電容量
820mAh/gを達成した。アルミニウム
金属極の可逆な析出溶解が可能で
あることが判明した。空気極側にア
ニオン交換膜を用いることで電極漏
れ進行、炭酸塩析出の抑制効果を
確認した。金属負極の三次元規則
配列多孔構造化により可逆容量が
2300mAh/gのLi金属負極の作製に
成功した。

2,610 2,480

次世代技術開発においては、５００Wh/kg以上のエネルギー
密度の実現可能性が期待される金属－空気電池の特性劣化
メカニズムが明らかとなりつつあるほか、従来の理論容量（約
780mAh/g程度）をはるかに超えた1015mAh/gの初期放電容
量を示す負極材料を開発した。

構造制御によるエネルギー密度低下やサイクル特性低下、デン
ドライト生成の抑制など。

蓄電池関係の技術開発は海外でも精力的に
行われており、その中でもわが国の個々の要
素技術については世界トップレベル。また、
ISO、ＩＥＣ等での国際標準化活動についても
基盤技術開発のテーマにて取り組んでいる。

蓄電複合シ
ステム化技
術開発

電源や利
用形態の
制約を克
服する高
性能電力
貯蔵技術

新エネル
ギー対策
課

- 0 4,343 - - - 22年度新規

52601

○２００８年までに天然ガスハイドレード（ＮＧ
Ｈ）供給システムについて、従来のＬＮＧチェー
ンによる供給に係る投資コストに対し、そのコ
ストを約１／４に低減することが可能な技術を
確立する。【経済産業省】

天然ガス未
普及地域供
給基盤確立
実証試験

経済産業省
ガス市場整
備課

18 20 105 500 285 △

NGH製造システム（NGHペレット5ト
ン／日製造）について、配管、電気・
計装工事を完成し、立ち上げ試験
運転を実施した。輸送システムにつ
いては、車載型ＮＧＨ輸送・貯蔵・再
ガス化容器を製作（輸送量5～7.5ト
ン／回（115km輸送）及び0.4トン／
回（100km輸送））し、試運転を実施
した。また、NGH再ガス化・利用シス
テムについては、280kWクラスコー
ジェネ設備及び20戸程度の社宅等
での実証試験に向け再ガス化設備
を完成した。なお、NGH製造設備の
試運転にて不具合が発生したた
め、設計確認、改造等を実施するこ
ととし、NGH製造・配送及び利用シ
ステムについての実証試験の実施
には至らなかった。（実証試験は、
H21年度に繰り越して実施）

- -
NGH製造設備の設計確認・改造等を行うとともに、設備試運転・
実証試験時のトラブル発生を防止するため、不具合対策の水平
展開を行い、実証試験を実施し、成果を確認する。

-

52602

○２００７年度までに天然ガス岩盤高圧貯蔵
について、要素研究及び実証試験により貯槽
の気密構造、高性能プラグに係る最適条件を
検討し、実機の設計技術を確立する。【経済
産業省】

次世代天然
ガス高圧貯
蔵技術開発

経済産業省
ガス市場整
備課

21 19 233 78 -

国内ではじめての気密材塑性変形
に基づく鋼製ライニング式岩盤貯槽
の試験用貯槽において、２０ＭＰａの
高圧での耐圧性・気密性を確認す
るなどの実証試験の実施とデータ
の解析及び評価を行い、鋼製ライニ
ング式岩盤貯槽の設計技術を確立
するとともに、技術基準規定試案を
作成した。これによって人工的に岩
盤貯蔵施設を設置することが技術
的に可能となった。

- - 技術の実用化に向けた諸条件の整備が必要。 -

52701

○２００７年度までに高耐久性の石油タンク
シーリング材等の材料技術、また施設の保
守・点検作業における技能・ノウハウの伝承
のための支援技術を確立する。【経済産業
省】

精密高分子
技術（石油
生産流通合
理化材料ナ
ノテクノロ
ジー技術開
発）

経済産業省 化学課 13 19 808 522 -

種々の高分子材料の表面構造制
御、表面構造解析、表面ダイナミク
ス評価に基づき、接着性制御技術、
超撥水・撥油表面の創製など表面
高機能材料を開発した。

0 0
プロジェクトで開発した高Ｌ／Ｄ二軸押出機を利用し、新規高
性能複合材料の開発など民間企業と実用化に向けた共同研
究を実施。

実用化に向け個別の材料について最適化検討を行い、撥水、撥
油性コーティング部材として広く社会に還元することが必要。

長い反応時間と高剪断賦与を利用した新規
高性能材料の創出が可能なL/D=100の高
L/D二軸押出機は世界初。

52702

○２００８年度までに原油流出事故による海岸
汚染の浄化技術、施設の配管等の腐食対策
技術、また石油流量計測技術の高度化を確
立する。【経済産業省】

マラッカ海峡
沿岸の石油
汚染に対処
できるバイオ
レメデーショ
ン技術調査

経済産業省
知的基盤
課

17 20 180 153 142

インドネシア沿岸から石油分解菌を
収集・分離し、ライブラリーを構築す
るとともに、石油分解能の解析及び
海浜模擬実験装置を用いた石油分
解試験を実施し、栄養塩添加条件
等のバイオレメディエーションの最
適化を図るとともに、石油分解代謝
物の安全性テストを行い、マラッカ
海峡沿岸国への適用可能性を確認
した。

－ － － 達成済み -

52702

○２００８年度までに原油流出事故による海岸
汚染の浄化技術、施設の配管等の腐食対策
技術、また石油流量計測技術の高度化を確
立する。【経済産業省】

石油関連施
設の微生物
腐食対策技
術調査

経済産業省
知的基盤
課

17 20 81 69 59

石油備蓄設備等からその腐食に関
与する微生物を分離・同定し、ライ
ブラリーを構築するとともに、その特
性を明らかにし、腐食対策実施のた
めの基盤的情報を整備した。

－ － － 達成済み -
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52702

○２００８年度までに原油流出事故による海岸
汚染の浄化技術、施設の配管等の腐食対策
技術、また石油流量計測技術の高度化を確
立する。【経済産業省】

計量標準基
盤技術研究

経済産業省
知的基盤
課

16 19 112 102 －

既存の石油流量計の国家標準を活
用し、民間校正事業者が有する二
次標準の液種や流量範囲を拡大す
る技術を開発し、国内の計量計量ト
レーサビリティのための基盤を整備
した。

－ － － 達成済み -

52703
○２００９年度までに長周期震動耐震性の評
価技術を確立する。【経済産業省】

石油精製プ
ラント等の耐
震性診断法
及び耐震性
向上対策法
に関する調
査

経済産業省 保安課 17 19 28.5 20 －

本事業は、短時間で簡易にできる
既存配管の耐震性診断法及び耐震
性向上対策をまとめるものである。
耐震性診断法については「配管耐
震診断指針及び要領書」、「 配管系
耐震診断支援システム」を策定し
た。更に、耐震性向上対策について
は、既存配管系耐震性向上対策事
例に関する調査検討を行い、改善
事例をまとめた。

－ － - 達成済み -

52801

○２００８年までに、中小規模の建築物を対象
とした低コストなＢＥＭＳ、住宅の室内空気環
境を確保して換気による熱負荷の最小化を可
能とするＶＯＣセンサ技術及びモニタリング併
用型換気システムを開発する。また、建築材
料等に適用可能な高性能・高機能真空断熱
材を開発する。【経済産業省】

高環境創造
高効率住宅
用ＶＯＣセン
サ等技術開
発

経済産業省
住宅産業
窯業建材
課

17 20 140 112 95

ホルムアルデヒド、芳香族及びＴ－
ＶＯＣ用の３種のセンサ素子につき
厚労省指針値の1/2濃度を検知す
るという開発目標を達成し、それぞ
れ検出器のプロトタイプを製作して
実用上の課題を抽出し、その対策
を検討した。周辺技術調査では、Ｖ
ＯＣ発生等の実態調査結果に基づ
き、換気量を最小限にとどめて省エ
ネにつなげるモニタリング併用型換
気システムを提案できた。

－ - - 達成済み -

52901

○２０１０年までに、ヒートポンプ給湯器につい
ては、５２０万台の普及目標を達成するため
給湯器の小型化・高効率化技術、寒冷地対
応型給湯器を開発する。空調・冷凍機につい
ても高効率化等の技術を開発する。【経済産
業省】

エネルギー
使用合理化
技術戦略的
開発【H21年
度から「省エ
ネルギー革
新技術開発
事業」に名称
変更】

経済産業省
省エネル
ギー対策
課

16 19

運営費
交付金
6,200の
内数

運営費
交付金
8,000の
内数

・パナソニック：圧縮機、熱交換器、
ガスクーラーの高効率化により寒冷
地対応機発売（2007.11）
・デンソー：エジェクター実装によりコ
ロナから一体型発売（2009.4）
・日立アプライアンス：スクロール圧
縮機高効率化により寒冷地対応機
発売（2009.3）

0 - - ・研究終了時の課題は、上市のための条件整備のみ -

52902

○２０１０年までに、従来型の蛍光灯より高い
省エネ性能を有し、また価格競争力をもつ高
性能白色ＬＥＤ及び、有機ＥＬによる高効率照
明技術を確立する。【経済産業省、環境省】

有機発光機
構を用いた
高効率照明
の開発

経済産業省
情報通信
機器課

18 21 400 360 360

現在一般に普及している蛍光灯照
明に代わる高性能照明としての必
要スペック（発光効率 35lm/W、高
演色性 Ra=90、寿命 1万時間）を達
成するとともに、次世代照明として
同じく期待されているLEDとの差別
化要素（面発光(10cmx10cm以上))
を技術的に達成し、当該事業の中
間年度（平成20年度）において、発
光効率25lm/Wの達成を目標とす
る。

160 -

・高演色性マルチユニット素子構造の技術開発
現状の高演色性蛍光灯の平均演色評価数に匹敵するRa＝９
５以上の高演色の白色発光を有し、輝度１，０００ｃｄ／ｍ2、か
つ、効率３５ ｌｍ／Ｗ以上の初期特性を有し、輝度半減寿命４
万時間以上の有機EL照明光源を実現。
・封止プロセス技術の開発
初期輝度１，０００ｃｄ／ｍ2以上で輝度半減寿命４万時間以上
の安定点灯が可能な放熱特性を有し、かつ、保管寿命８万時
間以上の封止性能を有する封止プロセス技術を開発。

演色性の優れた光源を実現するには、純青領域の長寿命高効
率発光材料の開発が最大のポイントであり、各国で研究開発が
進展中であるが、現状決定的な材料が開発されていない。

演色性の優れた光源を実現するには、純青
領域の長寿命高効率発光材料の開発が最大
のポイントであり、各国で研究開発が進展中
であるが、現状決定的な材料は開発されてい
ない。企業間の連携・産学連携を軸に研究開
発を行う必要がある。
　また、材料開発、光源の構造開発及び製造
プロセス技術開発と広範に渡る専門技術が必
要であることから、垂直連携体制による遂行
が望まれ、さらに寿命支配要因の解明のため
大学等との連携が不可欠である。
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53001

○２００６年度までに、自立発光型オンチップ
ディスプレイの消費電力を従来ディスプレイの
10％以下に低減するための技術開発を行う。
【経済産業省】

次世代大型
低消費電力
ディスプレイ
基盤技術開
発

経済産業省
情報通信
機器課

Ｈ19 Ｈ23 1235 1173

［液晶ディスプレイ］
①高性能TFT実現に向けて、新規
成膜装置による成膜条件検討およ
び膜の基礎物理量を測定した。ま
た、新規洗浄方式の洗浄メカニズム
解明のための基礎データを抽出す
るとともに、新規露光装置技術にお
けるTFT基板のアライメント方法を
考案し、実験検証した。
②画像評価技術として、人間工学
的好適視聴条件の調査によるデー
タ解析および評価システムの検討
を行った。
③LEDバックライトの要素技術検討
として、輝度むら評価方法、バックラ
イトの高精度計測技術の検討を行
い、評価指針を得た。

［プラズマディスプレイ］
①低い電圧で電子（二次電子）を放
出する保護膜材料（高γ保護膜材
料）開発のために、二次電子放出過
程の計算モデルを作成し、膜物性
の基礎データにより検証し計算モデ
ルの改善指針を得た。
②パネル構成部材等の保護膜特性
への影響を評価しパネル製造プロ
セスの要求パラメータを抽出した。
③基礎的な駆動実験により低電圧
化のためのパネル駆動技術開発指
針をまとめるなど、基礎となる評価
結果を得た。

445 520

大画面・高精細・高画質でありながら大幅な低消費電力を実
現する技術開発を行い、以下の成果を得た。
・PDP放電における二次電子放出機構を解明。低電圧化目標
が実現可能な新規高γ保護膜材料を複数発見、実用化向け
評価を開始。同材料を用いたパネル製造プロセス実現に向け
た課題を抽出。最適セル構造と放電制御技術を探索。小型パ
ネルを使用した低電圧駆動実用化技術の実証実験を実施。
・作製プロセス・成膜装置技術の開発でTFT高性能化達成。
高洗浄力の新規ウェット洗浄装置技術を確立。製造ラインへ
対応大型基板用新規露光装置の設計着手。画質評価用低輝
度光源・評価システムを構築。新規表示モードの高速性（現行
比）を確認。部材高効率化の原理実証。輝度ムラ評価指標を
定式化。色ムラ表示可能なLEDバックライトシステムを完成。

・PDPの低電圧放電を実現する新しい高γ保護膜材料の実用化
可能性を示す。新規高γ保護膜材料を用いて、50型以上の大型
パネル用設備実用化に向けたプロセス・設備条件を明確にし、
適したセル構造と放電制御技術を確立して現行材料を用いた技
術による駆動電圧と比較して駆動電圧を１/２に低減する。さらに
新規高γパネルに適した駆動制御設計法を確立する。
・高性能TFT構造・製膜の最適化を進め、大型基板への適応性
を検証する。ウエット洗浄装置技術は実ラインでの有用性を検証
する。新規露光装置は大型基板への対応可能性を示す。高画質
評価指標の設定を行い、LEDバックライトのムラ評価方法を確立
する。

・既存材料でのPDPの低消費電力化が進めら
れて来ているが、それらをさらに大幅に加速
する消費電力削減を実現するには
ディスプレイの低消費電力化は世界的に進ん
でおり、米国のEnergy Starlにおける消費電力
の目標値も厳しくなっている。このような状況
の中、ＰＤＰプロジェクトでは当初計画より1年
前倒しで最終目標達成見込みであり、PDPの
国際競争力を高める上でも非常に意義があ
る。　また、LCDプロジェクトでは、各種の革新
的基盤技術開発により、膨大な市場を有する
各種大型ディスプレイ開発を加速するこが考
えら、今後の国際競争力の観点から極めて重
要となる。

53002

○２００７年までに、革新的材料による高効率
な表示・発光デバイスを用いたディスプレイ及
び駆動回路の基本技術、機能回路を構成す
る基本回路をディスプレイのガラス基板上に
集積化・システム化するエネルギー消費削減
技術、通信量４０Gb/s級の高速大容量及び電
力消費効率の飛躍的向上を実現する高速回
線対応ルータ・スイッチ、通信量１０Tb/s級の
低消費電力・大容量通信を可能とする光ス
イッチングデバイスの基盤技術を確立する。
【経済産業省】

次世代大型
低消費電力
ディスプレイ
基盤技術開
発

経済産業省
情報通信
機器課

19 23 1235 1173

［液晶ディスプレイ］
①高性能TFT実現に向けて、新規
成膜装置による成膜条件検討およ
び膜の基礎物理量を測定した。ま
た、新規洗浄方式の洗浄メカニズム
解明のための基礎データを抽出す
るとともに、新規露光装置技術にお
けるTFT基板のアライメント方法を
考案し、実験検証した。
②画像評価技術として、人間工学
的好適視聴条件の調査によるデー
タ解析および評価システムの検討
を行った。
③LEDバックライトの要素技術検討
として、輝度むら評価方法、バックラ
イトの高精度計測技術の検討を行
い、評価指針を得た。

［プラズマディスプレイ］
①低い電圧で電子（二次電子）を放
出する保護膜材料（高γ保護膜材
料）開発のために、二次電子放出過
程の計算モデルを作成し、膜物性
の基礎データにより検証し計算モデ
ルの改善指針を得た。
②パネル構成部材等の保護膜特性
への影響を評価しパネル製造プロ
セスの要求パラメータを抽出した。
③基礎的な駆動実験により低電圧
化のためのパネル駆動技術開発指
針をまとめるなど、基礎となる評価
結果を得た。

445 520

大画面・高精細・高画質でありながら大幅な低消費電力を実
現する技術開発を行い、以下の成果を得た。
・PDP放電における二次電子放出機構を解明。低電圧化目標
が実現可能な新規高γ保護膜材料を複数発見、実用化向け
評価を開始。同材料を用いたパネル製造プロセス実現に向け
た課題を抽出。最適セル構造と放電制御技術を探索。小型パ
ネルを使用した低電圧駆動実用化技術の実証実験を実施。
・作製プロセス・成膜装置技術の開発でTFT高性能化達成。
高洗浄力の新規ウェット洗浄装置技術を確立。製造ラインへ
対応大型基板用新規露光装置の設計着手。画質評価用低輝
度光源・評価システムを構築。新規表示モードの高速性（現行
比）を確認。部材高効率化の原理実証。輝度ムラ評価指標を
定式化。色ムラ表示可能なLEDバックライトシステムを完成。

・PDPの低電圧放電を実現する新しい高γ保護膜材料の実用化
可能性を示す。新規高γ保護膜材料を用いて、50型以上の大型
パネル用設備実用化に向けたプロセス・設備条件を明確にし、
適したセル構造と放電制御技術を確立して現行材料を用いた技
術による駆動電圧と比較して駆動電圧を１/２に低減する。さらに
新規高γパネルに適した駆動制御設計法を確立する。
・高性能TFT構造・製膜の最適化を進め、大型基板への適応性
を検証する。ウエット洗浄装置技術は実ラインでの有用性を検証
する。新規露光装置は大型基板への対応可能性を示す。高画質
評価指標の設定を行い、LEDバックライトのムラ評価方法を確立
する。

・既存材料でのPDPの低消費電力化が進めら
れて来ているが、それらをさらに大幅に加速
する消費電力削減を実現するには
ディスプレイの低消費電力化は世界的に進ん
でおり、米国のEnergy Starlにおける消費電力
の目標値も厳しくなっている。このような状況
の中、ＰＤＰプロジェクトでは当初計画より1年
前倒しで最終目標達成見込みであり、PDPの
国際競争力を高める上でも非常に意義があ
る。　また、LCDプロジェクトでは、各種の革新
的基盤技術開発により、膨大な市場を有する
各種大型ディスプレイ開発を加速するこが考
えら、今後の国際競争力の観点から極めて重
要となる。
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53003

○２００８年までに、効率的な情報家電機器の
宅内相互運用を実現するため、リモート管理
などシステムの統合管理が可能となる基盤技
術を開発する。【経済産業省】

デジタル情
報機器相互
運用基盤プ
ロジェクト

経済産業省
情報通信
機器課

17 19 400 360 -

デジタル情報機器相互運用基盤プ
ロジェクトにおいて、機器認証運用
管理、高信頼リモート管理、サービ
スポータル基盤等、デジタル情報家
電の相互リモート管理基盤技術に
関する共通仕様を開発し、その成
果を仕様書としてまとめた。また、解
説書として小冊子「情報家電が拓く
明るい未来」を作成し、情報家電
サービス基盤フォーラムを開催する
など広く普及活動を行った。また、
技術の利用場面を想定したシナリ
オにより総合検証を実施し、コンビ
ニ向け省エネ実証実験では、店舗
内の温熱環境評価指数を快適な範
囲内で保ちながら、年間消費電力を
５％削減することを実証した。

-

情報家電の利用を通じたＩＴ利活用による省エネルギーが促進さ
れることを目指し、専門的な知識を有しなくとも、機器やサービス
を安全かつ容易に利用ができるプラットフォームとして、リモート
管理など効率的に情報家電システムの統合管理が可能となる技
術の研究開発を行う。

53004
◇２０１１年頃までに、低損失オプティカル新
機能部材技術の基盤技術を開発する。【経済
産業省】

低損失オプ
ティカル新機
能部材技術
開発

経済産業省
情報通信
機器課

18 22 540 486 437

この技術開発により、光学機器メー
カ、光学部品メーカが新規な偏光制
御部材を利用することで、省エネ効
果の高い製品の実現を目指す。
中間目標として、透過率（光エネル
ギー効率）60%以上を可能とした、低
損失偏光制御部材を作成するため
の各種要素技術（シミュレーション
技術、作製技術、評価技術）を開発
する。シミュレーションの結果をもと
に、実際に低損失偏光制御部材を
試作し実証試験を行う。最終目標と
して、偏光制御部材について透過
率75％以上を実証する。

360 300

プロジェクタやディスプレイ等に用いられる光学部材の消費電
力の低減を実現するため、「近接場光」という全く新しい光の
原理を使用した偏光板を開発する。具体的には以下の成果を
得た。
・最終仕様に適するような、オプティカル新機能部材の材料と
加工精度の作製要素技術内容の目途を得た。
・ナノ構造金属部材作製技術を絞込んで最適作製プロセスの
目途を得た。
・半導体量子ドットの形状制御技術、材料制御技術を更に向
上させ、室温動作に向けた材料・構造の最適化構成に対する
作製技術の目途を得た。

・数十nmレベルの偏光板等、オプティカル新機能部材の仕様に
対応した材料と加工精度のナノ構造部材作成技術を開発する。
・高分解能のラマン分光法等を開発し、100nm以下の分解能を持
つ二次元プラズモン評価技術を開発する。
・ナノ構造部材に発現する近接場光の機能を動作原理とするオ
プティカル新機能部材を検討し、機能を確認するとともに、近接
場光を信号キャリアとする、波長変換素子の動作確認を行う。
・近接場相互作用の数値解析シミュレーション技術を応用し、電
気双極子の集合を近似的に表現するモデル化を行い、局所領域
の光学特性計算が可能な計算手法を開発し、偏光制御部材の
材料、構成・構造、寸法等を最適設計する。
・ナノ構造の偏光制御部材を作製し光学特性･機能を評価・実証
する。

シミュレーションにおいて、全ての波長におい
て最終目標値（偏光透過率75％、消光比1：
2000）を実現する結果が得られており、世界
最高性能である。作製技術については、60％
を超える偏向効率を実現しており、海外にお
いてはナノ構造の作製技術は開発中である
が、透過現象や屈折現象のみで偏向現象を
発揮するまでには至っておらず、優位性があ
る。
　携帯プロジェクタやディスプレイ向けの高効
率偏向制御部材（従来の物理的最大効率は
50%）の出現により、新たな商品展開、省エネ
効果が期待できる。これにより環境面および
国際競争力強化の面において意義がある。

53103
○２００８年度までに、高効率で低コストな排
水処理システムを開発する【経済産業省、国
土交通省】

無曝気・省エ
ネルギー型
次世代水資
源循環技術
の開発

経済産業省
産業施設
課

18 20 90 81 77

本システムは上向流式嫌気反応槽
（ＵＡＳＢ）と下降流式好気反応槽
（ＤＨＳ）からなる画期的な省エネ型
排水処理システムである。国分隼
人クリーンセンター（鹿児島県霧島
市）に設置したテストプラント（50ｍ
3/日）を用いて、約2年間の実証試
験を行った結果、以下の目標値を
達成することができた。
（１）エネルギー消費量を現状技術
に対して70％削減。
（２）二酸化炭素排出量を現状技術
に対して70％削減。
（３）汚泥発生量を現状技術に対し
て70％削減。

- - -
エネルギー消費量、二酸化炭素排出量、汚泥発生量についての
目標値は達成されており、課題は克服されている。

-

53201
○２０１０年度までにリチウムイオン電池の小
型化・高性能化技術を開発する。【経済産業
省】

革新型蓄電
池先端科学
基礎研究事
業【２１ＦＹ新
規】

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・電源や利
用形態の
制約を克
服する高
性能電力
貯蔵技術

経済産業省
新エネル
ギー対策
課

21 0 平成21年度に取組を開始する。 3,000 3,000
高度解析技術に必要となるビームライン建設（設計、製作）等
を行った。また、リチウムイオン電池の更なる安全性向上等に
資する新コンセプト材料の開発を行った。

電池反応メカニズム、劣化メカニズムの解明。新コンセプト材料
開発及び最適な材料合成方法等の開発。

蓄電池関係の技術開発は、海外でも精力的
に行われており、わが国の個々の要素技術に
ついては世界トップレベル。また、長期的ハイ
レベルな研究課題については、国際連携も視
野に入れて実施し、ガソリン車並みの次世代
自動車の早期導入・普及を目指す。
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53202

○２０１０年度までに、単層カーボンナノチュー
ブの高度配向技術及び大量生産技術を確立
するとともに、キャパシタ製造技術を確立する
ことで、20Wh/kgの高エネルギー密度と耐久
性を有する電気二重層キャパシタを開発す
る。（再掲）【経済産業省】

カーボンナノ
チューブキャ
パシタ開発
プロジェクト

・石油を必
要としない
新世代自
動車の革
新的中核
技術
・電源や利
用形態の
制約を克
服する高
性能電力
貯蔵技術

経済産業省

ファインセ
ラミック・ナ
ノテクロノ
ジー・材料
戦略室

18 22 300 400 400

長さ：５mmのCNT大量生産技術を
開発した。また、出力密度：
10kW/kg、エネルギー密度：
15Wh/kgを達成した。

325 目標達成済
カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクトを継続し、成果
を確認する。

カーボンナノチューブは日本において発見さ
れた物質であり、単層ＣＮＴの大量合成技術
であるスーパーグロース法、ＤＩＰＳ法を開発し
たなど、世界トップレベルの技術を有してお
り、世界のカーボンナノチューブに関する研究
開発をリードしている。

53204

◇２０１２年までに、自動車部材・部品等に適
した、高成形性アルミニウム合金板材、炭素
繊維強化複合材料、超微細粒鋼等の高強度
鋼の製造技術及び加工技術を確立する。【経
済産業省】

環境調和型
超微細粒鋼
創製基盤技
術の開発

経済産業省
製鉄企画
室

14 18 493 - -

本プロジェクトでは、目標とした１μ
ｍレベルの微細粒鋼板の実機生産
を可能とする製造プロセスを確立し
た。また、そのプロセスを支えるシ
ミュレーション技術、ロール、潤滑技
術についても当初目標を達成し、上
記プロセスの確立に貢献した。成果
の公表にあたっては学会発表のみ
ならず公開シンポジュームや自動
車メーカとの意見交換会の場を設
定するなど、将来の実用化を意識し
た積極的な活動が認められる。この
ように、本プロジェクトは当初設定し
た目標をほぼ完全に達成しており、
学術的にも技術的にもレベルが高
く、我が国鉄鋼業の国際競争力向
上に大いに貢献したと高く評価でき
る。

- -

既に当該技術成果ついては、学会や新聞発表などで紹介さ
れ、国内外で表彰を受けているところ。
平成２１年度は民間企業ベースにおいて研究が継続されてお
り、自動車用高強度薄鋼板などの商品開発に向けた取組が
推進されている。

実用化に向けては、引き続き、鋼板の化学組成の最適化など、
もう一段の研究が必要である。

自動車の燃費改善に直結する、車体軽量化
に資する部材として高強度鋼板の適用比率
が年々上昇している中、微細粒鋼は高価な添
加元素（Ti,Nb,V,Mn等）を削減して、高強度・高
延性を達成する高付加価値鋼板であり、日本
の鉄鋼製品の競争力強化に繋がる。

53301

○２０１０年までに、エンジン技術については、
既存のエンジンに比べて、燃費・ＣＯ２排出量
の10％削減と騒音-20ｄＢ（ＩＣＡＯ規制値比）、
ＮＯｘ排出量の50％削減する技術を確立す
る。また、機体技術については、既存ジェット
機と比べて燃費20％削減を果たす技術を確
立する。【経済産業省】

環境適応型
小型航空機
用エンジン
研究開発

経済産業省
航空機武
器宇宙産
業課

15 23 1900 2060 600

圧縮機形状、燃焼器等の各要素技
術の開発を行うとともに、これらの
成果を基にした基本設計（統合化技
術）、性能向上に資する技術の開発
を行った。

600 534

インテグレーション技術の獲得のため、燃費重視仕様の圧縮
機の設計・一部製造や燃焼器による燃焼試験、これら要素技
術等の成果を反映した燃費重視仕様のエンジンの全体設計
のアップデートを行った。

平成２１年度までの目標は達成しており、引き続き、インテグレー
ション技術の獲得のため、燃費重視仕様の圧縮機の製造・試験
や燃焼器の評価等、これら要素技術等の成果を反映した燃費重
視仕様のエンジンの全体設計のアップデート・評価等、必要な研
究開発・実証を継続する。

海外パートナーと共同しながら我が国主導の
エンジン開発を実現するためには、我が国が
世界トップレベルのエンジン要素技術を確立
し、それら要素技術を統合するインテグレー
ション技術を獲得することが不可欠であるた
め、本事業の目標達成は我が国航空機産業
の国際的地位向上に寄与すると期待される。

53301

○２０１０年までに、エンジン技術については、
既存のエンジンに比べて、燃費・ＣＯ２排出量
の10％削減と騒音-20ｄＢ（ＩＣＡＯ規制値比）、
ＮＯｘ排出量の50％削減する技術を確立す
る。また、機体技術については、既存ジェット
機と比べて燃費20％削減を果たす技術を確
立する。【経済産業省】

環境適応型
高性能小型
航空機研究
開発

経済産業省
航空機武
器宇宙産
業課

15 19 500 1330 -

燃費・静粛性等の環境性能や安全
性等に優れた航空機の開発にも活
用される要素技術について、基本
風洞試験、実大構造部材の試作等
を行い、要素技術としての技術成立
性を確認した。

- - - 目標達成済み。

我が国主導の航空機開発を実現するために
は、我が国が世界トップレベルの航空機要素
技術を確立し、それら要素技術を統合するイ
ンテグレーション技術を獲得することが不可欠
であるため、本事業の目標達成は我が国航
空機産業の国際的地位向上に寄与すると期
待される。

53302
○２００７年までに、材料技術については、炭
素繊維複合材料の非加熱成形・健全性診断
技術等を確立する。【経済産業省】

次世代構造
部材創製・
加工技術開
発

経済産業省
航空機武
器宇宙産
業課

15 24 850 830 800

複合材の損傷検知技術、複合材非
加熱成形技術、マグネシウム合金
粉末成形技術の実証を行った。
また、ファンシステムに最適な繊維・
樹脂からなる複合材を開発した。
なお、新たに、複合材の損傷検知
技術の実飛行環境での実用化開
発、チタン合金の成形・加工プロセ
スの研究開発に着手しているとこ
ろ。

800 368

エンジンファンケース・ファンブレードへの複合材料適用化技
術開発、軽量耐熱材料であるＣＭＣのエンジンタービン部への
適用化技術開発、光ファイバを活用した複合材構造健全性診
断技術開発及び先進的チタン合金の低コスト・高効率加工プ
ロセス等に係る技術開発を着実に実施。

複合材非加熱成形技術開発及びマグネシウム合金粉末成形技
術開発においては平成１９年度までに、また、エンジンファンシス
テム関連技術開発においては、平成２１年度までに目標を達成し
ている。

軽量耐熱材料ＣＭＣ関連技術開発、複合材構造健全性診断技
術開発及びチタン合金関連技術開発については、基本技術の確
立を目指し、性能試験の実施・評価及び診断システムの信頼性
向上等を図る必要がある。

新材料を前提とした新しい部材技術が求めら
れていく中、炭素繊維など我が国が有する世
界トップレベルの材料技術を活かしながら、構
造部材技術でも競争力確保を目指すもの。

53304
◇２０１０年代前半に、燃費、経済性、環境適
合性等に優れた民間ジェット機及びジェットエ
ンジンを実用化する。【経済産業省】

環境適応型
高性能小型
航空機研究
開発

経済産業省
航空機武
器宇宙産
業課

15 19 500 1330 -

燃費・静粛性等の環境性能や安全
性等に優れた航空機の開発にも活
用される要素技術について、基本
風洞試験、実大構造部材の試作等
を行い、要素技術としての技術成立
性を確認した。

- - -
要素技術レベルでの実証を行うとともに、これらの要素技術を盛
り込んだ強度試験、飛行試験に向けた作業を行う。

-
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事業期間
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53305

◇複合材料の非加熱成形技術・健全性診断
技術等を用いて、主要機材を開発し、２０１０
年から２０２０年頃までに実用化する。【経済
産業省】

次世代構造
部材創製・
加工技術開
発

経済産業省
航空機武
器宇宙産
業課

15 24 850 830 800

複合材の損傷検知技術、複合材非
加熱成形技術、マグネシウム合金
粉末成形技術の実証を行った。
また、ファンシステムに最適な繊維・
樹脂からなる複合材を開発した。
なお、新たに、複合材の損傷検知
技術の実飛行環境での実用化開
発、チタン合金の成形・加工プロセ
スの研究開発に着手しているとこ
ろ。

800 368

エンジンファンケース・ファンブレードへの複合材料適用化技
術開発、軽量耐熱材料であるＣＭＣのエンジンタービン部への
適用化技術開発、光ファイバを活用した複合材構造健全性診
断技術開発及び先進的チタン合金の低コスト・高効率加工プ
ロセス等に係る技術開発を着実に実施。

複合材非加熱成形技術開発及びマグネシウム合金粉末成形技
術開発においては平成１９年度までに、また、エンジンファンシス
テム関連技術開発においては、平成２１年度までに目標を達成し
ている。

軽量耐熱材料ＣＭＣ関連技術開発、複合材構造健全性診断技
術開発及びチタン合金関連技術開発については、基本技術の確
立を目指し、性能試験の実施・評価及び診断システムの信頼性
向上等を図る必要がある。

新材料を前提とした新しい部材技術が求めら
れていく中、炭素繊維など我が国が有する世
界トップレベルの材料技術を活かしながら、構
造部材技術でも競争力確保を目指すもの。

53401

○２００７年までに、ＬＲＶ（次世代路面電車）
等の導入によるモーダルシフト実現のための
総合的省エネルギー対策技術を開発し、さら
にシステムの性能評価を行い、実現可能性を
検証する。【経済産業省】

エネルギー
使用合理化
技術戦略的
開発【H21年
度から「省エ
ネルギー革
新技術開発
事業」に名称
変更】

経済産業省
省エネル
ギー対策
課

17 19

運営費
交付金
6,200の
内数

運営費
交付金
8,000の
内数

架線からの集電とﾊﾞｯﾃﾘｰ蓄電によ
るﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ電源型LRVを開発し、軌
道営業線試験走行において回生率
効42％(国内最高の山手線並み)を
確認するとともに、架線ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ走
行で、既存ｲﾝﾊﾞｰﾀ車に比べて30％
のｴﾈﾙｷﾞｰ消費量削減を実現した。
第7回「日本鉄道賞」における「日本
鉄道賞表彰選考委員会特別賞」を
受賞。

0 - -

技術的には、今後、電力変換器制御の向上とﾊﾞｯﾃﾘｰ劣化傾向
の把握が必要である。また、実路線への導入のためには、ﾊﾞｯﾃ
ﾘｰの価格がﾈｯｸとなっており、ﾊﾞｯﾃﾘｰの低ｺｽﾄ化の進展を待つ
必要がある。

-

53402
○２００７年までに、電子タグの活用により物
流効率化を実現する技術を確立する。【総務
省、経済産業省】

エネルギー
使用合理化
電子タグシ
ステム開発
調査等委託
費

経済産業省
情報経済
課

16 18 425

・電子タグインレット（ＩＣチップとアン
テナが一体となったもの）を販売価
格５円（月産１億個の条件下）で製
造する技術、国際標準との相互接
続性、安定供給を実現する技術を
開発した。

・低価格電子タグにセキュリティ機
能を付加した電子タグを開発した。

- - - -

53501

○２００８年度までに、NHPI系触媒技術を酸化
反応製造プロセスに導入するため、高効率酸
化触媒を用いた環境調和型化学プロセス技
術などの要素技術等を確立する。【経済産業
省】

高効率酸化
触媒を用い
た環境調和
型化学プロ
セス技術開
発プロジェク
ト

究極の省
エネ工場を
実現する
革新的素
材製造プロ
セス技術

経済産業省 化学課 17 20 400 385 225
ＮＨＰＩ系触媒を用いたアジピン酸等
生産プロセス技術の要素技術を開
発した。

0 0

本事業において開発したアノン・アジピン酸製造プロセス、シク
ロペンタノン製造プロセス、テレフタル酸製造プロセス、n- ブタ
ンの酸化によるメチルエチルケトン（MEK）製造プロセス、tert-
ブチル安息香酸製造プロセスのそれぞれに高効率酸化触媒
を適用するための技術について、事業化に向けて検討されて
いるところ。

引き続き事業化に向けての更なる検討が必要。
N-ヒドロキシフタルイミド（NHPI）で代表される
N-オキシ系触媒等の高効率酸化触媒を活用
した酸化技術は日本発の革新技術。

53502

○２００９年度までに、低消費電力なフレキシ
ブルデバイス材料開発に貢献する複合化材
料技術を確立するとともに、フレキシブルディ
スプレイ実現のための部材およびそれらをＲｏ
ｌｌ　ｔｏ　Ｒｏｌｌ化するための技術を開発する。
【経済産業省】

超フレキシブ
ルディスプレ
イ部材技術
開発

究極の省
エネ工場を
実現する
革新的素
材製造プロ
セス技術

経済産業省 化学課 18 21 620 620 620

・印刷法で大面積・高精細なフレキ
シブル有機TFTを開発した。
・Roll to RollによりＴＦＴ液晶パネル
を連続生産する技術を開発した。

540 0

低消費電力なフレキシブルデバイス材料開発に貢献する複合
化材料技術を確立することができた。フレキシブルディスプレ
イ実現のための部材として解像度200ppiに対応するA4サイズ
の有機TFTアレイの材料および印刷技術をロールtoロール生
産方式用の高度集積化ロール部材とパネル化技術を開発で
きた。

・製造技術の更なる省エネ・省資源化を進めて実用化に資する。
ロール状部材を用いるパネル化技術は世界
ではどこも成功していないレベルの高い日本
発の技術。

53503
○２０１０年までに、革新的製銑プロセス技術
開発等、省エネ型鉄鋼製造技術の基盤技術
を開発する。【経済産業省】

革新的製銑
プロセスの
先導的研究

究極の省
エネ工場を
実現する
革新的素
材製造プロ
セス技術

経済産業省
製鉄企画
室

18 20 20 100 100

本先導研究では、熱保存帯温度制
御と所要の物理的特性を有する革
新的新塊成物についての基本概念
（塊成物の構造･製造法･反応制御
法、還元平衡点制御手段、劣質炭
材・鉱石の適用性）の提示と新塊成
物の高炉ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術の構築を
達成し、熱保存帯温度低下（約
150℃）と還元材比低減効果を検証
した。

- -

　平成２１年度は本先導研究による成果を基に、実用化に向
けた研究事業「資源対応力強化のための革新的製銑プロセ
ス技術開発」を開始した。

革新的塊成物により目標とする効果を最大限に得ることを目的
に、革新的塊成物の製造技術の確立、高炉への投入方法及び
高炉操業技術の最適化などの技術開発を行う必要がある。

コークス分野での研究開発としては、欧米で
いくつかの新技術が実用化されている。しかし
ながら、原料資源戦略や抜本的なCO2削減技
術への取り組みを目指しているのは国際的に
も本研究のみである。

53504

○２０１０年度までに、革新的マイクロ反応場
利用部材技術開発など、協奏的反応場に必
要な基盤技術を確立し、さらに低環境負荷、
高効率生産プロセスを実現できる協奏的反応
場技術を確立する。【経済産業省】

革新的マイ
クロ反応場
利用部材技
術開発

経済産業省 化学課 18 22 600 540 520

・精密反応場中の活性種の化学反
応を制御する基盤技術を確立した。
・エネルギー供給手段とナノ空孔と
の協奏的反応場を制御する基盤技
術を開発した。

470 313
共通基盤技術にて開発したマイクロリアクター技術、ナノ空孔
技術および協奏的反応場技術を利用したプラント化技術につ
いて、各企業にて予定通り助成事業化して検討を開始した。

・マイクロ反応場を広く工業的に利用可能とするためのプラント技
術の開発の加速化が必要。

0.1秒で1000℃昇温するマイクロ装置やミリ秒
オーダーの滞留時間で活性種を制御する合
成反応の開発など、極限操作を利用する実生
産を指向した高効率マイクロ化学プロセス開
発において、圧倒的に世界をリード。また、孔
径を制御したナノ空孔に酵素や触媒を自在に
固定化する技術は世界トップレベル。

53505
○２０１０年までに、高機能チタン合金創製プ
ロセス技術など、チタンの連続製錬法の基礎
技術を確立する。【経済産業省】

高機能チタ
ン合金創製
プロセス技
術開発プロ
ジェクト

経済産業省
非鉄金属
課

17 20 100 85 80
加工性の高いチタン合金の創製技
術を開発した

0 - - -
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53506

○２０１０年までに、バイオプロセスを活用した
高機能化学品・工業原料等の生産プロセスの
基盤技術を開発しつつ、実用化に向けた生産
プロセス体系を構築する。【経済産業省】

微生物機能
を活用した
環境調和型
製造基盤技
術開発

経済産業省
生物化学
産業課

18 23 1567 1381 1105
・微生物機能を活用し、各種化学品
を高効率に生産するための要素技
術を開発した。

545 500
計画に沿って研究開発が進められており、新規に開発した酵
素及び高効率発酵技術を活用して、セルロース系バイオマス
等から有機酸等を効率よく生産する基盤技術を確立。

研究開発の継続的実施
微生物利用技術の一つである発酵技術は古
くから「日本のお家芸」と呼ばれる日本の強み
である。

53601

○２００８年までに、従来に比べて主軸消費エ
ネルギーを７０％に、ライン変更やリードタイム
を１／３にするなど、付加価値の高い製品の
製造効率を飛躍的に高める機械加工システ
ムを確立する。【経済産業省】

高度機械加
工システム
開発事業

経済産業省
産業機械
課

17 19 450 372.6 －
加工システム全体の総電力量を３
割以上削減するなど、従来よりも高
度な機械加工システムを開発。

－ - - 達成済み -

53602

○２００７年までに、自動車、住宅・建設、プラ
ント等の生産について、製品の設計から廃棄
までの合理的なライフサイクル設計手法を開
発し、効率よく製品の生産を実施するための
設計支援システムを開発する。【経済産業省】

エコマネジメ
ント生産シス
テム技術開
発

経済産業省
産業機械
課

17 19 80 72 －

製造業の環境問題を克服するた
め、製造プロセスにおける省エネ化
や、環境対策を実施するには莫大
なコスト・エネルギーが必要な分野
について、エネルギーロス・ミニマム
を実現するエコマネジメント生産シ
ステムを開発。

- - - 達成済み -

53603
○２００８年までに、固体レーザ励起用ＬＤパッ
ケージの省エネ技術を確立する。【経済産業
省】

エネルギー
使用合理化
技術戦略的
開発【H21年
度から「省エ
ネルギー革
新技術開発
事業」に名称
変更】

経済産業省
省エネル
ギー対策
課

17 19

運営費
交付金
6,200の
内数

運営費
交付金
8,000の
内数

広範囲なレ－ザ溶接条件において
必要時のみON/OFF動作をする技
術開発を実施。高効率LDバ－の開
発により電気効率51.4%、高速寿命
評価試験技術の開発により
ON/OFF回数1億5900万回を取得
し、最終開発目標を達成。

0
固体レ－ザ励起用LDパッケ－ジの省エネ技術を確立できたこと
から、レ－ザ加工機器の主要市場であるファイバレ－ザに適用
するファイバ結合光源の技術開発をH20度から開始。

53701
○２０１０年度までに石油コンビナート域内の
未利用エネルギーを融通し、全体システムを
最適化する技術を確立する。【経済産業省】

エネルギー
使用合理化
技術戦略的
開発【H21年
度から「省エ
ネルギー革
新技術開発
事業」に名称
変更】

経済産業省
省エネル
ギー対策
課

15 18 運営費交付金6,200の内数

①低位熱共有設備の最適構築②熱
共有統合監視シス テムの開発③低
位熱発電システムの建設利用のい
ずれの目標も達成し、かつ性能を
実証 。①で5600kL/年、②で
5960kL/年（いずれも原油換算）の
省エネ効果量を達成。本件での投
資回収予測は最長で約4年。

0

同技術の水平展開及びさらなる成果の適用拡大のため、隣接す
る工場間で の熱共有コンサル、標準や指針の精査による初期
投資ミニマム設計へ取り組むこと。

53801
○２０１０年までに、様々な用途への適応が可
能な高性能・高機能真空断熱材を開発する。
【経済産業省】

エネルギー
使用合理化
技術戦略的
開発【H21年
度から「省エ
ネルギー革
新技術開発
事業」に名称
変更】

経済産業省
省エネル
ギー対策
課

17 19

運営費
交付金
6,200の
内数

運営費
交付金
8,000の
内数

・従来の硬質ウレタンボードに比
べ、断熱性能は厚さ50mm 品で熱
抵抗値
2.60 ㎡･K/W と25%向上。
・アキレスより住宅用断熱材｢商品
名：ブイパックボード｣として平成２１
年３月発売

0
・研究終了時の課題は、上市のための条件整備のみ（住宅用断
熱材、床暖房用断熱材、保温浴槽など）

53802
○２０１０年までに、温度差５５０K換算で、素
子の熱電変換効率１５％を達成するとともに
量産化技術を確立する。【経済産業省】

高効率熱電
変換システ
ムの開発

経済産業省
非鉄金属
課

14 18 250 0 0
高効率熱電変換モジュールの開発
では、温度差５５０Kで、熱電変換モ
ジュール効率１５．０％を達成した。

0
熱電変換の高効率化のみならず、汎用性や経済性にも重視した
検討が必要。

53803
○２０１０年までに燃費10%向上を目標とした
自動車排熱を機械エネルギーとして再利用す
る技術を確立する。【経済産業省】

高効率熱電
変換システ
ムの開発

経済産業省
非鉄金属
課

14 18 250 0 0
高効率熱電変換モジュールの開発
では、温度差５５０Kで、熱電変換モ
ジュール効率１５．０％を達成した。

0
熱電変換の高効率化のみならず、汎用性や経済性にも重視した
検討が必要。

53804

◇２０１５年頃を目処に熱電変換システムによ
るエネルギー有効利用技術を確立し、２０２０
年頃には熱電変換システムの普及により、産
業および民生における省エネルギーに寄与す
る。【経済産業省】

高効率熱電
変換システ
ムの開発

経済産業省
非鉄金属
課

14 18 250 0 0
高効率熱電変換モジュールの開発
では、温度差５５０Kで、熱電変換モ
ジュール効率１５．０％を達成した。

0
熱電変換の高効率化のみならず、汎用性や経済性にも重視した
検討が必要。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

53901

○２００６年度までに、ダイナミックパワー制御
型低消費電力集積回路の消費電力を待機時
10％、動作時50％以下に低減する技術を開
発する。【経済産業省】

パワーエレク
トロ二クスイ
ンバータ基
盤技術開発

便利で豊
かな省エネ
社会を実
現する先
端高性能
汎用デバ
イス技術

経済産業省
情報通信
機器課

18 20 1260 900 855

SiCスイッチング素子を用いた
AC400V、3相、15kVA級のインバー
タユニットを試作し、同一定格のSiイ
ンバータユニットと比較して変換損
失を30%以下に低減することがほぼ
実証された。また、SiC材料のポテン
シャルを最大限活用した革新的な
超低損失・高密度インバータを実現
するために、SiCスイッチング素子の
大容量化・信頼性向上・低損失化等
の性能高度化や、インバータ設計・
高速制御・高温実装等に関わる基
盤技術がほぼ確立された。

- - - 目標達成。 -

53902

○２００７年までに、１Tb／in2級の大容量・高
記録密度ストレージを実現する。メモリの低消
費電力を実現する複数のメモリの積層技術を
開発する。350GHz級の高周波デバイスを実
現する。超電導を用いた低消費電力なデバイ
スを実現する。より高機能な省エネデバイスを
開発するために、ＭＥＭＳプロセスに精通して
いない技術者がそのプロセス設計を簡便迅速
に行えるようなソフトウェアを開発し、また、デ
バイス試作の回数を低減させ一層の省エネ
ルギーを促進するシミュレーション技術の高
精度化を図る。【経済産業省】

低消費電力
型超電導
ネットワーク
デバイスの
開発

経済産業省
情報通信
機器課

14 18 680

シリコンデバイスの性能限界や消費
電力増大といった問題をブレークス
ルーする技術として、半導体素子と
異なる原理で動作する超電導回路
の高集積化技術、プロセス・設計技
術等、超電導技術を用いた高性能・
低消費電力デバイスの基盤となる
技術を開発する。

- 385

エッジルータおよびLAN/SANシステムのの処理速度の向上と
省エネを実現するため、高速通信、省エネを可能とするデバイ
スの開発を行い、以下の成果を得た。
・光インターフェースは、光デバイスとCMOS回路の高速化で
省電力化を達成し25Gbps×4チャネル送受信モジュールの目
処を得た。
・各レーザは、25G～40Gbps高速動作化を進めるとともに、駆
動電流の低減と高温動作化を実証した。
・エッジルータは、40Gｂｐｓ，4Mフロー/秒を達成するトラヒック
分析装置と、スケーラブル・ルータの機能検証を実施した。
・2チャンネルSHV映像の160Gbps光LAN上での伝送システム
動作を実証した。

・光モジュール化技術として、光送受信用LSIと光デバイスの4
チャネル化集約による超高速・省電力型光モジュール・光スイッ
チ作製技術を確立する。
・超高速データ通信技術として、ルータ間・ルータ内100Gbps光接
続によるルータの省電力化実証とSHV画像データの160Gbps光
信号伝送の設計を検証する。
・大規模情報処理を実現する次世代のエッジルータ等システム
に対応する各種デバイス技術を確立する。

・25Gbps×4チャネルの光送受信モジュール
の展示デモを国際会議で行い、IEEE802．3で
同方式の100Gイーサネット標準化を獲得し
た。
・40Gｂｐｓイーサネットにおいてシリアル方式
の実証を進め、標準化を主導している。
・光通信デバイスの最先端技術開発を進め、
この分野の国際競争力の維持発展に寄与し
ている。
・ポスト100Gイーサネットに向けた究極の省電
力ネットワーク技術として超高速OTDM伝送技
術を世界に先駆け開発している。

53902

○２００７年までに、１Tb／in2級の大容量・高
記録密度ストレージを実現する。メモリの低消
費電力を実現する複数のメモリの積層技術を
開発する。350GHz級の高周波デバイスを実
現する。超電導を用いた低消費電力なデバイ
スを実現する。より高機能な省エネデバイスを
開発するために、ＭＥＭＳプロセスに精通して
いない技術者がそのプロセス設計を簡便迅速
に行えるようなソフトウェアを開発し、また、デ
バイス試作の回数を低減させ一層の省エネ
ルギーを促進するシミュレーション技術の高
精度化を図る。【経済産業省】

スピントロニ
クス不揮発
性機能技術
開発

経済産業省
情報通信
機器課

18 22 840 650 520

強磁性体ナノ構造体が示す不揮発
性機能を用いた新しいエレクトロニ
クス基盤技術（スピントロニクス技
術）の確立を目指す。研究開発終了
時点（平成22年度）には、超高集積
で高速な不揮発性メモリとして期待
されるスピンメモリのための基盤技
術を確立する。また、不揮発性スピ
ン光機能素子、スピン能動素子等
の新しい動作原理によるスピン新機
能素子実現のための基盤技術を確
立する。

520 320

スピンRAMについては、世界最高レベルの書き込み電流の低
電流化と、10年以上の素子寿命が得られるメモリ特性安定化
の両立を実現した。さらに、この成果を早期に実用化につなげ
るため、メガビット容量のメモリアレイ（メモリ素子の配列）にお
けるばらつき低減技術、大口径ウェハ上のCMOSデバイスと
の集積化技術など、スピンRAM実現に向けて一段高い技術開
発レベルを推進しているところである。また、スピン新機能素
子である磁壁移動メモリでは、基本セルの高速動作を実証す
ることに成功し、実用化の形態である半導体LSIと集積化した
アレイ構造での特性検証に向けて、技術開発を加速している
ところである。

スピンRAM開発として、先端プロセスによる微細半導体素子とス
ピン素子を集積化し、微細メモリアレイとしてRAM動作が実証さ
れること。また、スピン能動素子として、複数の能動素子を駆動
できるレベルの増幅動作が実証されること。

最先端の研究開発分野であるスピントロニク
ス技術からは、高速性、大容量性、高い書き
換え耐性を同時に満たす不揮発性メモリ（ス
ピンRAM）や、電源を切っても状態を保持する
スピントランジスタ等、従来にない革新的デバ
イスの実現が期待される。また、米国、及び韓
国でもスピントロニクス、とりわけスピンRAM
開発の重要性を認識し、公的資金を用いた技
術開発を開始するなどグローバルな技術開発
競争が激化している状況である。これらのこと
から本事業は、国の関与の下、産学官の共同
研究体制を構築して、開発を行っていくことが
必要である。また米韓の開発状況から、イ
コールフィッティングの観点からも国が推進す
べき事業であり、その中でも特にスピンRAM
は国内産業の競争力強化につながる明確な
実用化目標をもつ技術開発である。
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53902

○２００７年までに、１Tb／in2級の大容量・高
記録密度ストレージを実現する。メモリの低消
費電力を実現する複数のメモリの積層技術を
開発する。350GHz級の高周波デバイスを実
現する。超電導を用いた低消費電力なデバイ
スを実現する。より高機能な省エネデバイスを
開発するために、ＭＥＭＳプロセスに精通して
いない技術者がそのプロセス設計を簡便迅速
に行えるようなソフトウェアを開発し、また、デ
バイス試作の回数を低減させ一層の省エネ
ルギーを促進するシミュレーション技術の高
精度化を図る。【経済産業省】

立体構造新
機能集積回
路（ドリーム
チップ）開発
プロジェクト

経済産業省
情報通信
機器課

20 24 - - 1200

・高速回路シミュレータ用エンジンの
開発において、新規アルゴリズムを
考案し、現状に対して４０倍高速化
が可能であることを確認した。
・評価検討用プローブチップ（ＬＳＩ)
の仕様策定、評価冶具設計を行
い、本ＬＳＩ試作と評価冶具の作成を
完了した。
・実証デバイスの基礎検討として、
センサ、ＡＤＣ、高速シリアル・パラ
レル変換回路の設計を完了した。ま
た高速Ｉ／Ｏドライバの設計製作を
完了した。
・多数のＲＦ ＭＥＭＳデバイスを含
むフロントエンド回路において、複数
の通信周波数に対応させるための
システム制御フローを、ＲＦ ＭＥＭＳ
デバイスの制御を含めて検討した。
・擬似的なシリコン貫通ビアを作成
したウェハを用い、基板研磨等の検
討を行った。さらに、アーキテクチャ
の検討結果も含めて検討し、シリコ
ン貫通ビアの配置密度、電気的特
性等の基本仕様を策定した。
・目標とする三次元回路再構成可
能デバイスのシステムから見た二
次元実装に対する優位点を明確に
した。
・構造の異なるトランジスタの素子
性能に関して、シミュレーション（ＴＣ
ＡＤ）を利用し、三次元回路再構成
可能デバイスを実現する上で最適
なトランジスタ構造（案）を策定した。

1200 900

半導体デバイスに、三次元構造という新たな概念を構築し、異
種のデバイスとの集積化を実現する技術を確立する。具体的
には以下の成果を得た。
・接触１５万端子、非接触３．６万端子を有する３００ｍｍウェ
ハ対応プローブカードの設計、試作、最適化を行った。
・伝送速度１Ｇｂｐｓの非接触通信プローブチップの設計・試作
を完了。
・可変アンテナに関して、ＭＥＭＳスイッチ４個を切替えて７００
ＭＨｚ～６ＧＨｚをカバーできることを試作により確認した。
・三次元通信回路方式を検討し、通信基本回路方式評価のた
めのＴＥＧチップ試作を完了した。三次元実装を開始した。

・2桁多いメッシュ、8倍の信号幅の対象を現状同等時間で解析
する電気系Simの性能評価
・30万端子、高速端子で15Gbps可能な300mmウエハ一括検査シ
ステムの性能評価
・実用的アプリに準ずる三次元積層SiPの試作、機能検証
・可変アンテナ・インピーダンス・フィルタのモジュールで、MEMS
回路、制御・電源回路を三次元集積化し機能実証
・複数帯域で通信可能なMCMで実装面積1／8に小型化可能な
ことを実証
・数十μｍ程度まで薄層化した基板に対するSi貫通ビア、バンプ
構造等を開発
　ウェハ貼り合わせで5μm以下の位置合わせ精度を可能とする
技術を開発
・動的リコンフプロセッサのアーキ、およびFPGAを用いた4層積
層において、三次元回路再構成可能デバイスとしての動作を実
証

  三次元半導体集積化技術に関しては欧米に
先駆けて着手している（1999年～「NEDO超高
密度電子SI技術の研究開発」）。その成果を
半導体メモリデバイスに展開するとともに、一
層の高機能化を実現するため、産学官の連
携のもと、基盤技術開発を先行して推進中。
  他国の取り組みとしては、米国：2002年～
「DARPA　VISA Proj.」、欧州：2005年～「IMEC
3D-SiCプログラム」、および、2006年～「PF6
e-CUBE Proj.」、台湾：2008年～「Ad-STACプ
ログラム」、米独韓：2009年～「3D ASSM」
〔Geogia Tec（米）、IZM（独）、KAIST（韓国）〕
等があげられる。

53903

○２００８年度までに、現状電源と比べてス
イッチング速度を3倍に、パワー密度を3倍に
向上させるとともに、現在の機器と比べた消
費電力をプロセッサと周辺回路では30％、機
器全体では10％低減する技術を開発する。
【経済産業省】

パワーエレク
トロ二クスイ
ンバータ基
盤技術開発

便利で豊
かな省エネ
社会を実
現する先
端高性能
汎用デバ
イス技術

経済産業省
情報通信
機器課

18 20 1260 900 855

SiCスイッチング素子を用いた
AC400V、3相、15kVA級のインバー
タユニットを試作し、同一定格のSiイ
ンバータユニットと比較して変換損
失を30%以下に低減することがほぼ
実証された。また、SiC材料のポテン
シャルを最大限活用した革新的な
超低損失・高密度インバータを実現
するために、SiCスイッチング素子の
大容量化・信頼性向上・低損失化等
の性能高度化や、インバータ設計・
高速制御・高温実装等に関わる基
盤技術がほぼ確立された。

- - - 目標達成。 -

53904
○２００９年までに、飛躍的な省エネルギー等
を実現する高効率インバータを実現する。【経
済産業省】

パワーエレク
トロ二クスイ
ンバータ基
盤技術開発

便利で豊
かな省エネ
社会を実
現する先
端高性能
汎用デバ
イス技術

経済産業省
情報通信
機器課

18 20 1260 900 855

SiCスイッチング素子を用いた
AC400V、3相、15kVA級のインバー
タユニットを試作し、同一定格のSiイ
ンバータユニットと比較して変換損
失を30%以下に低減することがほぼ
実証された。また、SiC材料のポテン
シャルを最大限活用した革新的な
超低損失・高密度インバータを実現
するために、SiCスイッチング素子の
大容量化・信頼性向上・低損失化等
の性能高度化や、インバータ設計・
高速制御・高温実装等に関わる基
盤技術がほぼ確立された。

- - - 目標達成。 -



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

53905

○２０１０年までに、情報家電の低消費電力
化、高度化（多機能化等）に資する半導体ア
プリケーションチップ技術を開発する。４５ナノ
ｍレベルの半導体微細化による高速度・低消
費電力デバイスを実現する。百ナノオーダー
のフォトニック構造をガラス表面にモールド成
形する技術を開発する。【経済産業省】

（記載の後
半部分）次
世代光波制
御材料・素
子化技術

経済産業省
住宅産業
窯業建材
課

18 22 360 320 288

高屈折率低屈伏点ガラス、サブ波
長微細構造成型の基盤研究を行
い、フォトニック結晶構造をガラス表
面にモールド成形可能であることを
実証した。

288 146

ホウ酸、リン酸をベースとした新規ガラス組成をさらに改良し、
青色DVD等へ搭載可能な高い光学機能を発現する、波長
589nmでの屈折率が1.75以上、屈伏点460℃以下で、転写性、
耐光性に優れた組成を開発した。また、電子線描画法やナノ
機械加工法等により超精密モールドを作製し、偏光分離素子
（屈折率1.80以上、直径6mm以上の光学ガラス表面へ波長
400nmで位相差0.23以上）、反射防止レンズ（屈折率1.6、直径
10mmのガラス表面へ周期250nm、構造高さ200nm以上の2次
元錐形形成）、屈折回折レンズ（屈折率1.7、直径10mm、のガ
ラスに回折効率90%以上のブレーズ回折格子形成）の成形等
に成功し、情報家電の光学部材として必要な最終目標値にほ
ぼ近づいた。

表面に微細構造を形成したガラス素子の実用化開発を進めるた
め、引き続きガラス組成の最適化、モールドナノ加工の高精度化
と大型化に関する基盤研究を行うとともに、偏光分離素子、反射
防止レンズおよび屈折回折レンズの高性能化に関わる実用化開
発を行い、プロジェクト終了後の製品化に繋がる成果をあげる。
具体的な課題としては成型中のガラス粘性流体のレオロジー解
析、ロール成形による大面積化加工などである。

本技術開発はガラス表面にナノ構造を形成
し、光学部材の飛躍的性能向上と大幅な部材
数削減に貢献する世界初の精密モールド技
術であり、微小光学素子の国際学会（平成１９
年１０月）での論文賞、日本光学会での光設
計優秀賞(平成２０年９月）、等を受賞してい
る。

53905

○２０１０年までに、情報家電の低消費電力
化、高度化（多機能化等）に資する半導体ア
プリケーションチップ技術を開発する。４５ナノ
ｍレベルの半導体微細化による高速度・低消
費電力デバイスを実現する。百ナノオーダー
のフォトニック構造をガラス表面にモールド成
形する技術を開発する。【経済産業省】

革新的ガラ
ス溶融プロ
セス技術開
発

究極の省
エネ工場を
実現する
革新的素
材製造プロ
セス技術

経済産業省
住宅産業
窯業建材
課

20 24 － － 350

インフライトメルティング法、カレット
を高効率で加熱する研究、カレット
融液と原料融液とを高速で混合す
る研究に着手し、気中溶解設備試
験炉の開発に着手した。

400 356

インフライトメルティング（気中溶解）技術開発を行い、プラズマ
と酸素炎のハイブリッド加熱試験において、多相アーク電極の
消耗量を低減した。また、試験炉（１ton炉）で溶融エネルギー
が1600kcal/kg-glassとなる目途をつけた。ガラスカレット（再生
材）高効率加熱技術開発ではカレット予熱装置を製作し微粒
カレットの気中溶融を行った。ガラス原料融液とカレット融液と
の高速混合技術開発では、撹拌装置を製作し、試験炉に接続
して試験を開始した。

今後、ガラス溶融に係る基礎データ、熱量等データ、品質データ
を収集するため、引き続き気中溶解設備試験炉の改良等を実施
し、従来の溶融法に比べ１／３程度に省エネ化を図るガラス溶融
技術の検証を行う。特に、ガラス融液面上に発生する泡層の生じ
にくい状態を実現するために、清澄剤の見直しやバーナーフレー
ムの改善等を行うことが課題となっており、引き続き検討する。

プラズマ等によるガラス原料の気中溶解技術
は世界に先駆けて開発するものであり、我が
国が強みを有している。また、本技術につい
ては、プラズマ化学国際シンポジウム（平成２
１年７月）などでプロジェクト関係者が成果を
発表するなど成果をあげている。

53905

○２０１０年までに、情報家電の低消費電力
化、高度化（多機能化等）に資する半導体ア
プリケーションチップ技術を開発する。４５ナノ
ｍレベルの半導体微細化による高速度・低消
費電力デバイスを実現する。百ナノオーダー
のフォトニック構造をガラス表面にモールド成
形する技術を開発する。【経済産業省】

半導体アプ
リケーション
チッププロ
ジェクト

便利で豊
かな省エネ
社会を実
現する先
端高性能
汎用デバ
イス技術

経済産業省
情報通信
機器課

15 21 1995 1978 1400

平成17年度から、「情報家電用半導
体アプリケーションチップ技術開発」
として提案型公募を行い、採択して
いる。
　採択案件ごとにそれぞれの目標を
達成（開発した半導体チップ技術も
しくはそれに準じるデバイスの機能
と性能確認）する。　平成15年度に
採択した6件、17年度に採択した9件
の下記テーマについて研究開発を
行い、平成19年度までに終了し、概
ね、当初の目標を達成した。Ｈ１９年
度終了テーマの実用化時期につい
ては、早いものは、2-3年後の実用
化を目指している。Ｈ１９年度にも新
たに５件を採択し、現在は６テーマ
を実施中。

1000

①ヘテロジニアス・マルチコア技術開発
汎用コアと特定用途コアで合計8コア以上搭載する64ビットヘ
テロ・マルチコアチップRP-Xを試作し、30GOPS/Wの高い電力
性能比を実現した。
②次世代ネットワークにおけるセキュリティプラットフォーム
チップの開発
FPGA実装からASIC化を実施し、目標である処理スループット
1Gbpsの達成を確認できた。ユーザ評価用のボードを追加制
作し、評価した。
③ワイヤレスHDMIモジュールの研究開発
3チャネルを装備したHDMI送受信システムチップとアンテナ
ボードを開発し、1080i24bitのHD画像の送受信実験を完了し
た。1080p化の再設計を行い、伝送を確認した。
④システムＬＳＩ高密度不揮発メモリの研究開発
MOSトランジスタのホットキャリヤ効果を記憶動作の原理とす
る不揮発多値メモリセル型512MbitPROMプロトタイプの試作
評価を行った。最終目標特性を評価した。
⑤ビデオCODECチップの研究開発
ビデオCODECコアの論理設計と検証と、チップ設計を完了し
た。応用機能ボードとアプリケーションソフトの製作と評価、ビ
デオCODECチップの評価を行った。
⑥携帯電話向け半導体回路の研究開発及びディジタル補聴
器向け半導体回路の研究開発
ディジタルマイクロフォン用A/D変換器の試作・評価を完了し
た。ノイズキャンセラアルゴリズムの要素技術をモデル化し
た。実装できるアルゴリズム、ディジタル補聴器回路を設計開
発した。

①～⑤
平成21年度で終了

⑥携帯電話向け半導体回路の研究開発及びディジタル補聴器
向け半導体回路の研究開発
　3ヶ月間期間を延長し、補聴器向け半導体回路については、音
量の調整機能を含めた特性確認用回路を試作し、総合統制評
価を行いつつ要素技術を確立し、目標が達成していることを確認
する。

国際的位置づけ等は、テーマ毎に市場展開
やベンチマークで考慮している。
①該当分野でもっとも重要な国際学会ISSCC
で２月にプレス発表。30GOPS/Wという高い電
力性能比は世界トップレベル。
③HD画像データのワイヤレス伝送が進展す
る中、モバイル機器からの簡易伝送というニッ
チ市場への展開が期待される。
⑤海外競合他社との比較で5db以上優れてい
る。
⑥エンドユーザである補聴器メーカからの要
望を踏まえ、「聞こえ」を改善するための専用
回路を開発中。補聴器メーカからの要望ス
ペックは、現時点において海外競合他社も開
発できていない。海外競合他社に先行するこ
とにより、国内補聴器メーカの国際競争力を
高めることができる。



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
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府省名
担当課室
名

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）
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（中間フォ
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現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

事業期間

始期 終期

53905

○２０１０年までに、情報家電の低消費電力
化、高度化（多機能化等）に資する半導体ア
プリケーションチップ技術を開発する。４５ナノ
ｍレベルの半導体微細化による高速度・低消
費電力デバイスを実現する。百ナノオーダー
のフォトニック構造をガラス表面にモールド成
形する技術を開発する。【経済産業省】

次世代半導
体材料・プロ
セス基盤プ
ロジェクト
（MIRAI）

便利で豊
かな省エネ
社会を実
現する先
端高性能
汎用デバ
イス技術

経済産業省
情報通信
機器課

13 22 300 280 200

・極限性能・新構造トランジスタ基盤
技術の開発においては、低い電圧
にてトランジスタを駆動させるため、
チャネルに最適な応力を付加させ
た高駆動力CMOSトランジスタを開
発した。
・カーボン配線技術においては、微
細化による配線の信頼性低下を解
決するためのCNT（カーボンナノ
チューブ）配線技術を開発し、400℃
での低温にて局所的に1012本/cm2
という高密度で成長させる成果を得
た。また、CNTビア配線を形成し多
層CNT構造でのバリスティック伝導
特性を明確化した。
・耐外部擾乱デバイス技術におい
て、中性子入射による誤動作率の
基本評価フローの開発及び中性子
入射に対するプリミティブセル（回路
の基本単位）の高精度なモデル化
の手法を開発した。
・少量生産においても、高い歩留ま
り及び低いばらつきを可能とする
LSIを製造するために、工場の生産
性を阻害する計画外に飛び込んで
きた要求（特急生産要求）等に対処
する制御方式を構成する１６種類の
制御アルゴリズムを創出し、より高
度な生産性を有するシステムの構
築が可能となった。

1400 1000

半導体の微細化が進むにつれて顕在化する、トランジスタの
信頼性低下・消費電力増大等の課題に対処する技術開発内
容について、以下の成果を得た。
・バリスティック効率向上のためのメタルソースドレイン技術を
開発。
・カーボンナノチューブ配線の高電流密度耐性を実証。
・5波長の光信号に対応した超小型光合分波器を開発。
・トランジスタの閾値ばらつき原因を明確化。
・微細化による中性子線ソフトエラーの影響を明確化。

・微細な低消費電力・高電流駆動力トランジスタにおけるバリス
ティック効果の実証を行う。
・構造依存の特性ばらつきの物理的理解とモデリング技術の開
発を行う。
・低誤動作のための回路設計指針、トランジスタノイズに起因す
る回路誤動作に対して耐性の高い回路設計指針を提示する。
・ウェハ単位の制御により、製造プロセス全体をリアルタイムで統
合的に制御し、コスト、TAT、歩留まり等に関し総合最適化を図る
ことができる統合制御システム技術の開発を行う。
・平成20年度に作成した要件書に基づき、各開発技術の実装上
の性能を机上あるいは試作ライン等へ実装して評価し、導入上
の問題がないことを確認する。

平成22年度までにhp45nmを越える技術領域
の技術課題を解決し、超低消費電力のシステ
ムLSIの実現のために必要な技術開発が行え
る。これにより、我が国の半導体関連産業(デ
バイス、装置及び材料)の国際競争力強化の
ため、高機能LSIの実現に不可欠な半導体構
造の微細化に対応できる半導体デバイス・プ
ロセス基盤技術を確立できる。
海外競争社と比べ生産性・採算性（下記目標
参照）を同等以上目標とし、我が国半導体企
業の競争力維持・向上を行う。
・製造工程全体の装置有効付加価値時間を
40％以上改善　・前工程TAT（Turn Around
Time)を50％以上短縮



コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名 担当課室名
Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

51201

○２０１０年度までに、嫌気性発酵時の下水汚
泥分解率を６５％に向上させ、下水汚泥炭化
燃料の発熱量を３０％向上させ、効率的な下
水汚泥エネルギー化技術を開発する。【国土
交通省】

下水汚泥の
高効率エネ
ルギー利用
技術の開発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

18 22 13 11 25

嫌気性発酵の分解率向上について
は、発酵の現象を把握するため、消
化の時系列変化について調査を
行った。また、炭酸ガス吹き込の影
響を調べる実験を行った。
下水汚泥炭化燃料の発熱量向上に
ついては、低温型によるプロセスを
開発し、石炭の６～７割りの総発熱
量を保有する下水汚泥固形燃料化
手法を確立、固形燃料の安全性判
定のための指針をまとめた。

8 15

一段消化よりも二段消化のほうが分解率が向上し、さらに適
量を返送することで分解率が向上した。また、セルロース分を
多く含む場合、炭酸ガスを吹き込むと分解率が若干向上する
傾向が見られた。
下水汚泥炭化燃料は、事業実施段階であり、複数の自治体
が事業可能性の調査を行っている。

嫌気性発酵の分解率向上については、引き続き現象解明のた
めに実験を行うとともに、分解率向上のための調査を行う。
燃料化に特化した炭化技術の開発は完了し、すでに東京都で実
稼動、愛知県を始めとする複数の自治体で事業検討が行われて
いる。
事業実施箇所が複数個所に増えた段階で、当初目標に対する
事業面、技術面での事後評価が必要である。

温室効果ガス削減の国際公約に寄与する研
究である。
汚泥の炭化技術は日本が先行した技術であ
り、特に燃料化に特化したものは日本独自の
技術である。
ただし、燃料を製造するという特殊性から従来
の焼却炉などとは異なる設計、維持管理体制
が求められることから。ハード、ソフト、人を含
めた総合輸出技術と位置付けられる。

51405
○２０１０年度までに高効率な集合住宅用燃
料電池システムを実現する。【国土交通省】

環境問題等
に対応する
ための先導
的技術を用
いた住宅供
給の推進

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

国交省
住宅局
住宅生産
課

17 19 69 17 0
実際の住棟での設置施工、実住戸
での計測により施工性や省エネ効
果を確認できた

- - 必要な技術開発への支援は終了した。
水素配管方法、計量等に関する技術基準の整備、普及促進策
の整備

-

51407

◇定置用燃料電池については、街区レベルで
の普及も考慮して、２０２０年までに発電効率
３６％（ＨＨＶ）、耐久性１０年、１ｋＷ級システ
ム製造価格４０万円を達成させる技術開発を
行う。【経済産業省、国土交通省】

環境問題等
に対応する
ための先導
的技術を用
いた住宅供
給の推進

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

国交省
住宅局
住宅生産
課

19 21 0 5 63 実証システム設計の確定 57 -
燃料電池と太陽光発電とを組み合わせたエリア単位の次世
代型最適省エネルギーマネジメントシステムの技術開発

来年度実証試験を予定、その結果をもとに評価、開発を行う -

52802
○２０１０年度までに、街区レベル及び戸建住
宅にも適用可能な環境性能評価手法を開発
する。【国土交通省】

（仮称）住宅
と設備の総
合的な省エ
ネ評価手法
の開発

実効性の
ある省エネ
生活を実
現する先
進的住宅・
建築物関
連技術

国交省
住宅局
住宅生産
課

16 22 180 72 64
住宅・建築物や街区の環境性能評
価手法（CASBEE）を開発した

34
15の内数(未
定）

低炭素社会の実現に寄与する住宅をより高く評価できるよう
評価基準を見直すとともに、ライフサイクルCO2によるランク付
けを行うべく改訂を行った。また既存の戸建住宅、集合住宅の
住戸毎を評価するツールについて開発を進めている。

CASBEEの評価対象外となっている建物等に対する評価手法の
開発及び開発された評価手法の普及促進

アメリカでは「LEED」、イギリスでは「BREEAM」
といった海外の環境性能評価ツールがあり、
日本では「CASBEE」が評価ツールとして活用
されている。

52803
○２０１０年度までに、既存住宅ストックの断
熱性能を非破壊等により評価するための技術
を開発する。【経済産業省、国土交通省】

（仮称）住
宅・建築物
の省エネ対
策の強化の
ための調査
検討

実効性の
ある省エネ
生活を実
現する先
進的住宅・
建築物関
連技術

国交省
住宅局
住宅生産
課

17 22 43 33 0

各種必要な実験を順調に進め、一
定の成果を得た。その結果、H20.4
に施行された断熱改修関連の優遇
税制関連告示及び解説書に成果が
反映された

2
6の内数（未
定）

省エネルギー改修設計・施工ガイドラインの検討を行った。
種々の省ｴﾈﾙｷﾞｰ改修設計・施工ガイドラインや指針を作成する
こと

-

53101

○２００８年度までに、最適な熱エネルギー利
用システムを評価するシミュレーション技術を
開発し、２０１０年度までに下水道本管に直接
ビル廃熱を廃棄する技術及び小規模で拡張
可能な熱エネルギー利用システムのプロトタ
イプを開発する。【国土交通省】

省ＣＯ２型都
市デザイン
の実現に向
けた既設建
物間熱融通
の普及方策
検討調査

エネルギー
の面的利
用で飛躍
的な省エネ
の街を実
現する都
市システム
技術

国交省

都市・地域
整備局
市街地整
備課

18 22 0 40 0 △△

（社）都市環境エネルギー協会に依
頼し、エネルギーの面的利用の簡
易診断プログラムを開発し、建物間
熱融通を普及するための方策の検
討を実施した。

0 0

都市再生プロジェクト事業推進費により、「省CO2型都市デザ
インの実現に向けた既設建物間熱融通の普及方策検討調
査」を平成19年度に実施し、建物間熱融通普及促進マニュア
ルを策定し、HPにて普及促進に努めているところ。

熱エネルギーシステムについて、採算に見合うエネルギー需要
の安定的な確保、敷設管路等の整備費用の大幅な圧縮等の課
題に取り組む。

東京２３区の熱供給事業の普及率は６％であ
り、欧米諸国の平均３８％より大きく遅れてい
ることから、熱エネルギー利用システム構築
は重要である。

53103
○２００８年度までに、高効率で低コストな排
水処理システムを開発する【経済産業省、国
土交通省】

無曝気・省エ
ネルギー型
次世代水資
源循環技術
の開発

国交省

都市・地域
整備局
下水道部
下水道企
画課

18 20 11 5 3

低気処理と好気処理を組み合わせ
た高効率で省エネルギーな排水処
理システムを開発し，実証試験を
行った。

- - - 今後，普及に向けた努力が必要である。
特に発展途上国における排水処理への適用
が有力であり，今後，普及に向けた取り組み
が必要である。

53203

○2006年度までに、バイオディーゼル燃料専
用車が環境・安全面で満たすべき車両側対応
技術等を明確にする。２０１０年までに大型
ディーゼル車に代替し得る低公害車を開発す
る。【国土交通省】

・バイオマス
燃料対応自
動車開発促
進事業

国交省
自動車交
通局
環境課

16 18 83 - - -

バイオディーゼル専用車を試作し、
排出ガス・安全・耐久性能評価を行
うことにより、バイオディーゼル燃料
対応車が環境・安全面で満たすべ
き車両側対応技術等を明確にさ
せ、排出ガスの目標性能を達成さ
せた。

- - - - -

53203

○2006年度までに、バイオディーゼル燃料専
用車が環境・安全面で満たすべき車両側対応
技術等を明確にする。２０１０年までに大型
ディーゼル車に代替し得る低公害車を開発す
る。【国土交通省】

・次世代低
公害車開
発・実用化
促進事業

国交省
自動車交
通局
環境課

16 未定 395 413 482

公道走行試験を実施することによ
り、技術基準策定に必要となる安
全・環境上の問題を抽出した。ま
た、開発の進んだ車種について実
用性の向上を図るため、実使用条
件下における実証モデル事業を実
施した。

1374 245
非接触給電ハイブリッドバス、ＦＴＤバス、ＤＭＥトラック、ＣＮＧ
トラックについて、実際の運送事業に使用する実証モデル事
業を実施した。

試作車のさらなる実用性の向上に向けて、実証モデル事業等を
継続する。

大型車の環境対策については、グローバルな
課題であり、本事業では、世界で初めてＤＭＥ
トラックの営業運行を行うなど、国際的に意義
のある成果を出している。

53303

○２０１０年までに、廃熱回収による高効率船
舶エンジン、船体の抵抗低減デバイス、ＩＴ利
用最適航路選択支援システムを開発する。
【国土交通省】

船舶からの
CO2の排出
低減技術の
開発のため
の研究

国交省
海上技術
安全研究
所

18 未定 318 507 511

・船舶の排熱を回収するスターリン
グエンジン及び循環流動層排熱回
収システムの実証試験を行った。
・船体の摩擦抵抗を低減する空気
潤滑法の実証試験を行い正味省エ
ネ率５％を検証した。
・船舶の摩擦抵抗を低減する船底
塗料の基礎的な研究を行っている。
・気象予報等を採り入れた船舶到
着時間の最適化システムを開発し
試験中。

198 76

・空気潤滑法については、大喫水の大型船の船底に効率的に
掃気を吹き出す掃気バイパスシステム及び空気潤滑システム
の実用化に必要な高精度の汎用性のある設計ツールを開発
するため、民間事業者を交え、研究開発を実施中。
・摩擦抵抗低減塗料については、ポリマーの劣化を防止し溶
出速度を制御できる試作塗料を開発し、摩擦抵抗芸舷効果が
10%以上持続することを確認。

民間事業者を交え実用化に向け実船検証を実施中。
国際的にも実用化されている例はなく、我が
国海事産業の国際競争力強化及びGHG排出
削減等の観点から、意義のあるものである。

53403

○２００８年度中に運送事業者による様々な
省エネ対策によるＣＯ２排出削減の効果を高
精度で評価が可能なプログラムを開発する。
２０１０年までに、海上物流システム最適化の
予測・評価モデルを開発する。【国土交通省】

実海域性能
評価システ
ムの開発

国交省
海上技術
安全研究
所

18 未定 318 507 511

平成２０年１０月に開催されたＩＭＯ
のＭＥＰＣ５８において、我が国が提
案した、実海域における外航船舶
の運航性能を考慮した温室効果ガ
ス（ＧＨＧ）の排出量を船舶の設計・
建造段階で評価できる指標の試行
が承認された。

198 76

実海域性能評価について、船首水面上形状の異なる模型船
を製作し、波浪中を模擬した水槽試験を行い、実海域性能の
違いを確認し、波浪中抵抗増加のメカニズムを明らかにする
ことにより、実船への適用範囲の拡大を図った。また、各種船
種の実船計測データを用いて実運航時の性能評価等を実
施。

実海域再現水槽を利用して、これまで計測が困難であった斜波
や追波中の性能を計測し、開発した実海域性能評価システムの
検証等を行う予定。

国際海事機関（ＩＭＯ）における新造船の燃費
性能を示す設計指標の検討において、速度
低下係数の算定方法ガイドラインを策定しＩＭ
Ｏに提案することにより、同指標策定における
国際的な枠組み作りに貢献。

53403

○２００８年度中に運送事業者による様々な
省エネ対策によるＣＯ２排出削減の効果を高
精度で評価が可能なプログラムを開発する。
２０１０年までに、海上物流システム最適化の
予測・評価モデルを開発する。【国土交通省】

高効率海上
物流の基盤
技術の開発

国交省
海上技術
安全研究
所

18 未定 14 7 9

東アジアの各港湾レベルでの海上
物流の実態・動向を把握しデータ
ベース化するとともに、ネットワーク
の解析を行った。これらを基に、海
上輸送の効率化を図れる船舶仕
様・配船の決定手法の検討中。

- - - -
東アジアの物流データを整備するための基盤
技術を開発することは、今後の経済成長に資
するものであり、本研究の意義は大きい。

事業期間

始期 終期



名

コード番
号（「重要
な研究開
発課題」）

研究開発目標　　（○：計画期間中の研究開
発目標、◇：最終的な研究開発目標）

施策名称
「戦略重点
科学技術」
への該当

府省名 担当課室

事業期間

始期 終期

Ｈ18予
算額（百
万円）

Ｈ19予算
額（百万
円）

Ｈ20予
算額（百
万円）

進捗度の
チェック
（中間フォ
ローアッ
プ）

主な成果と目標の達成状況（中間
フォローアップ）

Ｈ21予算額
（百万円）

Ｈ22予算額
（百万円）

Ｈ２１の重要な取組み（具体的な成果、研究開発計画の見直
し等）

現在の進捗状況からみた「目標達成のための課題」
現在の進捗状況からみた「国際的な位置づ
け・意義」

備考

51202

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

草本・木質
系バイオマ
スからのエタ
ノール、水素
及びメタン生
産における
エネルギー
収得率向上
のための実
用的バイオ
プロセスの
開発（地球
温暖化対策
技術開発事
業の一部）

環境省
地球温暖
化対策課 17 18 24 - - - - 平成18年度に終了した 大規模化、低コスト化のための際的手法の確立

51202

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

草木質系セ
ルロースか
らのバイオエ
タノール高収
率化と低コス
ト製造システ
ムの開発
（地球温暖
化対策技術
開発事業の
一部）

環境省
地球温暖
化対策課 19 19 - 58 - - - 平成19年度に終了した

スケールアップし、より実用化に近い条件下で糖化収率の安定し
た再現を実現するため、アルカリ及び酸化剤等の添加量・条件、
攪拌条件等についての実験を行う。

51202

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

 酵素法によ
るバイオマス
エタノール製
造プロセス
実用化のた
めの技術開
発（地球温
暖化対策技
術開発事業
の一部）

環境省
地球温暖
化対策課 18 19 48 48 - - - 平成19年度に終了した 商用規模での技術開発、実証を行う。

51202

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

下水処理場
における汚
泥を活用し
た高効率エ
ネルギー供
給システム
の開発・実
証（地球温
暖化対策技
術開発事業
の一部）

環境省
地球温暖
化対策課 16 18 62 - - - - 平成18年度に終了した

2011年度に施設の設計・建設を受注し運転開始の2013年度以
降に全国展開の予定。

51202

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

輸送用バイ
オマス由来
燃料導入技
術開発及び
実証事業

環境省
地球温暖
化対策課 19 19 - 50 - - - 平成19年度に終了した 製造方法及び品質管理方法を確立する。

51202

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

寒冷地にお
けるバイオエ
タノール混合
自動車燃料
需要拡大の
ための自動
車対応と流
通に関する
技術開発
（地球温暖
化対策技術
開発事業の
一部）

環境省
地球温暖
化対策課 19 20 - 19 18 - - 平成20年度に終了した E10実証事業実施のための給油施設を構築する。

51202

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

沖縄産糖蜜
からの燃料
用エタノール
生産プロセ
ス開発及び
Ｅ３等実証試
験（地球温
暖化対策技
術開発事業
の一部）

環境省
地球温暖
化対策課 17 19 350 207 - - - 平成19年度に終了した 原料の安定供給、及び販売市場を確保する。

51202

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

バイオエタ
ノール混合
ガソリン導入
技術開発及
び実証事業
（地球温暖
化対策技術
開発事業の
一部）

環境省
地球温暖
化対策課 16 18 86 - - - - 平成18年度に終了した バイオエタノールの安定供給を確保する。



部）

51202

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

沖縄地区に
おける燃料
製造のため
のサトウキビ
からのバイ
オマスエタ
ノール製造
技術に関す
る技術開発
（地球温暖
化対策技術
開発事業の
一部）

環境省
地球温暖
化対策課 17 18 30 - - - - 平成18年度に終了した 関連産業にメリットがあるような価格体系を構築する。

51202

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

輸送用バイ
オマス由来
燃料導入技
術開発及び
実証事業
（地球温暖
化対策技術
開発事業の
一部）等１６
課題

環境省
地球温暖
化対策課 16 21 704 1472 981

地域に置いて発生する廃木材由来
のバイオエタノールを用いたＥ３の
実証事業を大阪府域において行
い、平成20年8月より一般販売を開
始した。

3805の内数 5022の内数
大阪府において、E10の導入に向けた課題の整理を行いE10
の公道走行試験を行った。

地域の特性に応じた収集しやすい原料を活用し、地域モデル事
業の他地域への展開やモデル事業で確立された生産技術の転
用等によるシステム改善を行う。

未利用バイオマスの利用を目指した、技術開
発が重要と考えられる。

51202

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

沖縄地区に
おける燃料
製造のため
のサトウキビ
からのバイ
オマスエタ
ノール製造
技術に関す
る技術開発
（地球温暖
化対策技術
開発事業の
一部）

環境省
地球温暖
化対策課 17 18 30 - - - - 平成18年度に終了した 関連産業にメリットがあるような価格体系を構築する。

51203

○２０１０年度までに、バイオマス利用の経済
性を向上させ、導入目標（廃棄物＋バイオマ
ス発電５８６万ｋｌ、廃棄物熱利用１８６万ｋｌ、バ
イオマス熱利用３０８万ｋｌ）を達成するために、
バイオマスエネルギー利用の高効率転換、低
コスト化のための技術の開発と実証を行う。
【経済産業省、環境省】

草木質系セ
ルロースか
らのバイオエ
タノール高収
率化と低コス
ト製造システ
ムの開発
（地球温暖
化対策技術
開発事業の
一部）

環境省
地球温暖
化対策課 19 19 - 58 - - - 平成19年度に終了した

スケールアップし、より実用化に近い条件下で糖化収率の安定し
た再現を実現するため、アルカリ及び酸化剤等の添加量・条件、
攪拌条件等についての実験を行う。

51404
○２００７年度までに廃棄物等地域資源を活
用した水素エネルギー地域のモデルを提示す
る。【環境省】

本庄・早稲
田地域での
Ｇ水素モデ
ル社会の構
築（地球温
暖化対策技
術開発事業

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

環境省
地球温暖
化対策課 17 18 400 320 - - - 平成18年度に終了した

エネルギー収率やコスト面で実用につながるような水素製造・供
給・利用を含めたシステムの開発等に向けた技術開発を支援。

51409

◇地域資源を活用した水素関連技術の高度
化、実証を２０１７年から行い、多様な地域条
件のもとでの水素エネルギー利用拡大を図
る。【環境省】

の一部）
本庄・早稲
田地域での
Ｇ水素モデ
ル社会の構
築（地球温
暖化対策技
術開発事業

先端燃料
電池システ
ムと安全な
革新的水
素貯蔵・輸
送技術

環境省
地球温暖
化対策課 17 18 400 320 - - - 平成18年度に終了した

エネルギー収率やコスト面で実用につながるような水素製造・供
給・利用を含めたシステムの開発等に向けた技術開発を支援。

52902

○２０１０年までに、従来型の蛍光灯より高い
省エネ性能を有し、また価格競争力をもつ高
性能白色ＬＥＤ及び、有機ＥＬによる高効率照
明技術を確立する。【経済産業省、環境省】

の一部）

省エネ型白
色ＬＥＤ照明
器具の普及
促進のため
の低コスト化
技術開発
（地球温暖
化対策技術
開発事業の
一部）

環境省
地球温暖
化対策課 18 20 110 200 200 - - 平成20年度に終了した

普及促進につながるような低コストで高機能なLED等照明機器
の開発等に向けた技術開発を支援

53102
○２００６年度までに、都市内分散型エネル
ギー利用システムのモデルを提示する【環境
省】

地域エコエ
ネルギー
ウェブシステ
ム(自然エネ
ルギーを中
心としたエネ
ルギーの相
互利用シス
テム)のため
の制御方法
に関する技
術開発（地
球温暖化対
策技術開発
事業の一

エネルギー
の面的利
用で飛躍
的な省エネ
の街を実
現する都
市システム
技術

環境省
地球温暖
化対策課 17 18 400 350 - - - 平成18年度に終了した

エネルギー収率やコスト面で実用につながるような都市内分散
型エネルギー利用システムの構築等に向けた技術開発を支援。
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